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１． はじめに 
 

本邦では平成 28 年熊本地震、海外ではマンタ地震（エクアドル）を始めイタリア・

台湾・タンザニア・インド等で、引き続き地震・津波災害が発生し続けています。こ

のような世界各地の地震災害を防止・軽減する為、国際地震工学研修は、1960 年に東

京大学で開始され、1962 年には建設省建築研究所国際地震工学部、2001 年には独立

行政法人建築研究所国際地震工学センターに引き継がれました。1960 年代から現在ま

で国際協力機構（JICA）との協力により実施されています。 
近年の世界情勢の変化や頻発する地震・津波災害に伴って、研修開始当初からに参

加している諸国（例：インドネシア・フィリピン・ペルー）に加え、以前は地震防災

を顧みる余裕のなかった諸国（例：ミャンマー・バングラデシュ・ネパール・パキス

タン・ニカラグア）、自国では地震災害の経験の無い諸国（例：スリランカ・マレーシ

ア）、旧ソ連の崩壊で誕生した中央アジア・コーカサス諸国（例：アルメニア・トルク

メニスタン）等で、世界をリードする日本の地震観測研究・耐震技術・津波防災分野

の研修需要が新たに高まってきています。 
 
2016 年 9 月末での研修修了生数は、100 ヶ国・地域から延べ 1,751 名（うち通年

コース修了生は 1,142 名）になりました。このように長期にわたり研修を継続できて

いるのは、研修を開始された先輩方の高い見識、洞察力及び熱意、また、講師や担当

職員として研修に関係された多くの方々の熱意と努力の賜と、深く感謝しております。 
政策研究大学院大学及び JICA との連携による修士プログラムも引き続き実施し

ており、2016 年 9 月には「地震・耐震・防災復興政策コース」・「津波防災コース」

研修生合わせて 11 ヶ国からの 21 名が、無事研修カリキュラムの全てを終了し、また、

修士号（防災政策）を取得しました。元研修生は日本で学んだ地震・津波防災技術を

活かし、新たな開発が進むそれぞれの自国の強靭化・災害軽減に励んでいます。 
1995 年から気象庁、外務省と協力して実施しているグローバル地震観測コースは、

21 年目を迎え、これまで 70 ヶ国から延べ 208 名を受け入れました。 
最近の新たな取り組みとして、2014 年から 3 年間「中南米地震工学研修」コース

を実施しています。このコースでは、該当地域の主要言語であるスペイン語を指導言

語として使い、また構造実験等を在外補完研修として約 2 週間エルサルバドルで行う

ことにより、現地での耐震建築普及の促進を企っています。今研修年度は第 3 回とし

て、2016 年 5 月から 7 月にかけて実施し、8 ヶ国 16 名が参加しました。 
 
このように国際地震工学研修は、ますますその重要性が増しております。スタッフ

一同、研修業務・研修を充実させるための研究開発、UNESCO (IPRED)及び JICA と
の協力を含む国際活動に、さらなる努力をして行きます。今までと変わらぬ関係各位

の御指導・御支援を賜わりますよう、お願い申し上げます。 
 

国際地震工学センター長 
横井 俊明 
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２－１ ２０１５ 研修年度の活動概要

本研修年度（2015 年 10 月～2016 年 9 月）には、通年研修である地震学・地震工学・

津波防災コースを 2015 年 10 月 6 日から 2016 年 9 月 13 日まで実施した。13 カ国か

らの、地震学 6 名と地震工学 11 名、津波防災 4 名の合計 21 名がカリキュラムの全て

を修了し、修了証書と Diploma を取得した。また、全員が修士プログラムに必要な単

位を取得し、政策研究大学院大学と建築研究所から修士号（防災政策）を授与された。

修士論文の Abstract は、国際地震工学センターの英語ホームページで公開されている。 
20 周年を迎えたグローバル地震観測研修コース(2015 年 1 月 19 日～3 月 11 日)には、 

8 カ国から 11 名が参加した。包括的核実験禁止条約機関（CTBTO）準備委員会暫定技

術事務局国際監視制度局(IMS)の Nurcan MERAL ÖZEL（ヌルジャン・メラル・オゼル）局

長が CTBT 概論・IMS 概論、同機関の Gerhard Graham（ガーハード・グラハム）氏が

IDC 概論を講義した。 
3 年目を迎えた中南米地震工学研修コース(2015 年 5 月 19 日～7 月 22 日)には、8 ヶ国 16

名が参加した。終盤の 2 週間を在外補完研修とし、エルサルバドルにおいて、Edgar Peña 
（エドガー・ペーニャ）氏、Adolfo Ramos（アドルフォ・ラモス）氏、Monica Gutierrez（モ

ニカ・グティエレス）氏等、元研修生主体の現地組織に委託して、構造実験及び関連する

講義を行ったまた、メキシコ国立防災センター(CENAPRED)の Oscar López-Bátiz（オスカ

ル・ロペス・バティス）氏が講義を行った。在外補完研修にのみ現地参加した 10 名には、

参加証(Certificate)を手渡した。この研修は、さらに 3 年間実施の予定である。

最新の技術情報収集や研究成果の発表のために延べ 7 名を国際学会等に派遣した。

また元研修生の活躍する開発途上国での技術協力や共同研究の為に、3 ヶ国（コロン

ビア・ネパール・チリ）へ延べ 3 名を派遣した。また、上記の中南米地震工学研修コ 

ースの在外補完研修の為に 2 名をエルサルバドルへ派遣した。 

「国際地震学および地震工学研修年報 第 41 巻」及び Bulletin of International 
Institute of Seismology and Earthquake Engineering Vol. 50 を出版した。 

研修事業に関連する最新の知識・情報を収集し、研修を充実させる目的で実施して

いる、基盤研究「地震・津波に係る減災技術の開発途上国への適用と情報共有化に関

する研究」(平成 27 年度～29 年度)では、開発途上国の地震・津波ハザード評価・津波

情報及び耐震技術の情報共有化の為の研究開発の実施と共に研修の充実と強化をめざ

して、その成果を IISEE-NET を通じて世界へ向けて発信している。さらに、研修講

師を含む国内の研究者を招いたセミナーを月 1 回程度実施している。 
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（１）　地震学コース

番号 国名 氏名 所属・職業

1 アルジェリア Mr. Amar BENFEDDA 国立地震工学研究センター　地震ハザード課　研究員

2 エジプト
Mr. Hamada Saadalla MAHMOUD
MOHAMED

国立天文地球物理研究所　地震部　地震学研究員

3 キルギス Mr. Sagynbek ORUNBAEV 中央アジア　応用地球科学研究所　地球力学・地盤リスク部　調査研究員

4 ミャンマー Mr. Kyaw Zayar Naing 運輸省　気象水文局　上席監視員

5
パプアニューギニ

ア
Mr. Felix Balthasar TARANU

鉱物政策・地盤災害局　地盤災害管理部　ポートモレスビー地球物理観
測所  上席地震学研究員

6 フィリピン Ms. Arianne Gail Saluta RIVERA フィリピン火山・地震研究所　地震観測・予知課　研究助手

番号 国名 氏名 所属・職業

1 アルジェリア Mr. Abdelkader BENYOUCEF 国立地震工学研究センター　地震工学課　研究員

2 バングラデシュ Mr. Boni AMIN 住宅ビル開発研究所　構造工学・建築部　研究技師

3 バングラデシュ Mr. Lintu GAZI 公共事業局　設計第4課　部門エンジニア

4 バングラデシュ Mr. Md Hajbul KABIR 公共事業局　設計第4課　研究助手

5 エジプト
Mr. Mohamed Abdelrasoul Ahmed
SHAHEEN

アルアズハル大学 工学部　土木工学科　構造工学専攻　講師補佐

6 エルサルバドル
Mr. Manuel Arturo SALAZAR
NAVIDAD

エルサルバドル開発・最低基準住宅財団　住宅協同組合執行部　設計建
築管理官

7 インド Mr. Abhishek GOPAL 中央公共事業省　中央設計部　行政技師補佐

8 インド Mr. Ashish GUPTA 中央公共事業省　中央設計部　行政技師補佐

9 ニカラグア Mr. Max Miguel FARINAS PEREZ ニカラグア国立自治大学　科学工学部　建設科　研究員

10 ニカラグア
Mr. Rommel David ZAMBRANA
AREAS

ニカラグア国立自治大学　科学工学部　建築科　教授

11
パプアニューギニ

ア
Mr. Amos FIMIAMBA 公共事業省　運用局　土木技師

番号 国名 氏名 所属・職業

1 エクアドル Ms. Sharl Narvet NOBOA TERAN リスク管理事務局　分析課　技術分析官

2 ニカラグア
Mr. Greyving Jose ARGUELLO
MIRANDA

ニカラグア領域研究所　地球物理総局　地球物理専門員

3 ニカラグア
Ms. Martha Vanessa HERRERA
JIMENEZ

ニカラグア領域研究所　地震管理部　デジタル地震システム分析官

4 フィリピン Mr. Dandy Navarro CAMERO フィリピン火山・地震研究所　地震観測・予知課　研究助手

２－２－１　研修生名簿

（２）　地震工学コース

２－２　２０１５－２０１６　通年コース

（３）　津波防災コース
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2-2-2 研修日程

年 月 日 曜 日 行    事    等 備     考

2015年

10. 1 木 研修生日本到着

10 .2 金 JICAオリエンテーション

10 .5 月 政研大入学式･ガイダンス

10. 6 火 開講式（JICA筑波）

10. 7 水 オリエンテーション・講義開始
健康診断（ST)
健康診断（E)

11.9-11.13 月～金 研修旅行（東北） <地震学会(10/26-28)>

11.25 水 ジェネラルミーティング

12.7-.18 月～金 GRIPS講義

12.29-1. 3 火～日 冬期休講

2016年

2.16 火 ジェネラルミーティング

2.16 火 国際親善パーティー

4.18～22 月～金 研修旅行（関西）

5.31 火 ジェネラルミーティング・壮行会
<日本地球惑星科学連合会大会(5/22-26)>

6.1 水 個人研修開始（個人研修期間：6/1～9/2)

7.15, 25 金, 月 修士レポート中間発表会

8.15 月 修士レポートを主査・副査に提出

8.22-23 月、火 修士レポート最終発表会 <建築学会大会(8/24～26, 福岡>

8.24 水 修士レポートをGRIPSに提出

8.31 水 DMP修了判定会 BRI-GRIPS（プログラム委員会）

9.12 月 大臣表敬

9. 7 水 ジェネラルミーティング

9. 7 水 最終修士号合否決定 GRIPS(常任委員会）

9.13 火 閉講式（BRI)

9.14 水 修士号授与（政研大卒業式）

9.15 木 帰国
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（1）地震学コース（S）（2015-2016）講義実施結果
個人
研修

10 11 12 1 2 3 4 5 6-9

ガイダンス 原・藤井 1 ○ 1

地震と災害概論
古川･横井･原･芝
崎･藤井・林田

1 ○ 1

コンピューター 藤井・林田 9 ○ ○ ○ 3 6

基礎地震学セミナーa アドバイザー 1 ○ 0.5 0.5

地震波動理論 竹内・古村 7 ○ ○ ○ 4 3

表面波 蓬田 1 ○ 1

散乱と減衰 蓬田 1 1

遠地地震波位相とマグニチュード 原 2 ○ ○ ○ 2

近地地震解析 古川 4 ○ ○ ○ 1 3

松代地震観測所見学 1 ○ 1

緊急地震速報 干場 1 ○ 1

基礎地震学セミナーb アドバイザー 2 ○ 1 1

地震活動と統計 岩田 2 ○ 2

地殻・上部マントル構造 金尾 2 ○ 計画上2日→1日 1

地殻変動 鷺谷 2 ○ 2

地震発生過程と予測I 芝崎 1.5 ○ 1 0.5

地震数学 芝崎 6.5 ○ ○ ○ 4.5 2

震源メカニズム 原 2 ○ ○ ○ 2

地震発生過程と予測Ⅱ 遠田 1 ○ 1

モーメントテンソル解析 八木 2 ○ ○ ○ 2

地震とプレートテクトニクス 沖野 3 ○ 3

震源過程 久家 3 ○ 3

データプロセッシング 原･ 林田 4 ○ ○ ○ 4

地震モニタリング見学（国土地理院、東大地震研、
地震調査研究推進本部、気象庁、防災科研)

複数名 3 ○ 1 1 1

リアルタイム震源パラメータ決定 気象庁 1 ○ 1

広帯域モーメントマグニチュード決定 原 1.5 ○ ○ 1 0.5

応用地震学セミナー アドバイザー 0.5 0.5

表層地質の地震動に及ぼす影響Ⅰ 山中 1 ○ 1

表層地質の地震動に及ぼす影響Ⅱ 山中 1 ○ 1

地震トモグラフィー 趙 1 1

地震波動伝播シミュレーション 竹中 2 2

地盤調査法 中川 1 ○ 1

強震観測 鹿嶋 2 ○ 2

土質動力学 石原 1 ○ 1

地震防災セミナーa アドバイザー 1  1

強震動研究I(確率論的地震ハザード解析) 高田 2 ○ ○ 2

強震動研究II(強震動地震学) 入倉・三宅 2 ○ ○ 2

地震損失リスク評価演習 鹿嶋 2 ○ 2

微動観測I 小山 1 ○ 1

地震動シミュレーション 小山 1 ○ 1

地震防災セミナーb アドバイザー 1  1

微動観測Ⅱ 林田・中川 1 ○ 1

物理探査 小西 2 ○ ○ 2

地震マイクロゾーネーション 松岡・山本 2 ○ 1 1

防災政策A：地域・インフラ分野 家田 5 ○ ○ 5

防災政策B: 都市・建築分野 安藤 5 ○ ○ 5

地震観測 横井・井上 4 ○ ○ ○ 3 1

地震防災普及・復興見学 横井 1 ○ ○ 1

日本のODA政策と防災・復興関連開発援助 楢府 1 ○ ○ 1

地震防災・復興政策セミナー PCM ﾓﾃﾞﾚｰﾀｰ、見学 3 ○ ○ ○
日程調整困難の
ため1日減

3

津波と地震 佐竹 1 ○ 1

地震地質学 丸山
基礎地震学セミ
ナーb枠で実施

視察・見学
アドバイザー 0.5

国交省防災セン
ター見学未実施

特別講義（地震早期警報システム） 山田 1 ○ 1

特別講義（地震リスク評価・防災計画策定プロジェ
クトの一例)

瀬川 0.5 ○ 0.5

コロキウムI,II(準備日各1日を含む) 全スタッフ 4 ○ ○ ○ 2 2

地震防災・復興セミナー演習(1) アドバイザー 1   1

コロキウムIII（準備日2日を含む） 全スタッフ 3 ○ ○ ○ 3

地震防災・復興セミナー演習(2) アドバイザー 2   2

研修旅行 Ia（東北）、研修旅行Ⅱa（関西） 4 ○ 2 2

研修旅行 セミナー演習 1 ○ 1

研修旅行 Ib（東北）、研修旅行Ⅱb（関西） 5 ○ 2 2

個人別セミナー アドバイザー 12.5 ○ 2 4 4 1.5 1

アクションプラン アドバイザー 2 ○ 2

個人研修 指導者 70 ○ 70

行事・自習 15.0 5 0.5 1.5 2.5 1 1 1.5 3 2

２－２－３　講義実施結果

分類
（GRIPS)

講義科目名
（IISEE)

講師 日数
試
験

評
価

合
同
E

合
同
T

備考

講義期間

2015 2016

特別講義

○

政策演習

政策基礎
課題

政策理論

○
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(2)地震工学コース(E) (2015-2016)　講義実施結果

個人
研修

10 11 12 1 2 3 4 5 6～9

ガイダンス 小豆畑 0.6 0.6
小豆畑 0.6 0.6
横井 1 1

コンピューター 鹿嶋 0.3 0.3
構造解析Ⅰ 喜々津 3 ○ 2 1
構造解析Ⅱ 犬飼 2 　 2
有限要素法Ⅰ 斎藤（大） 3 ○ 1 2
構造物概論セミナー アドバイザー 3 施工現場見学など 1 2
構造解析Ⅲ カストロ 2 2

美原 1 1
磯崎 1 1

極限解析 小豆畑 1 1
土質力学 山田 3 ○ 3
有限要素法Ⅱ 佐藤 1 1
構造動力学Ⅰ 新井・小豆畑 5 　 ○ 1.6 2.7 0.7
構造動力学Ⅱ 鹿嶋・小山 4 ○ 1 2 1
構造応答論セミナーⅠ アドバイザー 1 　 1
応答解析 境、壁谷澤（海） 3 　 1 2
地盤調査法Ⅱ 阿部 1 1
表層地質の地震動に及ぼす影響Ⅰ 山中 1 ○ 1
表層地質の地震動に及ぼす影響Ⅱ 山中 1 ○ 1
動的相互作用 永野 2 2
RC構造Ⅰ 向井 1 ○ 1
鋼構造Ⅰ 長谷川 1 ○ 1
鋼構造Ⅱ 岩田 2 2
構造実験Ⅰ 加藤 1 　 1
構造実験Ⅱ 坂下 1 ○ 1
構造実験Ⅲ 諏訪田 1 1
津波荷重・津波避難ビル 壁谷澤（一） 1 ○ 1
耐震構造各論セミナーⅠ アドバイザー 1 1
RC構造Ⅱ 河野 2 2
RC構造Ⅲ 楠 1 1
RC構造Ⅳ 塩原 1 1
PC構造 谷 1 1
基礎構造Ⅰ 原 1 1
基礎構造Ⅱ 薛 1 1
基礎構造Ⅲ 許斐 1 1
橋梁Ⅰ 吉田 1 1
橋梁Ⅱ 山﨑 1 1
港湾・津波工学 髙川・小濱 1 1
ダム 榎村 1 1
地下構造物 小長井 1 1
都市防災 目黒 1 1
組積造Ⅰ 後藤 2 1 1
組積造Ⅱ 菅野（俊） 1 1
設計基準Ⅰ 工学スタッフ 3 ○ 3
耐震極限設計法Ⅰ 長谷川 1 ○ 1
耐震診断補修補強（建築） 福山 2 1 1
免震構造 飯場・井上・関 2 1 1
耐震基準診断補強論セミナーⅠ アドバイザー 2 1 1
設計基準Ⅱ 菅野（俊） 2.5 1.5 1

耐震極限設計法Ⅱ 秋山 1
代講（西山）
※当所、2日の予定

　 1

設計用地震荷重 緑川 1 1
入力地震動 石山 1 1
耐震診断・補修補強（建築） 菅野（俊） 3.5 3 0.5
制震構造 五十子 1 1
橋の耐震設計と耐震補強 岡田 1 1
地盤調査法 I 中川 1 ○ 1
強震観測 鹿嶋 2 ○ 2
土質動力学 石原（雅） 1 ○ 1
地震防災セミナーⅠa アドバイザー 1 0.3 0.7
強震動研究I(確率論的地震ハザード解析) 高田 2 ○ 2
強震動研究II(強震動地震学) 入倉・三宅 2 ○ 2
地震防災セミナーⅡa アドバイザー 2 1 1

地震損失リスク評価演習 鹿嶋 2
日本地震工学国際シン
ポジウム（11.19-20）

○ 2

微動観測Ⅰ 小山 1 ○ 1
地震動シミュレーション 小山 1 ○ 1
地震防災セミナーⅠｂ アドバイザー 1 1
微動観測Ⅱ 林田・中川 1 ○ 1
地震マイクロゾーネーション 松岡・山本 2 ○ 1 1
構造物信頼性理論 森 2 2
地震防災セミナーⅡｂ アドバイザー 2 2
防災・復興政策 家田 5 ○ ○ 5
災害リスクマネージメント 安藤 5 ○ ○ 5
地震防災普及・復興見学 横井 1 本所防災館等見学 ○ 1
振動実験 鹿嶋 1 　 1
振動同定論 森田 1 　 1
地震防災復興政策セミナーⅠ アドバイザー 1 1
日本のODA政策と防災・復興関連開発援助 楢府 1 ○ ○ 1

地震防災・復興政策セミナーⅡ(5月 PCM-
WS実習を実施)

PCM ﾓﾃﾞﾚｰﾀｰ他 3.5 土研施設見学等 ○ ○ 0.5 3

コロキウムⅠ, Ⅱ(準備日各１日を含む) 全スタッフ 4 1 1 2
地震防災・復興セミナー演習I アドバイザー 1 1
コロキウムⅢ(準備日2日を含む) 全スタッフ 3 3
地震防災・復興セミナー演習Ⅱ アドバイザー 1.5 防災科研見学等 1 0.5
研修旅行Ⅰa（東北）、研修旅行Ⅱa(関西) 4 ○ ○ 2 2
研修旅行セミナー演習 1 1
研修旅行Ⅰｂ（東北）、研修旅行Ⅱｂ(関西) 5 ○ ○ 2 3
個人研修 指導者 70 70

行事・自習 13 4 0.5 3.5 1 4

動的耐震設計

政策理論

合同
Ｔ

試
験

合同
Ｓ

政策演習

政策基礎課題

講義期間

2015 2016

地震と災害概論

分類
(GRIPS)

講義科目名
(IISEE)

講師 日数 備考
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個人
研修

10 11 12 1 2 3 4 5 6-9

ガイダンス 芝崎･原・藤井 1 ○ 1

地震と災害概論
古川･横井･原･芝崎･
藤井・林田

1 ○ 1

津波と地震 佐竹 1 ○ 津波と地震の概論(Sコースと共通）Sは研修ゼミ枠で実施 1

コンピューター 藤井・林田 9 ○ ○ ○ 3 6

基礎地震学セミナーa アドバイザー 1 ○ 0.5 0.5

地震波動理論 竹内･古村 7 ○ ○ ○ 4 3

表面波 蓬田 1 ○ 1

遠地地震波位相とマグニチュード 原 2 ○ ○ ○ 2

近地地震解析 古川 4 ○ ○ ○ 1 3

松代地震観測所見学 1 ○ 1

緊急地震速報 干場 1 ○ 1

基礎地震学セミナーb アドバイザー 2 ○ 1 1

地震活動と統計 岩田 2 ○ 2

地殻・上部マントル構造 金尾 1 ○ 計画上2日→1日 1

地殻変動 鷺谷 2 ○ 断層運動による地殻変動 2

地震発生過程と予測I 芝崎 1.5 ○ 1 0.5

地震数学 芝崎 6.5 ○ ○ ○ 4.5 2

震源メカニズム 原 2 ○ ○ ○ 2

地震発生過程と予測Ⅱ 遠田 1 ○ 1

モーメントテンソル解析 八木 2 ○ ○ ○ 2

地震とプレートテクトニクス 沖野 3 ○ 3

震源過程 久家 3 ○ 3

津波シミュレーション 藤井 4  
津波初期条件計算，海底地形データ処理，津波波高計
算，TUNAMI-N2（FORTRAN+GMT）

4

データプロセッシング 原・林田 4 ○ ○ ○ 4

津波特論演習 藤井 2 津波シミュレーション演習 1 1

津波マグニチュードとカタログ 谷岡 1
マグニチュード計算法，過去の津波とカタログ，スロー
アースクエイク，津波地震，地すべり

1

津波数学 芝崎 1 偏微分、波動方程式に関する補講 1

津波流体力学 都司 5 ○ ○
流体力学の基礎，長波理論方程式，海岸地形の効果（湾
内固有振動，エッジ波，V字湾），古典的津波発生理論，
天文潮汐

4 1

津波の発生と伝播 佐竹 1 海底地殻変動による津波の発生，伝播，逆伝播 1

津波波源 藤井 2 逆伝播波面，津波波源の推定 2

津波地質学 宍倉 1
地震・津波の地質学的痕跡，地殻変動の証拠，地形判
読，津波堆積物，年代測定法

1

政策理論
津波ハザードマップ 田中 1

津波ハザードマップマニュアル概要，ハザードマップ活
用法、海岸、河川における津波防災政策

1

津波ハザード評価―津波防災行政 沼津・大阪・神戸 2 ○ ○
自治体における津波防災体制、避難計画，情報伝達 関西
研修旅行

2

日本の津波防災政策、危機管理 内閣府 ・港湾局 1 ○ ○
日本の津波防災政策、危機管理、港湾における津波防災
政策

1

シナリオ地震断層設定法 芝崎 1 　関連論文配布 1

津波防災概論 都司 0.5
津波防災の歴史，総合的津波対策，計画津波の概念，事
前対策

0.5

津波ハザード評価―概論 今村 1
津波モデリングと被害実態比較，漂流物，珊瑚の移動
痕，侵食土砂，マングローブ林による津波対策

1

津波ハザード評価―津波・浸水予測シミュ
レーション理論

越村 1
長波理論方程式の差分法，津波伝播・遡上数値計算法，
TUNAMI-N2コード

1

津波被害調査 鴫原 1 津波痕跡種別，漂流物のよる被害，測量，測定精度 1

津波浸水計算 柳澤 2
長波理論･差分法，津波伝播・浸水計算の実習、計算領域
の接続

2

津波防災の啓蒙 都司 0.5 0.5

津波避難計画 Erick Mas 1 津波避難計画 1

津波対策施設 釜石市、他 1 ○
港湾防波堤、防潮堤、避難場所、避難誘導道路、津波浸
水表示板等(東北研修旅行)

1

津波被害・復興I 仙台・三陸 1 ○ 津波碑、津波到達点等 (東北研修旅行) 1

津波観測 気象庁 1 潮位観測手法、潮位データの利用、施設見学 1

津波早期警報システムと情報伝達 気象庁 1 津波予測、津波予報と伝達 1

津波対策演習 1 ○ ○ 1

津波波力と耐津波構造 港湾空港技研 1 　 津波実験、耐津波構造、港湾津波と対策 1

津波被害・復興Ⅱ 仙台・三陸 2 ○ 東北研修旅行 2

津波堆積物実習 菅原 1 ○ 東北研修旅行 1

津波荷重・津波避難ビル 壁谷澤 1 ○ 1

防災政策A：地域・インフラ分野 家田 5 ○ ○ ○ GRIPSにて受講 5

防災政策B: 都市・建築分野 安藤 5 ○ ○ ○ GRIPSにて受講 5

地震観測 横井･井上 4 ○ ○ ○ 地震計,地震観測網 3 1

地震防災・復興政策セミナーI 1 ○ ○ 1

日本のODA政策と防災・復興関連開発援助 楢府 1 ○ 1

地震防災・復興政策セミナーⅡ PCM ﾓﾃﾞﾚｰﾀｰ、見学 4 ○ ○ 日程調整困難の為1日減 3

地震モニタリング見学 複数名 3 ○ 地震研、気象庁、(NIED)、 GSI、地震調査研究推進本部
 1 1 1

特別講義 山田 1 1

特別講義 グスマン 1 ○ 1

政策演習 コロキウムI,Ⅱ(準備日各1日を含む) 全スタッフ 4 ○ ○ 2 2

地震防災・復興セミナー演習（1） アドバイザー 1 ○ 1

コロキウムⅢ（準備日2日を含む） 全スタッフ 3 ○ ○ 3

地震防災・復興セミナー演習（2） アドバイザー 2 ○ 1 1

リアルタイム震源パラメータ決定 気象庁 1.5 近地地震処理、遠地地震処理 1.5

広帯域モーメントマグニチュード決定 原 1.5 ○ ○ ○ 広帯域モーメントマグニチュード計算法、計算実習 1 0.5

関西方面研修旅行(和歌山) 2 ○ 2

個人別セミナー アドバイザー 8.5 1 0.5 3 4

アクションプラン アドバイザー 2 2

個人研修指導者 70 6月以降の講義可能日-研修ゼミ日 70

行事･自習・試験 13.5 行事5日：開講日･入学式･健診(10月)閉講日･卒業式(9月) 4.5 1 1 2 1 1 0.5 1 2

政策基礎課題

試
験

（3）津波防災コース（T）（2015-2016）講義実施結果

分類
（GRIPS)

講義科目名
（IISEE)

講師 日数
合
同
S

合
同
E

G
評
価

備考
講義結果

2015 2016
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日付

S
･
E

T

S
･
E

T
大川小学校
講義・見学

14：00-15：00

S
･
E

T

S
･
E

T

S
･
E

現地視察
竹沢団地

（復興住宅）
12：50-13：20

現地視察
油夫ｱﾙﾊﾟｶ牧場
13：30-14：00

T

S
･
E

T

S
･
E

T

4/22
(金）

T
沼津市役所

見学
15：00-16：00

S

E

上町断層帯見学～周辺見学
 　13:50-16：30

大阪府庁舎本館　（耐震改修工事 ）　見学
14：00-16：00

11/12
（木）

現地説明・施設見学
小千谷総合病院（免震建物）

13：00-14：30

現地説明・施設見学
長岡震災アーカイブセンター きおくみらい

15:00-15：50

施設見学
アオーレ長岡
16:00-16:50

２－２－４　研修旅行

関西方面行程日付

２０１５－２０１６　国際地震工学研修 研修旅行日程（S・E・T）

11/13
（金）

新潟・東北方面行程

11/10
（火）

現地説明
復興庁宮城復興局
(復興の現状と取組）

9：30-10：30

<移動>

２０１５
11/9
（月）

＜移動＞

仙台市周辺　講義（仙台平野）
東北大学　菅原助教

13:00-17:00

現場視察
仙台城址

15：30-16：00

現地視察
国宝瑞巌寺本堂ほか7棟建造物

保存修理事業工事現場
13:00-15:00

現地視察
女川（倒壊ビル）

15：30-16:30

11/11
（水）

＜移動＞
大型展望水門
「びゅうお」見学
13：30-14：30

津波避難ビル
講義

12：45-13：30

　吉田町津波避難タワーなど
講義

9：00-11：00

語り部による堤防周辺の案内
見学

9:00-10:00

「稲むらの火」の館
見学・講義
10:00-12:00

S・E

T

4/20
(水）

明石海峡大橋　見学
橋の科学館　　　　 　　　　　9:30-10:30
明石海峡大橋通行　      10:30-11:00
明石海峡大橋登頂見学　11:30-12:30

江崎灯台付近　断層見学
13:45-14:00

野島断層保存館　見学
14:30-16:30

4/21
(木）

＜移動＞

＜移動＞

S・E
T

仁和寺　見学
（保存修理現場）

10:10-12:00

二条城　見学
（保存修理現場）

13：10-15：10

金閣寺　見学
9：00-9：45

アジア防災センター　講義
14:00-15:00

4/19
(火）

南三陸　講義・見学
（戸倉中学校、防災庁舎等）

15：30-17：00

松島、石巻講義・見学
（日和山公園等）

9：00-11：30

女川町講義・見学
（町立病院、倒壊ビル等）

12：00-13：00

講義　東北大学
源栄教授（Eコース）　、松澤教授（Sコース）

13：00-15：00

現地視察
石巻市立病院建設工事現場

9：50-11：00

大船渡　講義
（石碑、湾口防波堤、綾里等）

13：30-16：00

E-ﾃﾞｨﾌｪﾝｽ　見学
14:15-16：15

　　　　人と防災未来センター　見学
9:50-11:50

＜移動＞

＜移動＞

＜移動＞

２０１６
4/18
 (月）

S
･
E

＜移動＞

＜移動＞
人と防災未来センター　見学

15:20-17:30

＜移動＞
津波・高潮ステーション

見学
15：10-16：10

<移動>

休憩
（やまこし復
興交流館）

14：10-14：30

＜移動＞

現地視察
妙見ﾒﾓﾘｱﾙﾊﾟｰｸ
（土砂崩落現場）

9：50-10：10

現地視察
木籠ﾒﾓﾘｱﾙﾊﾟｰｸ

（水没住宅）
12：10-12：40

現地視察・DVD
聴講（やまこし復

興交流館）
10：30-11：30

＜移動＞

講義・見学
普代（堤防）→羅賀（津波石）→摂待（石碑）→小堀内漁

港→田老（大堤防、津波高表示板等）
8：30-12：00

陸前高田市観光ガイド　見学
（語り部）

10：30-12：30

気仙沼　講義・見学
（杉の下高台等）

9：00-10：00

大槌町、宮古市重茂半島　講義・見学
（姉吉地区）
15：00-17：00

釜石港湾事務所　港　見学
（船による湾口防波堤見学、GPS波浪

計等の室内説明、陸上局舎見学）
8：45-11：30

UR都市機構釜石支援事務所
（室内説明、鵜住居地区見学）

12：30-14：30



２－２－５　個人研修修士レポートテーマ及び指導者

No. 依頼先名 指導者 職名 研修生名 国名 テーマ

1 （研）建築研究所
横井　俊明
林田　拓己

センター長
主任研究員

Mr. Amar
BENFEDDA

アルジェリア アルジェリア北部沿岸における強震動予測

2 （研）建築研究所
横井　俊明
林田　拓己

センター長
主任研究員

Mr. Hamada Saadalla
MAHMOUD
MOHAMED

エジプト エジプト・アスワン地方で発生する微小地震の応力降下量の推定

3 （研）建築研究所
横井　俊明
林田　拓己

センター長
主任研究員

Mr. Sagynbek
ORUNBAEV

キルギス キルギス・ナルイン市における地盤構造の推定

4 （研）建築研究所 原　辰彦 上席研究員
Mr. Kyaw Zayar
Naing

ミャンマー ミャンマーで発生した地震の震源メカニズム解析

5 （研）建築研究所 原　辰彦 上席研究員
Mr. Felix
BalthasarTARANU

パプアニューギニア パプアニューギニアの距離減衰式の構築

6
京都大学防災研究所
地震予知研究セン
ター

澁谷　拓郎 教授
Ms. Arianne Gail
Saluta RIVERA

フィリピン フィリピン広帯域地震観測網データを用いたレシーバ関数解析

No. 依頼先名 指導者 職名 研修生名 国名 テーマ

1 豊橋技術科学大学 斉藤　大樹 教授
Mr. Abdelkader
BENYOUCEF

アルジェリア
衝撃及び振動から精密機器を守るための改良免震デバイスと建物にお
ける室内安全性評価

2
東北大学大学院工学
研究科
都市・建築学専攻

前田　匡樹 教授 Mr. Boni AMIN バングラデシュ 金網モルタル構法の適用による鉄筋コンクリート造フレームの耐震補強

3
東京大学地震研究所
災害科学系研究部門

楠　浩一 准教授 Mr. Lintu GAZI バングラデシュ
バングラデッシュにおける強震を受ける鉄筋コンクリート構造を対象とし
た組積インフィル壁を考慮した耐震性能評価と応答解析

4
東京理科大学理工学
部建築学科

永野　正行 教授
Mr. Md.Hajbul
KABIR

バングラデシュ 高層鉄筋構造建物に対する地盤‐構造物の相互作用効果

5
東京工業大学科学技
術創成研究院 未来
産業技術研究所

山田　哲 教授
Mr. Mohamed
Abdelrasoul Ahmed
SHAHEEN

エジプト ウェブ面積を低減させた鉄骨構造の非線形挙動

6
（研）建築研究所
(広島大学名誉教授)

菅野　俊介
特別客員研究
員

Mr. Manuel Arturo
SALAZAR
NAVIDAD

エルサルバドル
代表的な鉄筋コンクリート造の学校建築の耐震診断と様々な改修手法
の長所・短所の比較

（２）地震工学コース研修生の個人研修依頼先等

（１）地震学コース研修生の個人研修依頼先等

‐ 10 ‐ 
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7
（研）建築研究所
(広島大学名誉教授)

菅野　俊介
特別客員研究
員

Mr. Abhishek
GOPAL

インド
日本の基準を用いた鉄筋コンクリート構造の耐震診断と改修及びインド
の基準との比較

8 （研）建築研究所 関　松太郎
特別客員研究
員

Mr. Ashish GUPTA インド 免震構造のインドにおける適用に関する研究

9 （研）建築研究所 犬飼　瑞郎 上席研究員
Mr. Max Miguel
FARINAS PEREZ

ニカラグア マナグア市における多層RC建物の非線形解析のための動特性モデル

10 （研）建築研究所 犬飼　瑞郎 上席研究員
Mr. Rommel David
ZAMBRANA AREAS

ニカラグア
ニカラグアにおける一般的な２階建て住宅に適用される既往の耐震改
修手法について

11 （研）建築研究所 小豆畑　達哉 上席研究員
Mr. Amos
FIMIAMBA

パプアニューギニア
パプアニューギニアにおける高地震活動地域での構造物の耐震性能評
価

No. 依頼先名 指導者 職名 研修生名 国名 テーマ

1
東北大学　災害科学
国際研究所

越村　俊一 教授
Ms. Sharl Narvet
NOBOA TERAN

エクアドル エクアドルにおける津波ハザード評価

2

北海道大学大学院理
学研究院附属 地震
火山研究観測セン
ター

谷岡　勇市郎
センター長
(教授)

Mr. Greyving Jose
ARGUELLO
MIRANDA

ニカラグア ニカラグアにおける津波早期警報システムのためのW-phase解析

3 （研）建築研究所
藤井　雄士郎
芝崎　文一郎

主任研究員
上席研究員

Ms. Martha Vanessa
HERRERA JIMENEZ

ニカラグア ニカラグアにおける津波ハザード評価

4 （研）建築研究所
芝崎　文一郎
藤井　雄士郎

上席研究員
主任研究員

Mr. Dandy Navarro
CAMERO

フィリピン フィリピン，ルソン西岸における津波ハザード評価

（３）津波防災コース研修生の個人研修依頼先等
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（五十音順）

氏　　名 所　　　　属 役　職

石原　雅規
(研)土木研究所つくば中央研究所
地質・地盤研究グループ 土質・振動チーム

主任研究員

井上　公 (研)防災科学技術研究所 社会防災システム研究部門 主幹研究員

入倉孝次郎 愛知工業大学（入倉孝次郎地震動研究所） 客員教授（所長）

岩田　貴樹 常磐大学 コミュニティ振興学部 准教授

沖野  郷子 東京大学 大気海洋研究所 教授

金尾　政紀
国立極地研究所　研究教育系地圏研究グループ
極地情報系極域データセンター

准教授

久家　慶子 京都大学 大学院理学研究科 准教授

小西　千里 応用地質株式会社 エンジニアリング本部 技術研究所 主任

鷺谷　威 名古屋大学 減災連携研究センター 教授

佐竹　健治 東京大学 地震研究所 地震火山情報センター 教授

高田　毅士 東京大学 大学院工学系研究科 教授

竹内　希 東京大学 地震研究所 海半球観測研究センター 准教授

竹中　博士
岡山大学大学院　自然科学研究科地球生命物質科学専攻
地球システム科学講座

教授

趙 大鵬 東北大学大学院　理学研究科 地震・噴火予知研究観測センター 教授

遠田　晋次 東北大学 災害科学国際研究所 災害理学研究部門 国際巨大災害研究分野 教授

楢府　龍雄 （独）国際協力機構 国際協力専門員

古村　孝志
東京大学 大学院情報学環 総合防災情報研究センター
東京大学 地震研究所（兼務）

教授

干場　充之 気象庁気象研究所　地震津波研究部　第三研究室 室長

松岡 昌志 東京工業大学 大学院総合理工学研究科 准教授

丸山　正 （研）産業技術総合研究所 活断層・地震研究センター 主任研究員

三宅　弘恵 東京大学 大学院情報学環 准教授

八木　勇治 筑波大学 生命環境系 准教授

山田　真澄 京都大学　防災研究所 助教

山中　浩明 東京工業大学 大学院総合理工学研究科 教授

山本　明夫 応用地質株式会社 社会システム事業部 地震防災部 技術参与技術長

蓬田  清 北海道大学 大学院理学研究院 教授

                                        鹿嶋 俊英、　藤井 雄士郎、　林田 拓己

④国際地震工学センタースタッフ　　　　　横井 俊明、　古川 信雄、　芝崎 文一郎、　原 辰彦

２－２－６　講師名簿

（１）地震学コース

①外来講師

＊所属、役職は講義実施時点のもの

②政策研究大学院大学教授　　　　　　　　安藤 尚一、　家田 仁

③建築研究所　　　　　　　　　　　　　　小山 信、　中川 博人
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① 外来講師 　　　　　　（五十音順）

氏   名 所   属　　 役   職

阿部　秋男 （株）東京ソイルリサーチつくば総合試験所 技術本部つくば研究室 所長

新井　洋 国土技術政策総合研究所 建築研究部 構造基準研究室 主任研究官

飯場　正紀 北海道大学大学院 工学研究院 空間性能システム部門 建築システム分野 教授

五十子　幸樹 東北大学 災害科学国際研究所 災害リスク研究部門 最適減災技術研究分野 教授

石原　雅規 （研）土木研究所 地質・地盤研究グループ 主任研究員

石山　祐二 （株）NewsT研究所（北海道大学） 代表取締役（名誉教授）

磯崎　浩 一般財団法人日本建築センター 評定部 審議役

井上　波彦 国土技術政策総合研究所 建築研究部 評価システム研究室 室長

入倉　孝次郎 愛知工業大学 客員教授

岩田　善裕 国土技術政策総合研究所 建築研究部 基準認証システム研究室 主任研究官

榎村　康史 （研）土木研究所 水工研究グループ水工構造物チーム 上席研究員

岡田　太賀雄 （研）土木研究所 構造物メンテナンス研究センター 橋梁構造研究グループ 主任研究員

ｶｽﾄﾛ ﾎﾜﾝ ﾎｾ 琉球大学工学部 環境建設工学科 教授

壁谷澤　寿一 公立大学法人首都大学東京 大学院都市環境科学研究科 准教授

壁谷澤　寿海 東京大学 地震研究所 災害科学系研究部門 教授

楠　浩一 東京大学 地震研究所 災害科学系研究部門 准教授

河野　進 東京工業大学応用セラミックス研究所 材料融合システム部門 教授

後藤　哲郎 対震技術研究所 所長

小長井　一男 横浜国立大学都市イノベーション研究院（第三研究分野） 教授

許斐　信三 （株）フロンティアSDP 代表取締役

小濱　英司 （研）港湾空港技術研究所 地震防災研究領域 耐震構造研究チームリーダー

斉藤　大樹 豊橋技術科学大学 建築・都市システム学系 教授

境　有紀 筑波大学 システム情報系 教授

佐藤　裕一 京都大学 工学研究科 建築学専攻 助教

塩原　等 東京大学大学院 工学系研究科 建築学専攻 教授

菅野　俊介
（研）建築研究所
広島大学大学院 工学研究科 社会環境システム専攻

特別客員研究員
名誉教授

諏訪田　晴彦 国土技術政策総合研究所 建築研究部 構造基準研究室 主任研究官

関　松太郎 （研）建築研究所 特別客員研究員

薛　松濤 東北工業大学工学部 建築学科 教授

髙川　智広 （研）港湾空港技術研究所 海洋情報・津波研究領域 津波研究チーム 主任研究官

高田　毅士 東京大学大学院 工学系研究科 教授

谷　昌典 京都大学大学院 工学研究科 建築学専攻 准教授

永野　正行 東京理科大学理工学部 建築学科 教授

楢府　龍雄 （独）国際協力機構 国際協力専門員

原　隆史 岐阜大学工学部 社会基盤工学科 教授

福山　洋 国土技術政策総合研究所 住宅研究部 部長

松岡　昌志 東京工業大学大学院 総合理工学研究科 人間環境システム専攻 准教授

緑川　光正 北海道大学大学院 工学研究院 建築都市空間デザイン部門 教授

美原　義徳 鹿島建設（株）原子力部 原子力設計室 副部長

三宅　弘恵 東京大学大学院 情報学環 准教授

目黒　公郎 東京大学生産技術研究所 都市基盤安全工学国際研究センター（ICUS） 教授

森田　高市 国土技術政策総合研究所 建築研究部 構造基準研究室 室長

森　保宏 名古屋大学大学院 環境学研究科 都市環境学専攻 教授

山﨑　淳 日本大学理工学部 土木工学科 名誉教授

山田　恭央 筑波大学 システム情報系 名誉教授

山中　浩明 東京工業大学大学院 総合理工学研究科 環境理工学創造専攻 教授

山本　明夫 応用地質株式会社 地震防災部 技術参与技術長

吉田　好孝 一般財団法人橋梁調査会 企画部 調査役

（２）地震工学コース

＊所属、役職は講義実施時点のもの

②　政策研究大学大学院教授　　　　　 安藤　尚一、家田　仁

④　国際地震工学センタースタッフ　　 横井 俊明、小豆畑 達哉、犬飼 瑞郎、鹿嶋 俊英、林田 拓巳

③　建築研究所　　　　　　　　　　　 喜々津　仁密、小山　信、中川　博人、加藤　博人
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（五十音順）

氏名 所属 役職

井上  公
（研）防災科学技術研究所 社会防災システム研究領域
災害リスク研究ユニット

総括主任研究員

今村　文彦 東北大学 災害科学国際研究所 災害リスク研究部門 教授

岩田　貴樹 常磐大学 コミュニティ振興学部 准教授

Erick MAS 東北大学災害科学国際研究所 災害リスク研究部門 助教

沖野　郷子 東京大学 大気海洋研究所 海洋底科学部門　 教授

尾崎　友亮 気象庁 地震火山部 地震津波監視課
国際地震津波情報
調整官

壁谷澤寿一 国土技術政策総合研究所 建築研究部 基準認証システム研究室 主任研究官

久家　慶子 京都大学大学院 理学研究科 准教授

越村　俊一 東北大学災害科学国際研究所　災害リスク研究部門 教授

鷺谷  威 名古屋大学減災連携研究センター 教授

佐竹　健治 東京大学 地震研究所　地震火山情報センター 教授

鴫原　良典 防衛大学校 システム工学群 建設環境工学科 水工学研究室 助教

宍倉　正展 （研）産業技術総合研究所 活断層・火山研究部門 研究グループ長

菅原　大助 東北大学災害科学国際研究所　災害リスク研究部門 助教

鈴木高二朗 （研）港湾空港技術研究所 アジア･太平洋沿岸防災研究センター 上席研究官

高川　智博 （研）港湾空港技術研究所 アジア･太平洋沿岸防災研究センター 主任研究官

竹内　希 東京大学 地震研究所 海半球観測研究センター 准教授

田中　茂信 京都大学 防災研究所 教授

谷岡勇市郎 北海道大学理学研究院 地震火山研究観測センター 教授

都司　嘉宣 （研）建築研究所 特別客員研究員

遠田　晋次
東北大学　災害科学国際研究所
災害理学研究部門　国際巨大災害研究分野

教授

富田　孝史 （研）港湾空港技術研究所 アジア･太平洋沿岸防災研究センター 副センター長

楢府　龍雄 （独）国際協力機構 国際協力専門員

古村  孝志
東京大学大学院 情報学環 総合防災情報研究センター/
東京大学 地震研究所（兼務）

教授

八木　勇治 筑波大学 生命環境系 准教授

柳澤　英明 東北学院大学 教養学部 地域構想学科 准教授

蓬田  清 北海道大学大学院 理学研究院 教授

②政策研究大学院大学教授　　　　　　　　　　安藤　尚一、　家田　仁

③国際地震工学センタースタッフ　　　　　　　横井 俊明、 古川 信雄、 芝崎 文一郎、 原 辰彦

                                            藤井 雄士郎、 林田 拓己

（3）津波防災コース
①外来講師

＊所属、役職は講義実施時点のもの
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２－３－１　研修生名簿
(2016. 1.19～2016. 3.11)

№ 国名 氏名(Mr.,Ms.) 現　　職

1 中国 Ms. Lin TANG
中国四川省地震局
地震監視センター
技師

2 エジプト
Mr. Hazem Youssef Mohamed
Youssef BADERELDIN

国立天文地球物理研究所
地震課
地震学研究員

3 エジプト
Mr. Adel Sami HASSAN
OTHMAN

国立天文地球物理研究所
エジプト国立データセンター
地震学研究員

4 イラン
Mr. Mohsen DEZVAREH
RASANANI

テヘラン大学　地球物理学研究所
イラン地震センター　データ課
地震学専門員

5 イラン Mr. Ali HASHEMI GAZAR
テヘラン大学　地球物理学研究所
イラン地震センター
地震学専門員

6 ミャンマー Ms. Thida Htay
運輸省
気象水文局
上席監視員

7 ネパール Mr. Thakur Prasad KANDEL
鉱物地質局
国立地震センター
地震学研究員

8 パキスタン Mr. Muhammad Tahir IQBAL
パキスタン原子力エネルギー委員会
微小地震研究プログラム
上席研究員

9 パキスタン Mr. Waqar MUHAMMAD
パキスタン内閣府
気象局
気象学研究助手

10 ソロモン諸島 Mr. Jack Ben GWALI
鉱山・エネルギー・地方電化省
地質調査部
地球物理学者

11 スリランカ
Mr. Seneviratne Wannihamige
Mahinda SENEVIRATNE

地質調査・鉱山局
地質部門
地球物理学者

２－３　２０１５グローバル地震観測コース
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２－３－２ 研修日程 

2015年度グローバル地震観測研修コース スケジュール<１月、2月> 
 
2016年1月28日現在 

                    2016年1月17日～2016年2月15日 

Mon. Tue. Wed. Thu. Fri. Sat. Sun. 

1/11  1/12 1/13 1/14 1/15 1/16 1/17 

  

 

 

 

 

 

 

 

 研修員

来日 

1/18 1/19 1/20 1/21 1/22 1/23 1/24 

 

10:00-12:00 

13:00-15:00  

JICAブリーフィング 

 

 

10:00-10:30 

カリキュラム概観 

10:30-11:00 

インセプションレポート

発表会説明 

11:30-12:00 

開講式 (JICA) 

 

13:00-13:30 

建築研に移動 

14:00-14:40  

IISEEｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ 

15:00-16:30 

インタビュー 

9:00-9:50 

所内見学、 

教室へ案内・ 

ロッカーキー等配付 

10:00-10:30 

計算機ガイダンス 

藤井(IISEE) 

10:40-16:40 

UNIX概論 

(1/1) 

藤井(IISEE) 

 

地震観測 

「地震計」 

(1/8) 

横井(IISEE) 

10:00-12:00 

地震学分野における 

日本のCTBT体制 

概論 

西前(気象庁) 

13:00-14:00 

気象庁見学 

 

15:00-17:00 

外務省における講義 

横田(外務省) 

 

  

 

1/25 1/26 1/27 1/28 1/29 1/30 1/31 

地震波データ処理 

 (1/3) 

「地震波形データの取

得とformat処理」 

原(IISEE) 

地震波データ処理 

(2/3) 

「ｽﾍﾟｸﾄﾙ解析」 

芝崎(IISEE) 

 

インセプションレポート

発表会準備 

地震波データ処理 

(3/3) 

「デジタルフィルタ」 

芝崎(IISEE) 

 

インセプションレポート

発表会準備 

インセプションレポート

発表会 

 

 

 

16:00-17:00 

研修旅行説明会 

(JICA) 

地震観測 

(2/8)  

「観測点選定I」 

林田(IISEE) 

 

  

 

2/1 2/2 2/3 2/4 2/5 2/6 2/7 

地震観測 

(3/8)  

「観測点選定II」 

林田(IISEE) 

地震観測 

（4/8） 

「データ開示」 

坪井 

(海洋研究開発機構) 

 

10:00-12:00 

地震観測 

（5/8） 

「NDC」 

坂本(日本気象協会) 

＠日本気象協会 

広島見学 

9:00-11:00 

原爆ドーム・ 

原爆資料館） 

11:00-12:00 

被爆体験伝承講話 

15:00-17:30 

宮島 

（広島泊） 

移動 

 

11:00-17:00 

野島断層見学 

防災未来館 

（京都泊） 

 

※09:30-10:00 

Geotool事前作業 

@BRI 

本橋 

(日本気象協会) 

京都  

広島に移動 

（広島泊） 

 

 

 

2/8 2/9 2/10 2/11 2/12 2/13 2/14 

遠地地震波検測 

 

上野(気象庁) 

震源ﾒｶﾆｽﾞﾑ 

(1/3) 

 

原(IISEE) 

地震観測 

(6/8) 

「地震観測網」 

井上(防災科研) 

建国記念の日 

 

地震観測 

(7/8)  

「観測網設計I」 

井上(防災科研) 

 

  

 

関西方面研修旅行 



- 17 - 
 

2015年度グローバル地震観測研修コース スケジュール<２月、３月> 
 

                                                                              2016年2月16日～2015年3月14日 

Mon. Tue. Wed. Thu. Fri. Sat. Sun. 

2/15 2/16 2/17 2/18 2/19 2/20 2/21 

震源ﾒｶﾆｽﾞﾑ 

(2/3) 

 

 

原(IISEE) 

八木(筑波大学) 

震源ﾒｶﾆｽﾞﾑ 

(3/3) 

 

 

八木(筑波大学) 

地震観測 

（8/8） 

「観測網設計Ⅱ」 

 

井上(防災科研) 

地震活動と 

テクトニクス 

 

 

石川(産総研) 

震源決定 

 (1/3)  

 

 

古川(IISEE) 

  

2/22 2/23 2/24 2/25 2/26 2/27 2/28 

震源決定 

 (2/3)  

 

 

古川(IISEE) 

震源決定 

 (3/3)  

 

 

古川(IISEE) 

地震波ｱﾚｲ解析 

 

 

 

勝間田(気象研) 

mb-Ms 

核実験識別法 

 

 

勝間田(気象研) 

短周期地震波 

解析による 

核実験識別法 

 

吉田(気象大学校) 

乙津(日本気象協会) 

 長野へ

移動 

2/29 3/1 3/2 3/3 3/4 3/5 3/6 

観測施設見学 

「気象庁松代 

地震観測所」 

 

古舘(気象研) 

Geotool 

(1/2) 

 

 

乙津(日本気象協会) 

本橋(日本気象協会) 

Geotool 

(2/2) 

 

 

乙津(日本気象協会) 

本橋(日本気象協会) 

 

15:30-17:00 

アクションプラン準備 

核探知識別 

総合手法 

(1/3) 

 

吉田(気象大学校) 

乙津(日本気象協会) 

核探知識別 

総合手法 

(2/3) 

 

吉田(気象大学校) 

乙津(日本気象協会) 

  

3/7 3/8 3/9 3/10 3/11 3/12 3/13 

CTBTO概論 

「IMS体制の概要 

含む」 

メラル・エゼル局長 

(CTBTO) 

 

IDC概論① 

（IDCにおける核実験

検知データの収集， 

データ解析手法， 

アウトプットの流れ） 

グラハム調整官 

(CTBTO) 

IDC概論② 

「各国NDCとの 

連携，各国NDCに 

求められる役割等」 

質疑応答・議論 

グラハム調整官 

(CTBTO) 

アクションプラン 

発表会 

 

 

外務省 

JICA担当者 

芝崎(IISEE) 

核探知識別 

総合手法 

(3/3) 

 

吉田(気象大学校) 

乙津(日本気象協会) 

10:30-11:30 

ジェネラル 

ミーティング 

 

11:30-12:00 

閉講式         

 

研修員

帰国 

 

 

 

 

講義時間 

「核探知識別総合手法」講義： 09:30-12:00, 13:00-16:00 

上記以外 09:30-12:00, 13:00-15:30 
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①外来講師 （五十音順）

氏　　名 所　　属 役　　職 講　義　内　容

石川　有三
（研）産業技術総合研究所
活断層・地震調査研究センター

招聘研究員 地震活動とテクトニクス

井上 　公
（研）防災科学技術研究所
社会防災システム研究領域
災害リスク研究ユニット

総括主任研究員
地震観測（地震観測網、観測網設計I、
Ⅱ）

乙津　孝之
（一財）日本気象協会
事業統括部 NDC室

技師
Geotool、短周期地震波解析による核実験
識別法、核探知識別総合手法

勝間田 明男
気象庁気象研究所
地震津波研究部
第一研究室

室長 地震波アレイ解析、mb-Ms核実験識別法

西前　裕司
気象庁地震火山部
地震津波監視課

地震動予測モデル
開発推進官

地震学分野における日本のCTBT体制概論

坂本　豊実
（一財）日本気象協会
事業統括部 NDC室

主任技師 地震観測（NDC）

坪井　誠司
（研）海洋研究開発機構
地球情報研究センター

データ技術開発運
用部長

地震観測（データ開示）

上野　俊洋
気象庁地震火山部
管理課

計画係官 遠地地震波検測

古舘　友通
気象庁気象研究所
地震津波研究部
第三研究室

主任研究官
観測施設見学
（気象庁松代地震観測所）

本橋　昌志
（一財）日本気象協会
事業統括部 NDC室

技師
Geotool、短周期地震波解析による核実験
識別法、核探知識別総合手法

八木　勇治
筑波大学大学院
生命環境系

准教授 震源メカニズム

吉田　康宏 気象庁気象大学校 教授
短周期地震波解析による核実験識別法、核
探知識別総合手法

Nurcan MERAL OZEL
包括的核実験禁止条約機関
（CTBTO）暫定技術事務局
（PTS）国際監視制度（IMS)

局長
CTBT概論
IMS概論

Gerhard Graham 
包括的核実験禁止条約機関
（CTBTO）国際データセンター
（IDC）

調整官 IDC概論

②国際地震工学センタースタッフ　　　　横井 俊明、 古川 信雄、 芝崎 文一郎、 原 辰彦、  

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　藤井 雄士郎、 林田 拓己

２－３－３　講師名簿
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2 – 3 – 4   RESOLUTION OF PARTICIPANTS  
 

Resolution by Global Seismological Observation Course 2016 

 

Possession of Nuclear weapons is the greatest issue in the world. After explosion, there is no way 

to solve it. The participants of Global Seismological Observation Course, 2016 paid visit to the A-

bomb dome to observe the severity of the destruction caused by nuclear bombing near the 

‘Products Exhibition Hall, Hiroshima’. The people of the world will always remember the 

Hiroshima explosion in 1945. We thought Hiroshima would be quite different from other Japanese 

cities; but, we were surprised to see the developed Hiroshima with green environment. The bomb-

dome was designated as ‘World Heritage Site ’by UNESCO in 1996.  

Anybody who visits the A-bomb dome and observe the documentary of Peace Memorial Museum, 

victims’ mementos, photos and materials like melted glass, charred clothing and people's shadows 

imprinted into concrete, can feel and conclude that we should destroy all nuclear weapons from 

the universe. Memorial Museum was the most horrible experience when we felt ourselves in the 

same situation as the inhabitants of Hiroshima would have faced in August 1945. The story of the 

girl child Sadako also touched everyone and many of us tried to make conventional paper cranes.  

After Hiroshima and Nagasaki disaster, Japanese people and Government started to spread 

peaceful messages to stop the nuclear tests and the world succeeded to manage creation of the 

organization “Comprehensive Nuclear Test Ban Treaty” after 51 years of Hiroshima explosion. 

Japan’s efforts in promoting the cause of CTBTO has been laudable since its creation. Global 

Seismological Course is one of these highly appreciable efforts on the part of Japanese government.  

We would like to pay special thanks to MOFA, JICA, IISEE, BRI, JMA and other helping 

organizations conducting Global Seismological Observation Course in order to spread the message 

of CTBTO and also training the professionals for better monitoring of its compliance. 
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(2016. 5. 19～2016. 7. 22)

番号 国名 氏名 所属・職業

1 チリ Mr. Joel Antonio PRIETO VILLARREAL 住宅省　住宅開発課　アナリスト

2 チリ Mr. Ronald Stephan ALVAREZ REYES サンティアゴ大学　公共土木工学　准教授

3 コロンビア Ms. Leslie Diahann MARTINEZ LUQUE 住宅都市国土省　住宅局　アドバイザー

4 コロンビア Mr. Ivan Camilo IBAGOS VARGAS ボゴタ市危機管理局　危険分析　特別専門家

5 ドミニカ共和国 Mr. Vladimir Stalin JIMENEZ GONZALEZ 公共事業省　技術基準局　アナリスト

6 ドミニカ共和国 Mr. Edgardo Andres NOVAS MATOS 公共事業省　規則運用局　アナリスト

7 エルサルバドル Ms. Idalia Yanira REYNADO MONTERROZA 公共事業省　住宅都市開発局　普及技術者

8 エルサルバドル Ms. Lizeth RODRIGUEZ RODRIGUEZ 中米大学　空間開発部　講師兼研究者

9 エルサルバドル Mr. Carlos Emilio COTO DUENAS 居住環境協会　建物課　建築コーディネーター

10 メキシコ Mr. Victor Simon VARGAS ORTEGA 国立防災センター　研究課　課長

11 ニカラグア Mr. Maycol Christopher RUGAMA IDIAQUEZ 運輸インフラ省　建築都市開発課　土木技師

12 ニカラグア Mr. Gerardo Jose ARGUELLO AGUILAR 青年省　青年参加課　技術者

13 ペルー Ms. Carmelina COLCA ROQUE ペルー保健省　国家保健災害リスク管理局　病院災害安全担当官

14 ペルー Mr. Richar Ruben CALISAYA MENDOZA タクナ州タクナ県シウダーヌエバ市　投資計画管理　事業投資評価専門官

15 ベネズエラ Mr. Romme Jose ROJAS GIL ベネズエラ地震研究法人　地震工学部　研究者

16 ベネズエラ Ms. Yoxela Del Valle CORNIEL ZARRAMERA 国立地質鉱業研究所　地質調査・鉱物資源　地質学者

２－４－１　研修生名簿

２－４　２０１６中南米地震工学コース
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２－4－２ 研修日程 

2016年度中南米地震工学研修コース スケジュール <5月> 
 

                                                      2016年5月19日～2016年5月31日 

 

 

Sun. Monday Tuesday Wednesday Thursday Friday Sat. 

1 2 3 4 5 6 7 

  
National Holiday 
Constitution Day 

National Holiday 
Greenery Day 

 
National Holiday 
Children’s Day 

 

  

8 9 10 11 12 13 14 

     
 

  

15 16 17 18 19 20 21 

  研修生 
日本到着 

JICA 
ブリーフィング 

 

9:30-10:30 

ｵﾘｴﾝﾃｰｼｮﾝ, ｶﾞｲﾀﾞﾝｽ

横井、犬飼（建研） 

10:30-11:00 

松原、石山（JICA） 

11:15-12:00 

開講式 

 

13:00-14:30 

ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ 

鹿嶋（建研） 

14:30-15:00 

施設案内 

 

耐震工学概論Ⅰ 

岡田  

22 23 24 25 26 27 28 

 

耐震工学概論Ⅱ 
和田 

 

耐震設計基準Ⅰ 

佐藤 

 耐震設計基準I 

石山 

*第1回 コロキウム 

インセプション 

レポートの発表 

09:30-16:50 

RC造II 

菅野 

 

15:45-16:45 
アクションプラン作成

説明 

材料実験 

谷 
 

29 30 31     

  RC造I 
和泉 

 

研修旅行 

10:00-12:00 

名古屋城 

 

13:00-16:30 

名古屋大学 

減災連携研究ｾﾝﾀｰ 

福和, 倉田 

（同行：犬飼） 

 

    

Regular Lecture time; 1.9:30~12:00, 2.13:00~15:30  
* : Presentation 
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2016 年度中南米地震工学研修コース スケジュール <6 月> 
 

                                                                                      2016年6月1日～2016年6月30日 

 

 

Sun. Monday Tuesday Wednesday Thursday Friday Sat. 

   1 2 3 4 

   

 

研修旅行 

9:30-11:30 

神戸都市問題研究
所 
本荘 

人と未来防災ｾﾝﾀｰ 
（13:30-15:30） 
（同行：犬飼） 

 

研修旅行 

9:30-12:30 

明石海峡大橋 

E-defense 

（14:30-16:00） 

 （同行：犬飼） 

研修旅行 

京都 

仁和寺 

金閣（鹿苑寺） 

平安神宮 

 （同行：犬飼） 

日本文化 
 

清水寺 
二条城 

5 6 7 8 9 10 11 

 

現場見学 

10:00-12:00、大林組
技研 

（清瀬市） 
14:00-16:00、大成建

設工事現場 
（目黒駅前） 

（同行：三木） 

構造応答論I 
齊藤 

 
RC造I 
齊藤 

 RC造II 
福山 

 

15:45-16:15 

地震計見学 
鹿嶋、2×4実験棟（風

雨実験棟の東） 

 **RC造II 

菅野 

  
15:45-16:45 

材料実験の補足（ｷｬ

ｯﾋﾟﾝｸﾞ） 

（建築材料実験棟）  

地盤工学 

阿部 
 

12 13 14 15 16 17 18 

 

コンクリート製造 
土屋 

 
現場見学 
13:30-15:30 
生コン工場 
（土浦市） 

（同行：諏訪田） 

組積造I 
後藤 

 

地理院見学 

16:00-17:00 

RC造I 
齊藤 

 

現場見学 

UR技研（八王子） 

14:40-17:00 

（同行：犬飼）  

組積試験体見学 
9:00-9:20 

 
RC造III 
菅野 

微動観測 

カルロス 
 

19 20 21 22 23 24 25 

 
RC造IV 

塚越 
鋼構造 
山田 

*RC造III 
菅野、福山 
15:45-16:45 

自習 

 

震後診断 

谷 
 

耐震設計基準Ⅰ 

楢府 

 

 

震後診断 

谷 
 

材料実験 

谷 

 

26 27 28 29 30   

 

 
現場見学 
10:00-12:00 

鹿島建設工事現場

（有楽町） 

 

14:00-16:00 
清水建設技研 
（越中島） 

（同行：坂下） 

 

制震構造 

関 

 

免震構造 
関 

震後診断 
関、菅野 

 
組積造II 
菅野 

 

15:45-16:45 

自習 

コンクリートブロック
製造 
高橋 

 
現場見学 
（常総市） 

（同行：中村） 

  

Regular Lecture time; 1.9:30~12:00, 2.13:00~15:30  
* : Presentation 
** : Examination will be given
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2016年度中南米地震工学研修コース スケジュール <7月> 
 

                                                                           2016年7月1日～2016年7月22日 

 

 

Sun. Monday Tuesday Wednesday Thursday Friday Sat. 

     1 2 

     

 

 

構造応答論II 

カストロ 

 

 

3 4 5 6 7 8 9 

 

強震観測 

鹿嶋俊英 

小豆畑 

 

RC造IIの補講 

菅野 

15:45-16:45 
 

 

現場見学 
10:00-12:00 
13:00-14:30 
鉄骨工場 

（栃木県小山市） 
 

（同行：長谷川） 

自習 

*第2回コロキウム 

アクションプランの発

表（9:30-15:23） 

10:00-11:30 

評価会（横井、犬飼） 

11:30-12:00 

本邦研修修了式（横

井、山下、後藤、犬

飼） 

移動 

（在外

研修

へ） 

10 11 12 13 14 15 16 

 

在外研修 

 

組積造 
Edgar Armando 
Peña Figueroa 

（同行：加藤） 

在外研修 

 

組積造 
Edgar Armando Peña 

Figueroa 
（同行：加藤） 

在外研修 

 

実習 

（同行：加藤） 

在外研修 

 

実習 

（同行：加藤） 

在外研修 

 

予備日 
（同行：加藤） 

 

17 18 19 20 21 22 23 

 

在外研修 

 

実習 

（同行：犬飼） 

在外研修 

 

実習 

（同行：犬飼） 

在外研修 

 

実習 

（同行：犬飼） 

在外研修 

 

予備日 

（同行：犬飼） 

閉講式 

（JICA, ｻﾝｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ） 

 

予備日 

（同行：犬飼） 

研修生

帰国 

 

24 25 26 27 28 29 30 

    

 

 

 

  

31       

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Regular Lecture time; 1.9:30~12:00, 2.13:00~15:30  

* : Presentation 
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① 外来講師 　　　　　　（五十音順）

氏   名 所   属　　 役   職

阿部　秋男
（株）東京ソイルリサーチつくば総合試験所 技術本部つくば
研究室

所長

石山　祐二
（株）NewsT研究所
北海道大学

代表取締役
名誉教授

和泉　信之 千葉大学大学院 工学研究科 教授

岡田　恒男
一般財団法人　日本建築防災協会
東京大学

理事長
名誉教授

クアドラ・カルロス 秋田県立大学 システム科学技術学部 建築環境システム学科 准教授

倉田　和己 名古屋大学減災連携研究センター 地域社会減災計画部門 助教

後藤　哲郎 対震技術研究所 所長

斉藤　大樹 豊橋技術科学大学 建築・都市システム学系 教授

佐藤　英明 国土技術政策総合研究所　住宅研究部
住宅ストック高度
化研究室長

菅野　俊介
（研）建築研究所
広島大学大学院 工学研究科 社会環境システム専攻

特別客員研究員
名誉教授

関　松太郎 （研）建築研究所 特別客員研究員

高橋　和雄 太陽セメント工業株式会社　技術開発室 常務取締役

谷　昌典 京都大学大学院　工学研究科　建築学専攻 准教授

塚越　英夫 ㈱都市居住評価センター 性能評価・試験事業部 部長

土屋　直子 国土技術政策総合研究所　建築研究部　材料・部材基準研究 主任研究官

楢府　龍雄 （独）国際協力機構 国際協力専門員

福山　洋 国土技術政策総合研究所 住宅研究部 住宅研究部長

福和　伸夫 名古屋大学減災連携研究センター センター長

カストロ　ホワン　ホセ 琉球大学 工学部 環境建設工学科 教授

本荘　雄一 公益財団法人　神戸都市問題研究所
常務理事
研究部長

山田　哲 東京工業大学 科学技術創成研究院　未来産業技術研究所 教授

和田　章 東京工業大学 名誉教授

２－４－３　講師名簿

② 国際地震工学センタースタッフ　　小豆畑 達哉、犬飼　瑞郎、鹿嶋 俊英                                 
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２－５ IISEE-net の拡充 
 

インターネットを利用した「地震防災技術情報ネットワーク（以下、IISEE-net と称

する。）」の構築を 2000 年 4 月から 3 カ年計画で進め、2002 年 6 月から、建築物の地震

防災に関連する様々な技術情報をホームページ上に公開している。 

現在、IISEE-net には開発途上国を中心に約 90 カ国の技術情報（地震観測網・強震

観測網・地震被害履歴・建築耐震基準・マイクロゾーニング事例）を整理している。

IISEE-net の情報は、研修生からの情報をもとに、内容を毎年更新している。2008 年 5

月の中国四川地震の直後には、中国の耐震基準の和訳を公開した。 

研究プロジェクト「建築物の早期地震被害推定システムの開発」を 2004～2006 年に

実施し、地震被害推定に必要な方法論・手順をメニュー化し、途上国がホームページ

上で手法を選択できるシステムを導入した。2009 年には WEB 上でユーザーが入力した

震源情報を使って PGA・PGV・震度等の分布を計算し、表示するソフトウェアを開発し

て公開した。 

さらに、2007 年からは、研修用のレクチャーノートの電子情報化やビデオ会議システム

を利用した特別講義の実施、さらに e-learning システムの導入など、様々な形態で途上各

国への情報発信を実施している。現在までの情報を以下の表にまとめる。 

表 地震防災情報及び研修情報の海外発信の状況（2016 年 9 月現在） 

 内容 更新情報 

ニュースレター 研修情報の発信 2015 年 10 月以降 12 回 

（第 126 号から第 137 号） 

研

修

デ

ー

タ

ベ

ー

ス 

IISEE-UNESCO Lecture 

Notes 

国際地震工学研修で使用し

ている講義ノート（英文）

を公開 

 

IISEE  

E-learning 

講義のビデオや修士レポー

トの発表を公開 

2008－2009 年度から 2013－2014

年度まで講師 4 件、研修生 36 件 

2014－2015年度は研修生 4件追加 

Synopsis Database 研修生が作成した修士レポ

ートの要旨を公開 

2008－2009 年度から 2013－2014

年度まで 200 名分 

2014－2015 年度は 23 名分追加 

IPRED (International 

Platform for Reducing 

Earthquake Disasters) 

国際地震工学センターが進

めているユネスコとの共同

プロジェクトのページ 
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２－６ 出版物 
 

 本年度、下記を IISEE より出版し、研修生、研修修了生、講師など関係者に配布した。 

① 国際地震学および地震工学研修年報 第 41 巻 

② Bulletin of the International Institute of Seismology and Earthquake Engineering Vol. 50 
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２－７ 派遣・招聘等  

 

２－７－１ 派遣  

 
①  2015 年日欧共同研究推進会議への参加と 2009 年イタリア・ラクイラ地震の

復興状況調査 

犬飼 瑞郎 H27.10.18 – 10.22（イタリア） 

建 研 及 び 欧 州 構 造 安 全 性 研 究 部 (European Laboratory for Structural 

Assessment Unit, JRC, EU)間の共同研究協定に基づき、2015 年日欧共同研究

推進会議に、構造研究グループ及び建築生産研究グループ 1 人ずつ合計 3 人で

参加し、研究発表を行い、EU 側と情報交換を行った。また、2009 年ラクイラ地

震以降の復興の状況を調査した。 

 

②中南米防災人材育成拠点化支援プロジェクト短期派遣専門家 

小豆畑 達哉 H27.10.19 – 10.29 （チリ） 

JICA による中南米カリブ海諸国を対象としたチリでの防災人材育成拠点化

支援プロジェクト (2015-2019 年度 )に対する技術協力を行った。本プロジェク

トの一環として、チリ公共事業省による主に行政官を対象とした研修プログラ

ム「応急危険度判定」が組まれており、本研修における日本側講師として日本

の技術的知見を紹介した。また、次年度から４年計画で、カトリカ大学にて実

施予定の主に若手研究者を対象とした研修「構造工学・地盤工学」の具体的研

修内容と研修方法について、カトリカ大学の関係者と打ち合わせを行い、方針

を確定した。 

 

③  第 10 回太平洋地震工学会議 

鹿嶋 俊英 H27.11.4 – 11.9（オーストラリア） 

太平洋地震工学会議(Pacific Conference on Earthquake Engineering)は、4

年に 1 度の頻度で開催される地震工学分野の国際会議であり、環太平洋諸国を

中心とする世界の研究者が集まり、地震工学に関連する幅広い分野の話題が扱

われる。第 10 回の会議はオーストラリアのシドニーで開催され、出張者は、本

会議において研究発表を行い、建築研究所の研究活動に関して周知を図った。

また、耐震工学及び地震工学分野の最新の知見に関して情報収集を行った。 

 

④米国地球物理連合 2015 年秋季大会出席 

芝崎 文一郎、林田 拓己 H27.12.13 - 20（米国） 

出張者は、米国地球物理連合 2015 年秋季大会に出席し、研究成果を報告する
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とともに研究及び国際地震工学研修に有益な地震学に関する情報を収集した。

芝崎は、ニュージーランド、ヒクランギ沈み込み帯で発生するスロースリップ

と巨大地震のモデル化に関する発表を行った。林田は、堆積盆直下の地震波速

度構造モデルの検証手法に関する発表を行った。 

 

⑤  スロースリップ現象に関するチャップマン会議とSATREPSプロジェクト打

ち合わせ 

芝崎 文一郎 H28. 2.21 - 29（メキシコ） 

出張者は、米国地球物理連合が主催のスロースリップ現象に関するチャップ

マン会議（2 月 22 日から 25 日まで）に出席し、沈み込み帯で発生する巨大地

震とスロースリップとの関係に関する研究を報告した。また、 2 月 26 日に

SATREPS プロジェクト「メキシコ沿岸部の巨大地震・津波災害の軽減に向けた

総合的研究」の打ち合わせを行った。 

 

⑥JST-JICA コロンビアプロジェクトにおける講義実習  

藤井 雄士郎 H28.3.5-10（コロンビア）  

日本とコロンビアとの国際共同プロジェクト「コロンビアにおける地震・

津波・火山災害の軽減技術に関する研究開発」が実施されている。出張者は，

本プロジェクトの 4 つの研究グループ（１：地震・火山・地殻変動，２：強

震動，３：防災情報，４：津波）のうちグループ 4 に参画しており、本年

度は技術協力の一環として、2 日間の現地セミナーを 3 月にボゴタ市内で開

催した。セミナーでは、津波シミュレーション及び津波波源モデルの推定法

の講義実習を行った。また、セミナーの参加者やプロジェクト関係者に国際

地震工学研修を周知し、同研修への参加を呼びかけた。  

 

⑦中南米防災人材育成拠点化支援プロジェクト短期派遣専門家 

鹿嶋 俊英 H28.4.30 – 5.9（チリ） 

JICA「中南米防災人材育成拠点化支援プロジェクト」は、チリを中南米地域

防災人材育成の拠点とし、その効率的かつ効果的な能力強化支援を行うことを

目標とするものである。日本側としては、本プロジェクトにより、これまでの

防災協力成果及び日本の技術(耐震・免震技術、地震・モニタリング等)を、チ

リを拠点に地域全体に効率的に支援することが可能となる。出張者は JICA から

の要請に基づき、工学地震学分野における短期派遣専門家として、チリカトリ

カ大学主催による若手研究者・技術者向けのセミナー「工学地震学(建築物の設

計用入力地震動と強震観測)」において、日本の建築物の設計用入力地震動と強

震観測等に関する講義を行うとともに、今後の講義の内容、実施方針等につい

て、現地関係者と打合せを行った。 
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⑧エルサルバドル国における中南米地震工学研修在外補完研修 

加藤 博人 H28.7.9 – 7.18、犬飼 瑞郎 H28.7.17 – 7.24（エルサルバドル） 

JICA と共同で実施した中南米地震工学研修では、本邦での講義・見学に加え、

中南米地域特有の組積造建築物に対応する為、エルサルバドル国の首都サンサ

ルバドルに位置する国立エルサルバドル大学及び私立ホセ・シメオン・カニャ

ス中米大学において、在外補完研修として構造実験及び講義が実施された。構

造実験及び講義が適切かつ円滑に実施される為に、組積造の構造実験及び講義

に対応した技術指導担当として、在外補完研修に出張した。また、最終日に、

現地で閉講式を行った。 

 

⑨  第 6 回構造制御ヨーロッパ会議出席 

鹿嶋 俊英 H28.7.10 – 7.15（イギリス） 

構造制御ヨーロッパ会議は、ヨーロッパ構造制御学会(European Association 

for the Control of Structures (EACS))が主催して開催される国際会議で、4

年に一度開催され、2016 年には 6 回目がイギリスシェフィールド大学で開催さ

れた。会議は、免震・制振などの制御構造物のみならず、構造被害や地震工学、

構造ヘルスモニタリングなど出張予定者の専門分野の話題を多く扱う。出張者

は、本会議において、「7 階建て免震建物の 2011 年東日本地震時の動的挙動」

について論文発表を行い、関連分野の最新の知見の収集と議論を行った。 

 

 

⑩アジア・大洋州地球科学学会 2016 年総会出席 

芝崎 文一郎 H28. 7.31 – 8.9（中国） 

出張者は、本総会に 8 月 1 日（月）から 8 月 5 日（金）まで参加し、本課題

の研究成果として島弧地殻の変形過程のモデル化とスロースリップイベントの

モデル化に関する研究を報告した。研究成果を発信するとともに、当該分野に

おけるアジアやその他の地域の最新の知見を得た。また、本総会後の 8 月 6 日

（土）～8 月 8 日（月）は、中国地震局地質研究所が主催する研究集会と延性

せん断帯を観察する巡検に参加した。 

 

⑪ネパール連邦民主共和国における SATREPS に関わる現地打ち合わせ  
横井 俊明 H28.8.10 – 8.12 （ネパール）  

 ネパール連邦民主共和国を対象とした SATREPS(JST-JICA)：「ネパールヒマ

ラヤ巨大地震とその災害軽減の総合研究」（研究代表者 纐纈一起 東大地震研

教授、H27.6～H33.3）の第１回合同調整会議（Joint Coordinating Committee）
に参加し、産業省鉱山地質局 (DMG)、都市開発省都市開発建設局 (DUDBC)、ト

リブバン大学キルティプール校と実施計画を確定した。 
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２－７－２ 招聘等 

 

Mukunda Bhattarai 

ネパール連邦民主共和国産業省鉱山地質局国立地震センターMukunda Bhattarai 地震研

究官は、平成 27 年 11月 5日から同年 11月 16日まで、基盤研究「地震・津波に係る減災技

術の開発途上国への適用と情報共有化に資する研究」予算により建築研究所に滞在し、横井

センター長と共に、カトマンズ盆地の振動特性を把握する為に不可欠な reference rock 

siteの設定に関する共著論文の仕上げ、及び、平成 27年４月２５日に発生したゴルカ地震

とその余震の記録による同盆地中央部鉱山地質局敷地の地盤の非線形挙動に関する研究打

ち合わせを行った。 

 

Abdelkrim BOURZAM 

アルジェリアのウアリ・ブーメディアン科学技術大学 Abdelkrim BOURZAM准教授は、平成

27年 12月 1日から同年 12 月 10 日までウアリ・ブーメディアン科学技術大学の予算により

建築研究所に滞在し、研究課題「地震・津波に係る減災技術の開発途上国への適用と情報共

有化に関する研究」に関連して、アルジェリア及び日本両国の経験と状況について情報交換

を行った。また、国際地震工学研修において、アルジェリアの地震災害軽減計画に関して特

別講義を行った。 

 

Nurcan MERAL ÖZEL 

包括的核実験禁止条約機関（CTBTO）準備委員会暫定技術事務局国際監視制度局 (IMS)の

Nurcan MERAL ÖZEL局長は、グローバル地震観測研修コースにおいて、 平成 28年 3月 7日

に、開講式で歓迎挨拶を行い、また、「CTBT 概論・IMS概論」につ いて講義した。 

 

Gerhard Graham   

包括的核実験禁止条約機関（CTBTO）準備委員会暫定技術事務局国際データセンター局

(IDC) 自動処理システム課長の Tryggvi EDWALD博士は、平成 28年 3月 8日に来所し、グ

ローバル地震観測研修コースにおいて「IDC概論」の講義を行った。 

 

Mukunda Bhattarai 

ネパール連邦民主共和国産業省鉱山地質局国立地震センターMukunda Bhattarai 地震研究

官は、平成 28年 5月 16日から同年 8月 13日まで、日本学術振興会（JSPS）予算により建

築研究所に滞在し、横井センター長と共に、平成 27年４月２５日に発生したゴルカ地震と

その余震の記録による同盆地中央部鉱山地質局敷地内の地盤の非線形挙動に関する研究、

及び、同盆地内で記録された微動アレイ観測記録の解析を行った。 

 



 

  

 

 

３．資   料 
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３－１ 研修事業実施体制 
 

３－１－１ 組  織 
 

 現在、研修は国立研究開発法人建築研究所国際地震工学センターの組織の下で、建築研究所

理事長（President）の命を受けた国際地震工学センター長（Director）を中心として実施され

ている（図-1）。研修生の指導はセンターのスタッフで行われるが、この人数では広い学問領

域をカバーするのは困難なので、国立大学法人及びその他外部の教育・研究機関から第一級の

講師を招いて援助をあおいでいる。研修生たちは国際協力機構（JICA）を通じて参加してい

るので、同機構から研修監理員が派遣され研修事務の一部に携わっている。 
 建築研究所は、2001 年４月１日に国立研究機関から独立行政法人へと組織が新たになり、

これを機に従来の研修活動の成果を踏まえ、研修内容の一層の充実・向上を図り、更に、国際

的な地震工学のセンターとして国際協力も視野に入れた組織とし、名称も「国際地震工学部」

から「国際地震工学センター」へと改めた。そのため従来の「国際地震工学研修専門委員」、

「国際地震工学研修協議会」及び「カリキュラム委員会」を廃止し、2002 年度に地震学・地

震工学に関する研修及び知識、技術の普及活動に関するアドバイスを行う組織である「国際地

震工学研修・普及会議」とともに、その下部組織として、通年研修のカリキュラムの検討を行

う「カリキュラム部会」を設置して、研修の実施に関し貴重な助言を得ている。（図-2） 
 2015 年 4 月に、建築研究所は独立行政法人から新たに国立研究開発法人の名称を冠するこ

ととなり、引き続き上記の組織体制で研修事業の実施に取り組んでいる。 

 

３－１－２ 機  能 

 

 IISEE の機能としては次の両面がある。ひとつは地震学及び地震工学の分野で開発途上国

からの研修生の研修を行うこと、もうひとつは研究活動及び地震災害を軽減させるための技術

の普及である。 

（1）研修 

IISEE における研修は次の表に示すとおりである。２０１４年から中南米地震工学研修

（２０１４年～１６年を予定）が開始され、現在、下記の四つの研修が実施されている。 

 通年研修 
グローバル

研修 
中南米地震 
工学研修 

個別研修 地震学・地震工学・津波防災 
コース 

研修生概数 20 10 8 5 
期   間 12ヶ月(毎年10月～翌年9月) 2ヶ月 2ヶ月(2週間の 

在外研修を含む) 

任意 

研   修 講義(8ヶ月)個人研修(4ヶ月) 講義及び 

実習 

講義及び実習 個人研修 

分   野 地震学、地震工学、地震防災政策 

津波学、津波防災政策 

地震学 地震工学 

 

地震学、 

地震工学 
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（2）研究活動及び技術の普及 

   IISEE における研究活動は以下の２つの部分からなっている。 

   （ａ）地震学及び地震工学についての基礎研究及び応用研究 

   （ｂ）開発途上国からの要請に伴う上記の分野についての調査・研究 

 

３－１－３ 通年研修 

 

通年研修は、創設時から毎年実施している「地震学・地震工学コース」（概数 20 名）に加え、

2006-2007 年コースから「津波防災コース」（概数６名）を追加して、同時並行的に実施して

いたところであるが、2015 年開講のコースから 3 コースを統合して「地震学・地震工学・津

波防災コース」（概数 20 名）として実施している。 
また、通年研修は 2005 年開講のコースから修士プログラム（詳細は「３－３修士プログ

ラム」参照）を導入しており、これまでの 11 年間に 241 名の修士を誕生させている。 
 

地震学・地震工学・津波防災コース 

 

 通年研修は、地震学コース、地震工学コース、津波防災コースの 3 つのコースに分かれる。

研修の前半には専門的講義の理解に必要な基礎的な講義が行われ、その後専門的講義に入る。

3 コース共通の講義としては、地震防災政策に関連する科目（防災政策 A、B、地震・津波防

災と開発援助）が実施される。講師は国際地震工学センターのスタッフのみならず、大学・研

究所・民間企業等多くの外来講師にも依頼している。 
 これらの講義や諸活動以外に多くの見学も行われる。いちんばん大きなものは、約 1 週間に

わたる東北等方面、関西方面への 2 回の研修旅行である。それ以外は、断層、地震観測点、他

の研究機関や建設現場見学等である。また、1993 年 7 月の北海道南西沖地震に関しては奥尻

島、1995 年兵庫県南部地震に関しては神戸市周辺、2003 年７月の宮城県北部地震を震源とす

る地震に関しては仙台市周辺、2004 年 10 月の中越地震に関しては長岡市周辺へ被害視察を

行っている。 
  2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）以降は、研修旅行実

施計画に、被災地視察として、復興現場視察も組み入れ JICA 及び現地関係機関と連携し、実

施している。 
 研修生には、各自の個人研修（特別研究）期間として６月から 8 月の約３ヶ月間が与えられ

る。各自のテーマと個人指導教官は、３月初めには決められ、研修生は個人研修の期間が始ま

るより以前から自分の教官と接触できる。従って個人指導のシステムは、個人研修開始の数ヶ

月前から始まる。 
 試験は、地震学・地震工学・津波コースとも基礎的な 10 科目において行われる。このうち

5 科目以上の試験に合格し、かつ、個人研修レポートを提出した者には研修の Diploma が与

えられる。 
 さらに、永年の懸案であった学習意欲及び研修効果の向上を目的とした通年研修修了生への

修士号学位の授与について、政策研究大学院大学、JICA 及び建築研究所との間での合意に基
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づき、2005-2006 年の通年研修から修士プログラムを導入した。これにより、通年研修の研修

生は所要の単位を修得して修士論文を提出し審査にとおれば、修士号(Master of Disaster 
Mitigation)を取得できるようになり、2006 年 9 月、通年研修を受講した 19 名の研修修了生

に初めての「修士号」学位を授与した。なお、2006-2007 年の通年研修から、修士号の名称が

Master of Disaster Management に変更された。 
 研修生は修士号の学位を取得することにより、母国で地震学、地震工学、津波学の専門家と

して活躍するための基盤を確保・充実させることができ、母国の地震防災の発展に、より一層

寄与する事が期待されている。 
 

 

３－１－４ グローバル地震観測研修 

 

 国際地震工学研修は、戦争と自然災害によって疲弊した世界に対する日本政府の国際協力・

国際貢献として現在まで実施されてきた訳であるが、第二次世界大戦終了後 50 年の年であっ

た 1995 年 3 月、外務省から更なる積極的な国際貢献策として、全世界に地震観測技術を頒布

し、世界的な地震観測基地網の充実により核保有国の核実験抑制を目的とする地震学の手法を

活用した研修の実施を依頼された。建設本省（当時）他研修関係機関と相談し、核実験探知や

CTBTO 体制を理解することに加え、地震防災にも有用である自然地震を含むグローバル地震

観測技術を学ぶ重要性を勘案し、本研修を実施することとした。研修は同 1995 年からスター

トし、気象庁の大きな協力もあり、研修生からも、また外務省からも高い評価を受けている。

2016 年 3 月時点で研修参加国、研修修了生はそれぞれ 70 カ国、208 名である。 
 
 

３－１－５ 中南米地震工学研修 

 

中南米（ラテンアメリカ）諸国は地震が頻発する地域であり、耐震建築の技術普及が遅れて

おり、地震による建物倒壊でこれまで多くの人的・物的被害が発生している。建築研究所は、

これまでメキシコ、ペルー、チリ、エルサルバドル、ニカラグア等で、JICA の技術協力プロ

ジェクトに関与すること等により、耐震工学関係の技術協力を実施してきた。また、国際地震

工学センターでは、それらの国々以外の中南米諸国からも大勢の研修生を受け入れてきた。こ

のような状況と、中南米地域が元々英語圏ではないことを考慮し、建築研究所と JICA では、

平成 26 年度から「中南米 建物耐震技術の向上・普及」研修(使用言語：スペイン語)を実施

している。 
平成 28 年度は、8 ヶ国(チリ、コロンビア、ドミニカ共和国、エルサルバドル、メキシコ、

ニカラグア、ペルー、ヴェネズエラ)から 16 名の研修生が参加した。研修の終盤には、エルサ

ルバドルに移動して、国立エルサルバドル大学(UES)、私立ホセ・シメオン・カニャス中米大

学 (UCA)等において、在外研修が実施された。なお、本研修は、平成 29 年度にも、予定され

ている。 
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３－１－６ 出版物 

 

 国際地震工学センターでは地震学及び地震工学分野の投稿論文を随時受け付けている。これ

らの投稿論文と、通年研修生の修士レポートシノプシスとで成り立っている投稿論文集

（Bulletin of IISEE）を出版している。 
 他に国際地震工学センターの毎年の業務報告書として「国際地震学および地震工学研修年

報」（本書）、また、研修修了生の情報交換の場として隔年で“Year Book”を発行し、帰国後に

おいても積極的に交流を図っている。なお、かつて建設省建築研究所の時代には、JICA の協

力により講義用教科書“Lecture note”の印刷製本も行っていた。 
 

３－１－７ 地震観測研修棟 

 

本棟は建築研究所が東京都新宿区からつくば市へ移転した 1979 年に建設された。その

後、世界規模の地震観測網である WWSSN の標準地震観測機器（ベニオフ式短周期地震

計、プレス・ユーイング式長周期地震計、当時主流であった光学記録方式の処理設備）を

備え、1980 年代まで測器の設置や地震記録の検測等の地震観測業務の研修に供してきた。

また、常に最新型の強震計を装備することで、強震観測及びその研修にも活用された。 
1996 年度には棟全体の改修工事に伴い暗室等を撤去し、広帯域地震計（STS-1, STS-2、

CMG-3T）等の最先端の機器を備えることで、1995 年より始まったグローバル地震観測

研修コース及び通年コースでの観測実習を可能とした。これらは貴重な研究資料を供給す

る手だてとなり、観測・処理・解析といった地震観測業務の総合的な研修を可能とした。

2008 年には、標準的なデータロガーである Quantera330 を設置し、上記の STS-2 及び

過減衰型加速度計 JEP-6A3 と接続することで、所内 LAN 経由でフリーソフトによる収

録と表示を可能とした。2010 年には、多チャンネルデータロガー及び微動観測用地震計

を導入し、帰国研修生を中心として開発途上国からの需要の多い微動アレイ探査法の研

究・実習に供している。修士プログラム導入以降、通年コースの研修生が本館教室に加え

て、修士レポート作成に集中する自習の場としても使われている。2011 年には、国際地

震工学センター図書室の分室を設置した。 
 

３－１－８ ＩＩＳＥＥ-ｎｅｔ（建築物の地震防災技術情報ネットワーク） 

 

開発途上国の地震被害を軽減するためには、各国自らが国・地域等に固有の震源・地盤・建

築構造等の特性を十分に理解し、地震防災技術の研究開発に取り組むことが不可欠である。し

かしながら、これら開発途上各国では地震観測体制や調査体制が必ずしも十分でなく、地震防

災研究に必要な情報が得られない場合も多い。 
「建築物の地震防災技術情報ネットワーク（以下、IISEE-net と称する。）」は、途上各国が

自ら行う地震防災研究に貢献するため、建築物の地震防災に関連する様々な技術情報をインタ

ーネットを通じて発信する仕組みである。国際地震工学センターでは、IISEE-net の構築を

2000 年から 3 箇年計画で進め、技術情報を掲載した Webpage を 2002 年 5 月に開設した。途
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上各国の研究者は、地震観測網・強震観測網・地震被害履歴・建築耐震基準・マイクロゾーニ

ング事例に関する世界各国の技術情報を、インターネット接続された手持ちのパソコンから常

時無償で参照することができる。 
ページアドレス：http://iisee.kenken.go.jp/net/index.htm 
2003 年から 3 箇年には、IISEE-net の一層の利活用を促進し、また、途上各国が自ら行う

地震防災対策に資するため、途上各国の技術情勢を考慮した建築物の地震被害推定システムを

構築する研究プロジェクト「建築物の早期地震被害推定システムの開発」を実施した。プロジ

ェクトでは、常時および地震直後の被害推定に必要な方法論・手順をメニュー化し、途上国が

Web 上で手法を選択できるようにした。 
IISEE-net は単に情報発信のための仕組みではなく、途上各国の研究機関や研究者との双方

向の情報交換の場としての特徴を持つ。国際地震工学センターから一方的に発信するだけでな

く、途上各国から最新の情報を入手することで情報の風化を防ぎ、また情報量を継続的に拡大

することができる。途上各国からの情報収集に際して、研修修了生との緊密な人的ネットワー

クが果たす役割は大きい。 
2014 年 9 月現在、IISEE-net には途上各国を中心に約 90 カ国の技術情報を掲載している。

技術情報の入手が容易でない途上各国にとって、国際地震工学センターは継続的な情報発信セ

ンターとしての役割が期待されており、途上各国のインターネット環境も急速に改善の方向に

ある。今後、応急危険度判定法や地震被害推定法など実用技術の紹介、地震災害調査報告書の

整備、リンク設定による情報収集の効率化等を通じて一層の内容拡充に努める必要がある。ま

た、IISEE-net を持続可能な形で維持運営するために研修事業との緊密な連携を確保し、研修

修了生の人的ネットワークを利用して海外研究機関や行政組織の利用促進を図る取り組みも

重要である。 
2007 年からは、研修用のレクチャーノートの電子情報化やビデオ会議システムを利用した

特別講義の実施、さらに e-learning システムの導入など、様々な形態で途上各国への情報発

信を実施している。2008 年には、UNESCO と連携してレクチャーノートを公開するための

システム（IISEE-UNESCO Lecture Notes Archive）を構築し、2009 年に Web 上で公開し

た。また、IAEE（国際地震工学会）が発行する耐震基準の国際リスト（Regulations for Seismic 
Design, A World List- 2008）の Web 掲載に協力した。今後、UNESCO の建築・住宅地震防

災国際プラットフォーム  (IPRED: International Platform for Reducing Earthquake 
Disasters)、IAEE や海外の研究機関とも連携して、各国の技術情報の収集・整理を行う予定

である。更に、2008 年には修士レポートのシノプシスの公開を開始した。 
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              ＩＩＳＥＥ-ｎｅｔの概念図  
 
３－１－９ 研修・普及会議等 

 
国際地震工学研修・普及会議、同カリキュラム部会及び、関係機関との連絡・調整を行うグロ

ーバル地震観測研修実施委員会を次のとおり開催した。 
 
１．国際地震工学研修・普及会議     ・・・平成２８年１月２９日（金） 
２．カリキュラム部会          ・・・平成２８年７月２８日（木） 
３．グローバル地震観測研修実施委員会  ・・・平成２８年７月２９日（金） 

 

  インターネットを通じた
双方向の情報発信

情報集約

国際地震工学研修を通じた人的ネットワーク

地震活動や被害の理解
耐震基準の開発や改良

地震活動や被害の理解
建築基準の開発や改良

地震被害履歴
地震観測体制や施設
建築耐震基準
マイクロゾーニング

途上各国の特徴理解
途上国向け技術開発
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２０１６年９月３０日現在

主任研究員（３）

研究員（１）

研修庶務担当主査（１）

職 員 氏 名 研修担当主事（１）

　理　事　長 坂　本　雄　三
　国際地震工学センター長 横　井　俊　明
　シニアフェロー 古　川　信　雄
　管理室長 山　下　　　崇
　研修庶務担当主査 後　藤　智恵子
　研修担当主事 原　　　竜　平
　上席研究員 小豆畑　達　哉

原　　　辰　彦
芝　崎　文一郎
犬　飼　瑞　郎

　主任研究員 鹿　嶋　俊　英
藤　井　雄士郎
林　田　拓　己

　研究員 加　藤　博　人
　（特別客員研究員） 菅　野　俊　介

八　木　勇　治
都　司　嘉　宣
斉　藤　大　樹
関　　　松太郎
井　上　　　公
中　井　正　一工学博士

図－１　組織と職員

環境研究グループ長

構造研究グループ長

企画部長

総務部長

理学博士

理学博士
工学博士
工学博士

理学博士

工学博士
理学博士

工学修士

工学博士

工学博士
理学博士

President

工学博士

理学博士

理学博士
理学博士

理学博士

研究総括監

研究専門役

国際協力審議役

シニアフェロー（１）

管理室長

上席研究員（４）
監事（非常勤）

建築研究所理事長

国際地震工学センター長

住宅・都市研究グループ長

材料研究グループ長

建築生産グループ長

理事

監事

防火研究グループ長
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図―２ 国際地震工学研修会議・部会 

 

 

 
建築研究所理事長 

 
国際地震工学研修・普及会議 

 

 

 

 

      

  理事   研修の計画及び実施、並びに地震学及び地震工学に関する

知識並びに技術の普及活動に関し、建築研究所理事長に対

して所要の助言を行う。 

  委員：地震学部門  ５名       民間部門    ３名 

        地震工学部門 ５名       行政・政策部門 ５名 

  ２０名以内 

  開催頻度：年１回程度 

   

 

 
国際地震工学センター 

 

  

 

 

 

 

 

カ リ キ ュ ラ ム 部 会 
 

 

 

 
 

  

地震学分科会  

 

地震工学分科会  

 

グローバル地震観測研修実施委員会   教科内容の改善・充実を図るとともに研修事業の円滑化

及び発展に寄与する。 

    ２４名以内 
  その下に地震分科会と地震工学分科会がある。地震学部

門１２名以内、地震工学部門１２名以内。 

  開催頻度：年１回 

研修事業の円滑化及び発展を図るた

め、関係機関との連絡・調整を行う。 

委員: 外務省3名 JICA筑波   2名 

   気象庁3名 建築研究所  8名 

            計  16名 

開催頻度：年１回 
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2016.1.29 現在（五十音順）

氏　　名 所　　　属　　 等

安　藤　尚　一 政策研究大学院大学　教授

井　上　勝　徳 国土交通省国土技術政策総合研究所　副所長

井　上　　　公　
(研)防災科学技術研究所　社会防災システム研究領域
災害リスク研究ユニット　総括主任研究員

岩　崎　貴　哉 東京大学地震研究所 観測開発基盤センター　教授

岡　積　敏　雄 国土交通省総合政策局　国際建設管理官

上垣内　　　修 気象庁 大阪管区気象台長

久　家　慶　子 京都大学理学研究科　准教授

楠　　  浩　一 東京大学地震研究所　災害科学系研究部門　准教授

国　行　　　薫
奥村組技術研究所　所長
((一社)日本建設業連合会　建築本部　建築技術開発委員会
幹事長)

境　　　有　紀 筑波大学大学院システム情報工学研究科　教授

佐　竹　健　治 東京大学地震研究所 地震火山情報センター　教授

塩　原　　　等 東京大学大学院工学系研究科建築学専攻　教授

東　嶋　和　子 科学ジャーナリスト

中　川　和　之 時事通信社 解説委員
（(公社）日本地震学会　理事）

源　栄　正　人 東北大学災害科学国際研究所　教授

森　　　　望 (研)土木研究所　研究調整監

山　内　邦　裕 (独)国際協力機構　地球環境部長

山　中　浩　明 東京工業大学大学院　総合理工学研究科　教授

表－１ 国際地震工学研修・普及会議委員
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2016年7月現在

（地震学分科会～地震）
国立研究開発法人防災科学技術研究所 
社会防災システム研究部門　主幹研究員

気象庁気象研究所　地震津波研究部　第三研究室　室長

東京大学地震研究所　教授

筑波大学生命環境科学研究科　准教授

（地震学分科会～津波）
気象庁地震火山部　地震津波監視課　国際地震津波情報調整官

北海道大学大学院理学研究院附属　
地震火山研究観測センター　教授（センター長）

東北学院大学教養学部地域構想学科　准教授

国立研究開発法人建築研究所　
国際地震工学センター　特別客員研究員

（地震工学分科会～建築）
政策研究大学院大学　教授

筑波大学システム情報系　教授

東京大学大学院工学系研究科　教授

東京大学大学院工学系研究科　教授

東京理科大学理工学部建築学科　教授

東京工業大学　環境・社会理工学院　教授

（地震工学分科会～土木）
国立研究開発法人土木研究所　耐震総括研究監

国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所　
港湾空港技術研究所　上級専任研究員

筑波大学　名誉教授

運　上　茂　樹

菅　野　高　弘

山　田　恭　央

春　原　浩　樹

境　　　有　紀

塩　原　　　等

高　田　毅　士

永　野　正　行

山　中　浩　明

表－２　国際地震工学研修カリキュラム部会委員

都　司　嘉　宣

氏　　　名 所　属　等

井　上　　　公

干　場　充　之

古　村　孝　志

八　木　勇　治

尾　崎　友　亮

谷岡　　勇市郎

柳　澤　英　明
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３－２ 研  修  事  業  の  歩  み 
 

３－２－１ 日本における地震工学研修事業の生いたち 
 
 国際地震工学研修所の設立計画が始まったのは、地震災害の頻発する開発途上国から、地震

学や地震工学を学びに日本を訪れる若い研究者や技術者が目立って増え出した 1950 年代終り

の 1959 年である。1960 年(昭和 35 年) 7 月に東京で開催される第 2 回世界地震工学会議を契機

として、これまで個々に来日していたこれらの若い研究者や技術者をまとめて研修する必要性

と意義が、国内外の地震学・地震工学の指導的研究者の間で論ぜられるようになった。こうし

て、1960 年 3 月に協力機関長ならびに土木・建築・地震学会長を委員とする「国際地震工学ト

レーニングセンター設立推進委員会（委員長：那須信治東大地震研究所長）」が設立され、さ

らに、同年 4 月には東大内に「国際地震工学研修特別委員会（会長：茅誠司東大総長）」が設

けられ、同年 7 月から 9 ヶ月コースの研修事業が始まった。海外技術協力事業団の前身である

アジア協会及びラテンアメリカ協会が 14 名分の政府奨学金の窓口として、これを支えた。教室

は、当時六本木にあった東大生産技術研究所の一部を借用した。この研修には、10 ヶ国から地

震学 7 名、地震工学 8 名の計 15 名が参加した。これには、国連拡大援助計画奨学金による台湾

（中華民国）からの 1 名が含まれている。 

 日本が自主的に始めた研修事業は関係各国の反響を呼び、他の国からも研修生を参加させた

いという多くの申し出がなされた。そこで、この研修事業を恒久的なものにする必要性が国内

外の地震学・地震工学関係者の間で議論されるようになった。恒久化のため、科学技術、外務、

文部、運輸、建設その他関係省庁間の会議が何回となく開かれ、この問題の具体策が検討され

た結果、建設省建築研究所(所長：竹山謙三郎)が担当となって、新しくこの研修のための組織 (国

際地震工学部)を同研究所内（東京都新宿区百人町）に設けて、この事業に当たることになった。

これを受けて、建築研究所が、9 ヶ月間の第 2 回目の研修のホストとして運営にあたった。教

室は、新しい建物が建築研究所の中に完成するまで早稲田大学の内藤記念館の一部を借用した。

これには、6 ヶ国から地震学 5 名、地震工学 7 名の計 12 名が政府奨学金により参加した。 

1962 年（昭和 37 年）1 月には国際地震工学部が発足した。第 2 回目の研修の後半から国際地震

工学部の施設を使って歩み始めることとなり、同年 6 月に設立された海外技術協力事業団が、

以後これを支えて行くこととなった。1963 年開始の第 3 回研修からは、毎年 9 月開催の一年間

コースとなった。 

 このように、1960 年代初めには、開発途上国に対する地震学と地震工学関係の研修事業が国

内で着実に足場を固めつつあった。一方、国際連合(国連)では、経済社会理事会の創立当初か

ら、地震及びそれに伴う津波などによる人的・物的資源の大きな損失を防ぐために、地震学と

地震工学分野での国際協力が必要であるとの認識を強めていた。この時期、イラン、モロッコ、

チリなどで起こった大地震により被害が続出したことを契機として、1960 年(昭和 35 年)7 月の

国連経済社会理事会は、震災防護のための国際的な協力を各国へ強く要請する決議を採択した。

これを受けて、ユネスコ(国際連合教育科学文化機構)は、国連特別基金の援助によって上記の

日本独自の研修事業をさらに国際的なものにすることを日本ユネスコ委員会総長宛に勧奨し
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た。1962 年(昭和 37 年)10 月、日本政府と国連特別基金との間に次のような国際地震工学研修

所設立に関する協定が成立した。 

 この協定に基づく実行計画によると、5 カ年間に、日本政府は海外技術協力事業団の奨学金

によって 78 名、ユネスコは国連特別基金によって 53 名、計 131 名の研修生を招聘する。日本

政府は研修所のための土地建物、研修実習機材、職員の俸給、外来講師の謝金、その他の運営

費を負担する。ユネスコは外来講師 14 名の招聘、外国製の地震計その他の機械、外国図書等を

供給する。負担額は 5 年間で日本側約 3 億 8 千万円、ユネスコ側約 2 億 9 千万円であった。 

こうして日本政府とユネスコによる共同事業が、1963 年(昭和 38 年)9 月から 5 カ年計画で始ま

り、上記建設省建築研究所国際地震工学部（国際地震工学研修所(International Institute of 

Seismology and Earthquake Engineering, 略称 IISEE)）がその受け入れ機関となった。 

 歴史的にいえば、東大生産技術研究所で始まり建設省建築研究所が引き継いだ我が国だけの

自主的な研修事業の期間(1960 年(昭和 35 年)7 月～1963 年(昭和 38 年)8 月)を第一期、ユネスコ

との共同事業の期間(1963 年(昭和 38 年)9 月～1968 年(昭和 43 年)8 月)を第二期とすることがで

きよう（表-3）。 

 

３－２－２ 第１次の共同事業 (1963 年(昭和 38 年)9 月～1968 年(昭和 43 年)8 月) 
 

 この期間に、毎年 2～3 名ずつ計 14 名の専門家がユネスコから派遣されて研修事業に参

画した(表-4A)。彼等は、それぞれの国における地震学と地震工学に関する豊富な学識と指

導経験とを生かして日本側の数少ないスタッフとあらゆる面で協力し、すばらしい研修成

果をあげた。これは誰もが初めからこの研修の意義について驚く程の認識を持っていたた

めで、その熱心さにはむしろ圧倒されるものがあった。そして彼等の存在は単に研修上の

みでなく、IISEE のスタッフを始め、外部から講師として来られる日本の多くの研究者たち

との交流を通じて、IISEE を地震学と地震工学に関する国際的な学問交流の場とするなど、

世界にも類のないものとした。 

 国連と日本政府とのこの研修事業の実行計画の中に顧問会議の項がある。それによると

「研修所の科学的及び技術的総合計画は、実施機関及び政府が任命するそれぞれ三人の上

級顧問から構成する顧問会議により定期的に審査を受けなければならない。」とある。第

1 次 5 カ年計画で任命された顧問は、日本政府側では和達清夫博士、武藤清博士、那須信

治博士、ユネスコ側からは Dr. Stoneley（英） Dr. G.W.Housner (米) Dr. V.Y.Riznichenko (ソ

連) であった。第 1 回目が 1963 年(昭和 38 年) 12 月、第 2 回目が 1965 年(昭和 40 年) 3 月、

第 3 回目が 1967 年(昭和 42 年) 4 月に行われた。この会議では、それまでの研修内容、実績

等が細かく検討され、事業の発展を期するための改善策が真剣に討議され、それに基づい

て厳しい勧告が出された。この研修事業が最初の 5 カ年にあげた実績と発展とが正に予想

以上のものになったことは、これらの会議毎に出される厳しい勧告に対して、初代国際地

震工学部長表俊一郎博士が献身的な努力で 1 つ 1 つの実現に最大限の努力をされた功績に

負うところが大きい。この努力によって第 2 次計画の実現を生むことになるのである。事
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実、第 3 回目の会議後に出された勧告の中に、1968 年(昭和 43 年) 9 月以降もさらに拡大充

実した内容でこの研修事業は日本政府と国連の援助の下に継続されるべきことが示されて

いる。 

 実はこの勧告を待つことなく、1965 年(昭和 40 年)末、引き続き援助する意志がユネスコ

側から示されていた。この年、建築研究所を視察したユネスコ総長の Rene Maheu 氏は、こ

の事業がユネスコがいろいろな国と共同で行っている事業の中ではもっとも成功している

ものの 1 つであることを認め、もし日本政府が希望するならば、ユネスコは国連に対して

この計画の継続を申し入れることを事務当局に検討させたいとの見解を表明したのであ

る。これを受けて日本側でも直ちに関係機関、関係省庁間の会議がもたれ、引き続き建設

省建築研究所が主体となって国連・ユネスコとの共同事業を実施する方針を決め、国連本

部との非公式な話し合いを経て申請書が国連開発計画(UNDP)に提出され、1968 年(昭和 43

年) 1 月管理理事会で採択された。こうして続く 4 年間の第 2 次共同事業に発展していった。 

 

３－２－３ 第２次の共同事業 (1968 年(昭和 43 年)9 月～1972 年(昭和 47 年)8 月) 
 

 第 2 次の 4 カ年計画では、通年研修（旧称：「一般コース」又は「レギュラーコース」）

の他に新たに上級コースを置くこととなった。このコースは、より高い学力と能力を持っ

た研修生を対象に、それぞれの国のニーズに応じた諸研究課題に取り組ませるとともに、

研修所内のスタッフやユネスコ専門家などの適切な指導の下に研究能力や指導力を養成す

るのが目的である。それと共に、これまでも行われてきた大地震後の各国の復興計画に対

する助言や技術指導などをより積極的に開発途上の国々に対して行う義務も強化された。

この第 2 次計画における費用は、4 カ年総額約 5 億 4 千万円で、このうち日本側の負担は

約 3 億円であって、建物も上級コース研修生用の部屋をもつ 4 階部分が増設された。国際

上級顧問は、日本側では、第 1 次の時の武藤清博士は留任されたが、他の 2 名は萩原尊禮

博士、岡本舜三博士に替わり、ユネスコ側では Dr.K.E.Bullen (豪 ) Dr.J.Penzien (米 ) 

Dr.E.Savaresky (ソ連)の 3 氏が前任者に替わり任命された。この第 2 次計画中にも、無論ユ

ネスコからは毎年 1～2 名ずつの専門家が派遣され、この研修所の国際的な性格と国の内外

における高い評価を確固たるものにした(表-4B)。このようにして研修事業は着実な歩みを

続け、第 2 次計画が終了したときにはこの研修所を卒業した研修生の数は合計 255 名に達

した。 

 この第 2 次計画が終わりに近づくにつれて、国連・ユネスコの援助下に育ってきた研修

事業を終了後どうするかということが問題となりはじめた。元来、国連が各国に対して行

っているこの種の共同事業は 5 カ年が通常であり、IISEE での地震学と地震工学の研修に対

しての計 9 年間の援助は、全くこの事業が異例の成功を収めたことによる特例であったし、

経済大国と言われるまでに発展した我が国としても、これ以上この事業に対してさらに第

3 次の援助の延長を国連に望む立場にもなかった。しかし、すでにこの研修事業の意義と

その重要性は国の内外を問わず深い認識を得ていた。そして、国内では日本学術会議をは
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じめ、地震、土木、建築の各学会から日本独自でこの研修事業を継続すべし、という要望

書が政府に提出されるとともに、最後の第 5 回の顧問会議(1971 年(昭和 46 年)3 月)はその

勧告の中で、研修所は"International Institute of Seismology and Earthquake Engineering"という

英語名称を変えることなく、少なくとも現在の規模で国際的な研修所としての機能を続け

るために必要な全ての処理が日本政府によって講ぜられるべきことを第一にあげた。 

 

３－２－４ 日本政府による単独事業 (1972 年(昭和 47 年)9 月～1990 年(平成 2 年)7 月) 
 

 ユネスコから独立した研修事業は日本政府に引き継がれ、主務官庁は建設省、所属は建

築研究所国際地震工学部として、その目的および内容は従来と変わることなく継続される

こととなった。なお、上級研修生にその特定の分野において個別にそして集中的に研修を

実施していた上級コースは個別コースに置き換えられた。 

 IISEEの研修事業は東京都新宿区で 17年間継続して行われてきたが、1979年(昭和 54年)3

月筑波研究学園都市(茨城県筑波郡大穂町－(現)つくば市)に建築研究所が移転したことに

伴い、良好な環境、完備された研究施設のもとに研修事業が行われることとなった。 

 1980 年(昭和 55 年)からは、従来の集団研修に加えて、高度の専門知識を付与し、各国の

実状に応じた地震災害の防止、低減の手法等を検討し、各国の問題点を抽出し、今後の技

術協力、研究協力に資するため「地震工学セミナー」が、隔年に開催されることとなった。

セミナーのテーマは両分野における最も有用で新しい時代に即した問題をとりあげること

としている（表-3 1980～2000）。 

 また、1985 年(昭和 60 年)からは、ユネスコとの共同事業終了以来途絶えていた専門家の

派遣が、ユネスコ東南アジア科学技術局の好意で外国人招聘講師として再度実現した(表-4

Ｃ)。 

 

３－２－５ 日本政府単独事業第Ⅱ期 (1990 年(平成 2 年)9 月～1999 年(平成 11 年)7 月) 
 

 以上、述べてきたように、IISEE の地震学及び地震工学に関する国際技術研修は、1960

年にユネスコとの共同事業として始められてから、その後の日本政府の単独事業として継

続され、1990 年(平成 2 年)において、すでに 30 年を経過していた。この間、我が国の研修

員受け入れ事業に対する開発途上国からの受け入れ要請は年々増加しつつあり、これらに

対応すべく政府は、1988 年(昭和 63 年)には経済協力の見直し、特に国際協力事業団(JICA)

による海外技術研修員受け入れ事業の見直しに着手した。IISEE としても、研修生全員が国

際協力事業団の奨学金を受けて研修に参加していることもあり、研修協議会等において、

本コースの今後のあり方を含め継続実施の必要を検討した。その結果、国際協力事業団の

事業としての地震工学コースとしては、同コースも見直しの例外となることなく、一旦 1989

年(平成元年)にコースを廃止し、1990 年(平成 2 年)から「地震工学Ⅱ」として再スタートを

切った。当部の事業としても日本政府単独事業の第Ⅱ期に入ったことになる。 

 1992 年(平成 4 年)は建築研究所における国際地震工学研修が 30 年を迎えた年であり、記
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念行事として、特別に第 9 回国際地震工学(地震防災技術)セミナー及び IDNDR 地震防災技

術国際シンポジウムを開催し、また記念出版物として英文・和文の記念誌を刊行した。

IDNDR 地震防災技術国際シンポジウムは、1992 年 12 月 15 日～17 日の 3 日間、茨城県つ

くば市の研究交流センター国際会議場において開催された。同シンポジウムは、国際連合

の提唱する IDNDR (国際防災の十年)の趣旨も鑑み、地震防災技術の普及及び技術移転の問

題等に焦点を当て、国際連合地域開発センター等の協力により、内外から地震防災技術関

連分野の第一人者 30 数名を講師・パネラーとして招請し、日本を含めて 27 ヶ国 220 余名

の参加をえて、類い希なる国際会議となった。 

  さらに 1998 年(平成 10 年)には、第 12 回地震工学セミナーを、国連の IDNDR が計画実

施する RADIUS(都市の地震危険度評価)プロジェクトの技術専門家セミナーとして、特別に

長期間(約 40 日)実施した。計 17 ヶ国からの指導的研究者の参加を得て、地震学・地震工学

分野のネットワーク作りにも貢献した。 

 これまでは、通年、個別、セミナーの 3 コースを実施してきたが、1995 年 3 月に外務省

から依頼があり、1995 年 11 月から 2 ヶ月間、4 番目のコースとして、核実験の検証技術の

習得を目的とする「グローバル地震観測コース」を開始することとなった。これは、地震

学や地震観測技術が未発達な国々に日本の優れた地震観測技術を移転することによって、

核実験抑止策の一環としての世界的な地震観測網の充実に貢献することを目的とした研修

である。 

 
３－２－６ 日本政府単独事業第Ⅲ期 (1999 年(平成 11 年)9 月～2004 年(平成 16 年)7 月) 
 

 第Ⅱ期の終わりには、国際地震工学研修事業はその開始から 40 年近くが経ち、研修修了

者は延べ 1000 人を超えた。国際協力事業団の 10 年毎の定期的事業見直しにおいて、通年

研修について「当初の目的は既に達したのではないか?」と本研修事業の必要性が論ぜられ

るようになり、建設省建築研究所国際地震工学部でも本研修事業を継続するかどうかも含

めて見直しを行なった。 

本研修事業を含めた日米等先進国からの長年の継続的な技術支援・資金援助にもかかわ

らず、依然として開発途上国で大きな地震災害は頻発しており、このため本研修事業に対

する開発途上国からの期待とニーズは大きい、との統計資料やニーズ調査結果に基づく判

断により本研修事業は継続することとなった。研修内容に関しては、最近の要望事項のう

ち最も多いものが、通年研修の地震防災に直結する分野の講義の増加であった。この分野

は地震学及び地震工学両分野の境界に位置するため、従来のカリキュラムの枠内では、十

分な時間をとるのが困難であった。そこで新たに、地震学、地震工学両サブコースに続く

強震動・地震災害に焦点を当てた第三のサブコースを設置した。これに伴い研修コースの

名称も「地震工学Ⅱ」から「地震・耐震工学」へと改めた。 

 2001 年 1 月より建設省は運輸省、北海道開発庁、国土庁等と統合され国土交通省として

新たな組織へと生まれ変わり、建築研究所も国土交通省建築研究所となった。 

 さらに、建築研究所は 2001 年 4 月より独立行政法人建築研究所となり、新たな一歩を踏
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みだした。国際地震工学部も名称を国際地震工学センターとし、再スタートを切った。 

2001 年 8 月には、政府の行財政改革に伴い外務省が実施した研修事業の見直しにおいて、

1980 年から 21 年間続いてきたセミナーコースがやむなく廃止された。 

2002 年（平成 14 年）で国際地震工学研修は 40 周年を迎えた。これを記念し 2003 年 11

月 28 日に東京都永田町の星陵会館に 176 名の参加者をえて、国際地震工学研修四十周年記

念講演会を開催した。本講演会においては、国際地震工学研修事業四十年の歴史と研修効

果を振り返り、また開発途上国の地震防災技術における課題やニーズを踏まえ、今後の開

発途上国に対する技術協力や研修効果を更に高めるための方策を探ることを目的として、

途上国における地震防災の現状と課題、地震防災に関連する国際協力活動と今後の方向と

題して、講演とパネルディスカッションを行った。講演会の概要を「国際地震工学研修４

０周年記念講演会」(2004 年 9 月 建築研究所発行)に書き留めた。 
 

３－２－７ 日本政府単独事業第Ⅳ期 (2004 年(平成 16 年)10 月～2015 年(平成 27 年)9 月) 
 

 地震・耐震工学コース研修の第Ⅲ期の最終年である 2003 年（平成 15 年）には、国際協

力事業団（JICA）による研修事業の 5 年毎の見直しを受け、地震防災政策に関する講義を

追加した新たな「地震・耐震・防災工学」コースとして継続することとなった。新しいコ

ースでは、地震学や地震工学に関する高度な技術を修得し、これを活用・普及していける

地震防災行政能力を併せ持つことにより、技術の企画・指導・普及ができる高度な人材の

養成を目的としている。そのため、防災政策マネジメント、地域・都市防災計画、防災関

連プロジェクトサイクルマネジメントなど、地震防災政策に関連する科目を新設し、従来

の強震動・地震災害コースで実施していた科目と合せて、地震学サブコースと地震工学サ

ブコースの共通科目とした。そのため、強震動・地震災害コースは廃止した。新設科目の

実施期間を確保するため、コースの期間も約１ヶ月延長し、全体で約 1 年となった。 

 さらに、永年の懸案であった通年研修修了生への修士号学位の授与について、政策研究

大学院大学、JICA 及び建築研究所との間で、漸く合意に達し、2005-2006 年の通年研修か

ら修士プログラムを導入することになった。これにより、通年研修の研修生は所要の単位

を修得すれば、1年間の研修で修士号(Master of Disaster Mitigation)を取得できるようになり、

2006 年（平成 18 年）9 月、19 名の通年研修了生に初めての「修士号」学位を授与した。 

 2004 年（平成 16 年）スマトラ沖地震により発生した甚大な津波被害に鑑み、津波災害

の被害を軽減するため、2006-2007 年（平成 18 年～19 年）の研修から、「津波防災コース」

を新たに修士プログラムに加えて実施することとなった。こなお、この年の通年研修から

修士号の名称が Master of Disaster Management に変更された。 

2007 年（平成 19 年）からユネスコとの協力が再開された。かつてユネスコと日本政府

の共同事業として実施されていた本研修は、日本政府単独事業であった 1985 年（昭和 60

年）から 10 年間においてもユネスコから専門家が派遣されていたが、その後直接の協力関

係は途絶えていた。しかし、同年に、新たな協力関係構築に向けた話し合いの後に、専門

家派遣の再開等の活動が開始された。同年 4 月と 5 月には、ユネスコからの専門家派遣が
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12 年ぶりに再開され、「津波防災コース」に 2 名の専門家が派遣された（表－4D）。また、

ユネスコから研修用図書が寄贈された。更に、国土交通省とも協力し合いながら、ユネス

コと国際地震工学センターが中心になって、建築・住宅分野における地震防災研究・研修

の国際的なネットワーク及び大地震・津波が発生した際の国際的なバックアップ体制の構

築の推進をめざす「建築・住宅地震防災国際ネットワークプロジェクト:IPRED」を開始し

た。 

2009 年（平成 21 年）6 月、日本政府は、2008 年（平成 20 年）5 月 12 日に発生した中国

四川大地震からの復興支援の一環として、「耐震建築人材育成プロジェクト」を国際協力

機構(JICA)の技術協力プロジェクトとして開始した。このプロジェクトは、建築物の耐震

性を確保するための中国の構造技術者等の育成を目的として、専門家派遣、本邦研修及び

中国国内研修などの組み合わせにより、4 年間実施された。建築研究所（国際地震工学セ

ンター）では、本邦研修のうち「耐震建築の設計・診断・補強コース」を担当し、中国か

ら毎年約 20 名、総計 72 名の指導的構造技術者を受け入れ、約 2 ヶ月の研修期間において、

建築物の耐震設計・診断・補強に関する講義および現場見学等を実施した。これらの研修

生は帰国後、自国の中核的構造技術者に対する講習を 8 都市において延べ 10 回実施し、324

名を育成した。さらに、これらの中核的構造技術者が一般構造技術者に対する講習を 23 自

治体において延べ 33 回実施し、総計 8,833 名の技術人材を育成した。なお、本邦研修での

講義に使われている言語は研修事業開始以来一貫して英語であったが、上記「耐震建築の

設計・診断・補強コース」では普及促進の為に、講義資料を中国語に翻訳し、講義は中国

語への逐次通訳を配置して実施した。 

また、同年 11 月に、第 7 回アジア地震学会総会（つくば市）に先立ち、微動アレー探査

技術コース（2 日間）を日本地震学会と協力して実施し、12 ヶ国 13 名が参加した。 

2011 年（平成 23 年）3 月 11 日に発生した東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）以降、

本研修の講義科目（構造応答論）において東日本大震災による被害分析を付加し、また、

東北地方の被災地視察を毎年の研修・視察旅行に取り入れている。 

2012 年（平成 24 年）には、国際地震工学研修 50 周年を記念して、国際記念シンポジウ

ムを開催すると共に、「国際地震工学のあゆみ（2001～2012）」(2012 年 6 月 建築研究所

発行)を発行し、そこに寄せられた元講師、元研修生、元 IISEE スタッフ等を含む関係者か

らの祝辞を IISEE Year Book にも掲載した。また、2011 年（平成 23 年）から 2013 年（平

成 25 年）まで、IISEE Bulletin に特設コーナーを設けた。 

2015 年 9 月まで、通年研修の内、地震学コース及び地震工学コースは、JICA 課題別研修

「地震・耐震・防災復興」、津波防災コースは課題別研修「津波防災」として、2 本立て

で研修生の募集等を実施していたが、2015 年 10 月からは、これら 3 コースが JICA 課題別

研修「地震学・耐震工学・津波防災」として一本化された。 

地震災害が頻発する中南米地域からは、研修事業開始当初から毎年通年研修への参加者

が居るが、普及促進の観点から、この地域の多くの国の公用語であるスペイン語による研

修への要望がなされていた。これを受けて、2014 年（平成 26 年）に、スペイン語を指導

言語とする約 2 ヶ月間の中南米地震工学研修コースを JICA 課題別研修「中南米 建物耐震
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技術の向上・普及」として、3 年計画で開始した。本研修コースでは、研修終盤の約 2 週

間を在外補完研修とし、エルサルバドル国において、私立ホセ・シメオン・カニャス中米

大学と国立エルサルバドル大学所属の元研修生が講師・指導者となり構造実験を実施して

いる。 

なお、2015 年 5 月には、強震観測事業及び国際地震工学研修事業を通じた地震工学の発

展への貢献に対して、建築研究所が日本地震工学会より功績賞を贈呈された。これは、日

本政府単独事業第Ⅳ期の最後を飾る特記事項である。 

 

３－２－８ 日本政府単独事業第Ⅴ期  (2015 年(平成 27 年) 10 月～) 
 

2016 年 4 月に、独立行政法人建築研究所は国立研究開発法人建築研究所として新たなス

タートを切った。また、同年 10 月には、建築研究所設立 70 周年を迎えた。 

通年研修は、2015 年の JICA 課題別研修としての一本化後も、募集人数やカリキュラム

等ほぼ変更なく継続している。 

中南米地震工学研修コースは、2016 年 5 月末週からの実施により、2014 年度から通算 9

ヶ国 46 名が参加している。2016 年度で当初予定の 3 年間を終了したが、研修参加者から

の評判もよく、研修中に作成された業務改善提案に基づく活発な帰国後の活動事例が報告

されているので、2017 年 5 月開始コースから、期間・人数を拡充して、さらに 3 年間実施

する予定である。 

グローバル地震観測コースは、グローバル地震観測コースでは、1995 年の開始以来受け

入れた研修生が 2016 年 1 月開始コースで 70 ヶ国、延べ 208 名となった。2017 年 1 月開始

コースからは、人数を拡充して実施する予定となっている。 

このように、当センターの研修事業は、通年研修の修士プログラムとの連携継続、グロ

ーバル地震観測コース及び中南米地震工学コースの継続と、着実な歩みを続けている。 

当センターは、これからも社会的・国際的なニーズに対して、最新の知見と技術を確実

に取り入れることにより、さらなる研修内容の充実と効率化を進めて行く、また、研修事

業・国際技術協力プロジェクト・開発途上国を舞台とした調査研究の 3 者を通じて培われ

る世界的な専門人材ネットワークと集積されていく情報を建築研究所のみならず、日本さ

らには世界中から有効利用して貰える、加えて国内外の機関・研究者・技術者の支援を集

められる、そういうハブ機関としての機能を充実させていくことで、開発途上国の地震・

津波災害軽減に必要な活動を展開して行く。 

 

最後に、本研修事業に対し、惜しみないご協力とご支援を頂いている研究所内外の皆様

にこの場を借りて御礼申し上げる。 
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　表－３　国際地震工学研修の歩み(開始～）

自主的な研修事業 国連との共同事業 日本政府単独事業（第Ⅰ期）

(36)
1961

(昭和35)
1960年

７月

(38)
1963

(39)
1964

(43)
1968
9月

(47)
1972
9月

(平成2年)
1990

3月 7月 3月 9月 9月

(54)
1979
3月

1961年
10月
建物完成

1962年
1月国際地震
工学部発足

建研
国地部

早稲田大学
内藤記念館

東大生産技

(OTCA)
海外技術協力
事業団奨学金

OTCA
奨学金

OTCA
奨学金

OTCA
奨学金

(49)
1974
8月

国
際
協
力
事
業
団
発
足
（
1
9
7
4
・
８
・
１
）

（
研
修
員
受
入
事
業
と
な
る
）

東
京
都
新
宿
区
よ
り

つ
く
ば
研
究
学
園
都
市
へ
移
転

(55)
1980
3月

地
震
工
学
セ
ミ
ナ
ー
開
始

(57)
1982
1月

建
築
研
究
所
国
際
地
震
工
学
部
二
十
周
年

(62)
1987
9月

帰
国
研
修
員
フ
ォ
ロ
ー
・
ア
ッ
プ
公
開
技
術
セ
ミ
ナ
ー

（
コ
ロ
ン
ビ
ア
・
チ
リ
）

９ヶ月ｺｰｽ
（１回目）

９ヶ月ｺｰｽ
（２回目）

１年ｺｰｽ
（３回目）

１年ｺｰｽ５年間
（４，５，６，７，８回目）

１年ｺｰｽ４年間
（９，１０，１１，１２回目）

上級ｺｰｽ

正規ｺｰｽ

１年ｺｰｽ
（１３，１４回目）

正規ｺｰｽ

１年ｺｰｽ１６年間
（１５～３０回目）

正規ｺｰｽ

I.I.S.E.E.I.I.S.E.E. I.I.S.E.E.

7月

国連経済社会

理事会採択

11月

ユネスコ・Fornier博士
建研・久田部長
実行計画草案

1962年
10月31日

日本と国連特別基金
の間に協定成立
但し、第１期計画は
当初1962-67の期間が
1963-68に変更

個別ｺｰｽ

ＯＴＣＡ奨学金
建築研究所予算

（１０５万３８９５ドル）７８名

約３億８千万円

ＯＴＣＡ奨学金
建築研究所予算

（８４万４５００ドル）５８名

約３億円

ユネスコ専門家１４名

(８０万８７４０ドル）５３名
約２億９千万円

(６９万４５００ドル）４４名
約２億４千万円

ユネスコ専門家１０
名

7月

1968年1月
国連開発計画
監理理事会採択
（第２期計画申請）

５カ年間のI.I.S.E.E.の成立

(37)
1962
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 （第Ⅳ期） （第Ⅴ期）

　表－３　国際地震工学研修の歩み（～現在)

研
修
事
業
見
直
し
に
よ
り

「
地
震
工
学
Ⅱ

」
と
改
編

強
震
動
・
地
震
災
害
サ
ブ
コ
ー

ス
設
置

研
修
事
業
見
直
し
に
よ
り

「
地
震
・
耐
震
工
学

」
に
改
編

（第Ⅱ期） （第Ⅲ期）

強
震
動
・
地
震
災
害
サ
ブ
コ
ー

ス
廃
止

研
修
事
業
見
直
し
に
よ
り

「
地
震
・
耐
震
・
防
災
工
学

」

に
改
編

(4)
1992
12月

(5)
1993
10月

(7)
1995
11月

(12)
2000
9月

建
築
研
究
所
国
際
地
震
学
部
三
十
周
年
記
念
・

I
D
N
D
R
地
震
防
災
技
術
国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

帰
国
研
修
員
フ
ォ
ロ
ー
・
ア
ッ
プ
調
査
（
中
国
・
フ
ィ
リ
ピ

ン
）

(11)
1999
2月

帰
国
研
修
員
フ
ォ
ロ
ー
・
ア
ッ
プ
調
査
（
ト
ル
コ
・
パ
キ
ス

タ
ン
）

グ
ロ
ー
バ
ル
地
震
観
測
コ
ー
ス
開
始

(13)
2001
1月

国
土
交
通
省
建
築
研
究
所
に
組
織
改
編

(15)
2003
10月

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構
設
立

(17)
2005
10月

政
策
研
究
大
学
院
大
学
と
の
連
携
に
よ
る
修
士
課
程
コ
ー

ス
に
改
編

(18)
2006
10月

津
波
防
災
コ
ー
ス
を
新
設

(20)
2008
9月

ユ
ネ
ス
コ
I
P
R
E
D
活
動
を
開
始

(21)
2009
10月

微
動
ア
レ
ー
探
査
技
術
コ
ー
ス
開
催

研
修
事
業
見
直
し
に
よ
り
「
地
震
・
耐
震
・
防
災
政
策
」
に

改
編

中
国
「
耐
震
設
計
・
診
断
・
補
強
」
コ
ー
ス
開
始

(24)
2012
6月

国
際
記
念
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
（
五
十
周
年
）
開
催

7月

中
国
研
修
コ
ー
ス
終
了

１年ｺｰｽ９年間
（３１～３９回目）

１年ｺｰｽ５年間
（４０～４４回目）

１年ｺｰｽ
（４５回目～）

中国コース

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺｰｽ

9月

独
立
行
政
法
人
建
築
研
究
所
設
立

4月

セ
ミ
ナ
ー
コ
ー
ス
廃
止
を
決
定

8月

国
際
地
震
工
学
研
修
四
十
周
年
記
念
講
演
会

11月 10月

中
南
米
地
震
工
学
コ
ー
ス
開
始

(26)
2014
6月

ｾﾐﾅｰｺｰｽ(1980年～2000年）

個別ｺｰｽ（随時開催）

10月

研
修
事
業
見
直
し
に
よ
り
「
地
震
・
耐
震
・
防
災
復
興
政

策
」
に
改
編

7月

(16)
2004
7月

(27)
2015
9月

中南米地震工学コース

(28)
2016
9月

（
第
五
十
六
回
終
了
）



 

- 53 - 

表－４ ユネスコから派遣された専門家（Ｓ：地震学、Ｅ：地震工学、T：津波防災） 

 

Ａ 第一次共同事業 

1963-64 V．カルニック博士（Ｓ） 

B．H．フォークナー博士（Ｓ） 

チェコスロバキア科学アカデミー地震局長（チェコスロバキア） 

コンサルタント（ニュージーランド） 

1964-65 K．E．ブレン博士（Ｓ） 

J．ペンゼン博士（Ｅ） 

G．P．ゴルシュコフ博士（Ｓ） 

シドニー大学教授（オーストラリア） 

カリフォルニア大学教授（アメリカ） 

モスコー大学教授（ソ連） 

1965-66 E．E．ベサーネン博士（Ｓ） 

R．M．S．テッセール博士（Ｓ） 

I．アルパン博士（Ｅ） 

ヘルシンキ大学教授（フィンランド） 

ポーランド科学アカデミー地球物理学研究所（ポーランド） 

イスラエル工学技術研究所教授（イスラエル） 

1966-67 C．キスリンガー博士（Ｓ） 

I．E．グービン博士（Ｓ） 

S．チェリー博士（Ｅ） 

R．フローレンス博士（Ｅ） 

セントルイス大学地球物理学部長（アメリカ） 

ソ連科学アカデミー地球物理学研究所（ソ連） 

コロンビア大学教授（カナダ） 

チリ大学教授（チリ） 

1967-68 L．エゲート博士（Ｓ） 

E．N．ニールセン（Ｓ） 

K．E．ブレン博士（Ｓ） 

エドバス大学科学部長（ハンガリー） 

イリノイ大学教授（アメリカ） 

シドニー大学教授（オーストラリア） 

 

Ｂ 第二次共同事業 

1968-69 A．ザトペック博士（Ｓ） 

R．I．スキナー博士（Ｅ） 

チャールス大学教授（チェコスロバキア） 

ニュージーランド地震工学局長（ニュージーランド） 

1969-70 R．I．スキナー博士（Ｅ） 

S．J．ドゥーダ（Ｓ） 

ニュージーランド地震工学局長（ニュージーランド） 

セントルイス大学助教授（アメリカ） 

1970-71 R．D．ハンソン博士（Ｅ） 

J．ヴァネック博士（Ｓ） 

J．F．ホルゲス博士（Ｅ） 

K．E．ブレン博士（Ｓ） 

M．ランディスマン博士（Ｓ） 

ミシガン大学助教授（アメリカ） 

チェコスロバキア科学アカデミー（チェコスロバキア） 

リスボン大学助教授（ポルトガル） 

シドニー大学教授（オーストラリア） 

テキサス大学教授（アメリカ） 

1971-72 V．ベルデロ博士（Ｅ） 

W．M．アダムス博士（Ｓ） 

K．E．ブレン博士（Ｓ） 

カリフォルニア大学教授（アメリカ） 

ハワイ大学教授（アメリカ） 

シドニー大学教授（オーストラリア） 

 

Ｃ 日本政府の単独事業 

1985-86 S．スタイン博士（Ｓ） 

H．金森博士（Ｓ） 

ノースウェスタン大学助教授（アメリカ） 

カリフォルニア工科大学教授（アメリカ） 

1986-87 M．ノバック博士（Ｅ） 

A．G．ブレディ博士（Ｅ） 

ウェスタンオンタリオ大学教授（アメリカ） 

米国地質調査所（アメリカ） 

1987-88 P．シルバー博士（Ｓ） 

N．M．ホーキング博士（Ｅ） 

カーネギー研究所（アメリカ） 

ワシントン大学教授（アメリカ） 

1988-89 T．谷本博士（Ｓ） 

A．アリヤ博士（Ｅ） 

カリフォルニア工科大学所助教授（アメリカ）   

ルーキー大学名誉教授（インド） 

1989-90 H．金森博士（Ｓ） 

A．アリヤ博士（Ｅ） 

カリフォルニア工科大学教授（アメリカ） 

ルーキー大学名誉教授（インド） 

1990-91 A．アリヤ博士（Ｅ） 

E．A．オカール博士（Ｓ） 

ルーキー大学名誉教授（インド） 

ノースウェスタン大学教授（アメリカ） 

1991-92 W．H．K．リー博士（Ｓ） 

K．佐竹博士（Ｓ） 

米国地質調査所（アメリカ） 

ミシガン大学助教授（アメリカ） 
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1992-93 H．田中博士（Ｅ） 

A．アリヤ博士（Ｅ） 

カンタベリー大学講師（ニュージーランド） 

ルーキー大学名誉教授（インド） 

1993-94 J．リース博士（Ｓ） エール大学助教授（アメリカ） 

1994-95 E．バーグマン博士（Ｓ） 米国地質調査所（アメリカ） 

 

D 協力再開 

2006-07 L．コーン博士（Ｔ） 

P．コルターマン博士（Ｔ） 

ユネスコ政府間海洋学委員会国際津波情報センター所長(アメリカ) 

ユネスコ政府間海洋学委員会（フランス） 

2007-08 L．コーン博士（Ｔ） 

P．コルターマン博士（Ｔ） 

ユネスコ政府間海洋学委員会国際津波情報センター所長(アメリカ) 

ユネスコ政府間海洋学委員会（フランス） 

2008-09 L．コーン博士（Ｔ） 

P．コルターマン博士（Ｔ） 

ユネスコ政府間海洋学委員会国際津波情報センター所長(アメリカ) 

ユネスコ政府間海洋学委員会（フランス） 

2009-10 L．コーン博士（Ｔ） 

P．コルターマン博士（Ｔ） 

ユネスコ政府間海洋学委員会国際津波情報センター所長(アメリカ) 

ユネスコ政府間海洋学委員会（フランス） 

2010-11 L．コーン博士（Ｔ） 

A．ベルナルド博士（Ｔ） 

ユネスコ政府間海洋学委員会国際津波情報センター所長(アメリカ) 

ユネスコ政府間海洋学委員会 津波コーディネーションユニット長 

2011-12 T. アラップ博士（Ｔ） ユネスコ政府間海洋学委員会津波コーディネーションユニット長 

2012-13 T．アラップ博士（Ｔ） ユネスコ政府間海洋学委員会津波コーディネーションユニット長 
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:研修修了生の数（2016年9月末現在、100カ国・地域から1,751名）

表-５ 研修修了生の数と出身国 地震学コース
544人

研修コース別

地震工学コース
551人津波防災コース

47人

175人

セミナーコース中国耐震
建築研修
72人

グローバル
地震観測研修
208人

個別研修
108人

地震工学
通年研修
1,142人

総数
1,751人293人

中南米
地震工学コース
46人

アジア
695人

大洋州
54人

中南米
510人

地域別

欧州
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中東
175人

アフリカ
203人

-
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5
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表ー５（１）

1  中国 130 51  ブルガリア 6

2  ペルー 129 52  ソロモン 6

3  インドネシア 121 53  アフガニスタン 5

4  フィリピン 100 54  ジョージア 5

5  エジプト 88 55  サモア 5

6  トルコ 84 56  モロッコ 5

7  パキスタン 65 57  ヨルダン 5

8  インド 59 58  キルギス 5

9  チリ 48 59  アルバニア 4

10  ネパール 47 60  マラウイ 4

11  イラン 45 61  アゼルバイジャン 3

12  エルサルバドル 45 62  ケニア 3

13  タイ 43 63  ジブチ 3

14  コロンビア 42 64  チュニジア 3

15  メキシコ 41 65  トルクメニスタン 3

16  ミャンマー 36 66  フィンランド 3

17  ニカラグア 35 67  マケドニア 3

18  エクアドル 34 68  ウクライナ 2

19  アルゼンチン 27 69  キューバ 2

20  アルジェリア 27 70  ザンビア 2

21  コスタリカ 25 71  スーダン 2

22  ベネズエラ 22 72  バヌアツ 2

23  マレーシア 21 73  パラグアイ 2

24  エチオピア 19 74  ブータン 2

25  ボリビア 19 75  マダガスカル 2

26  韓国 19 76  モザンビーク 2

27  バングラデシュ 19 77  モルドバ 2

28  フィジー 18 78  アイスランド 1

29  ルーマニア 18 79  イスラエル 1

30  ギリシャ 17 80  オーストリア 1

31  ドミニカ 16 81  オマーン 1

32  モンゴル 15 82  ガボン 1

33  カザフスタン 14 83  ギニア 1

34  グアテマラ 14 84  コートジボアール 1

35  （ユーゴスラビア）※国名消滅 13 85  ジャマイカ 1

36  コンゴ 13 86  セネガル 1

37  パプアニューギニア 13 87  タンザニア 1

38  イラク 11 88  チェコ 1

39  トンガ 9 89  ナミビア 1

40  スリランカ 9 90  ニジェール 1

41  シリア 8 91  ニュージーランド 1

42  ベトナム 8 92  ハイチ 1

43  アルメニア 7 93  パレスチナ 1

44  イエメン 7 94  ボツワナ 1

45  ウガンダ 7 95  ホンジュラス 1

46  ウズベキスタン 6 96  マリ 1

47  ガーナ 6 97  モルディブ 1

48  サウジアラビア 6 98  レバノン 1

49  ジンバブエ 6 99  中央アフリカ 1

50  ブラジル 6 100  南アフリカ 1

研修修了生の数（2016年9月現在）
合計 1,751名

国    名 計 国    名 計
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As of Sep 2016

S E Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ T Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ T Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ T Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ T Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ T Ｓ Ｅ

1  Afghanistan 1 1 1 1 1 1 3 0 0 1 0 0 0 5

2  Albania 1 2 1 1 3 0 0 0 0 0 0 4

3  Algeria 4 1 3 6 2 2 1 1 2 1 3 1 6 16 0 0 0 4 1 0 27

4  Argentina 2 2 1 2 8 4 1 2 4 1 5 13 0 0 0 8 1 0 27

5  Armenia 1 1 1 1 1 1 1 2 1 0 1 0 1 2 0 7

6  Austria 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1

7  Azerbaijan 1 1 1 3 0 0 0 0 0 0 0 3

8  Bangladesh 1 1 2 1 1 1 2 1 1 1 7 4 10 2 0 1 0 2 0 19

9  Bhutan 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 2

10  Bolivia 5 4 4 1 2 1 1 1 14 1 0 0 0 2 2 0 19

11  Botswana 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1

12  Brazil 1 1 1 1 1 1 2 1 0 1 0 0 2 0 6

13  Bulgaria 1 1 1 1 1 1 2 1 0 1 1 1 0 0 6

14  Central Africa 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1

15  Chile 3 1 4 3 2 2 6 1 5 4 4 4 1 2 1 1 1 1 2 6 22 1 0 5 9 3 2 48

16  China 1 1 2 1 2 1 4 3 1 6 1 3 3 2 1 1 3 1 3 7 40 1 4 2 32 2 2 23 22 0 1 0 77 7 0 130

17  Colombia 1 1 3 2 1 7 1 3 7 5 1 3 1 1 1 1 1 2 10 21 0 0 0 6 3 2 42

18
 Congo
(Democratic
Rep.)

7 5 1 12 0 0 0 0 0 1 0 13

19  Costa Rica 1 2 5 5 3 5 1 2 1 5 15 0 0 0 3 2 0 25

20 Cote d'Ivoire 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1

21  Cuba 1 1 0 1 0 0 0 1 0 0 2

22  Czech Republic 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1

23  Djibouti 1 1 1 1 0 0 0 0 0 2 0 3

24  Dominica Republic 1 2 1 1 1 2 2 6 3 5 0 0 0 2 0 6 16

25  Ecuador 2 3 2 17 2 1 1 1 1 1 3 1 26 3 0 0 3 1 0 34

26  Egypt 5 2 15 4 8 9 4 6 6 1 4 4 1 1 3 2 1 1 2 3 1 1 4 36 9 0 13 1 15 14 0 88

27  El Salvador 2 6 3 2 2 1 1 3 1 5 1 2 1 4 11 8 22 0 0 2 2 0 11 45

28  Ethiopia 1 10 1 4 1 2 0 15 0 0 0 2 2 0 19

29  Fiji 1 2 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 7 2 1 1 0 2 5 0 18

30  Finland 1 1 1 2 0 0 1 0 0 0 0 3

31  Gabon 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1

32  Georgia 1 1 2 1 3 0 0 0 0 2 0 0 5

33  Ghana 1 1 1 1 2 4 2 0 0 0 0 0 0 6

34  Greece 1 1 1 6 1 2 2 1 2 9 1 0 2 1 4 0 0 17

35  Guatemala 2 4 2 1 1 1 1 1 1 5 5 0 0 0 2 2 0 14

36  Guinea 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1

37  Haiti 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1

38  Honduras 1 0 0 0 0 0 0 0 1 1

39  Iceland 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1

40  India 1 3 6 6 1 3 2 2 1 14 1 3 1 2 2 2 1 1 1 1 1 2 2 13 32 0 3 2 6 3 0 59

41  Indonesia 1 1 2 3 3 1 25 10 2 8 6 5 5 1 3 1 1 2 1 4 2 1 2 3 7 1 3 4 2 4 1 1 1 4 44 27 16 3 9 11 11 0 121

42  Iran 3 3 5 5 1 3 4 3 2 2 3 4 1 1 1 1 3 17 19 0 0 2 3 4 0 45

43  Iraq 1 1 7 2 9 0 0 0 0 2 0 0 11

44  Israel 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1

45  Jamaica 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1

46  Jordan 2 2 1 2 0 0 0 0 0 3 0 5

47  Kazakhstan 1 3 3 4 1 1 1 3 5 0 1 0 1 4 0 14

48  Kenya 1 1 1 1 0 0 0 0 0 2 0 3

49  Korea 3 5 3 2 3 1 1 1 12 3 0 0 1 2 1 0 19

50  Kyrgyz 1 1 1 1 1 3 0 0 0 0 0 2 0 5

表-５（２）

計

研修修了生の数（2016年9月現在）

(S: 地震学  E: 地震工学   T: 津波防災)

1960
～63

1963
～68

1968 ～ 72 1972 ～ 90 1990. 9～1999. 7 1999.9 ～　2004. 7 2004. 10 ～2007. 9

グ
ロ
ー

バ
ル

中
南
米

セ
ミ
ナ
ー

2007. 10 ～2010. 9 2010. 10 ～2013. 9 2013. 10 ～2016. 9 Total

個別 一般
中
南
米

グ
ロ
ー

バ
ル

セ
ミ
ナ
ー

個別 一般 個別
セ
ミ
ナ
ー
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ロ
ー
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ル

一般 一般 一般 個別 一般

グ
ロ
ー

バ
ル

セ
ミ
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ー

一般 個別 一般

グ
ロ
ー

バ
ル

個別 一般 個別 一般
セ
ミ
ナ
ー

グ
ロ
ー

バ
ル

セ
ミ
ナ
ー

グ
ロ
ー

バ
ル

セ
ミ
ナ
ー

個別 一般 個別
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As of Sep 2016

S E Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ T Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ T Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ T Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ T Ｓ Ｅ Ｓ Ｅ T Ｓ Ｅ

表-５（２）

計

研修修了生の数（2016年9月現在）

(S: 地震学  E: 地震工学   T: 津波防災)

1960
～63

1963
～68

1968 ～ 72 1972 ～ 90 1990. 9～1999. 7 1999.9 ～　2004. 7 2004. 10 ～2007. 9

グ
ロ
ー

バ
ル

中
南
米

セ
ミ
ナ
ー

2007. 10 ～2010. 9 2010. 10 ～2013. 9 2013. 10 ～2016. 9 Total

個別 一般
中
南
米

グ
ロ
ー

バ
ル

セ
ミ
ナ
ー

個別 一般 個別
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ー
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ナ
ー
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ロ
ー

バ
ル

セ
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ナ
ー

グ
ロ
ー

バ
ル

セ
ミ
ナ
ー

個別 一般 個別

51  Lebanon 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1

52  Macedonia 1 1 1 0 2 0 0 0 1 0 0 3

53  Madagascar 1 1 1 0 0 0 0 0 1 0 2

54  Malawi 2 1 1 2 0 0 0 0 1 1 0 4

55  Malaysia 2 1 2 2 2 3 2 2 5 6 0 10 0 0 1 4 0 21

56  Maldives 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1

57  Mali 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1

58  Mexico 1 1 4 1 2 4 5 1 6 3 3 2 1 2 1 1 3 11 15 0 0 1 9 2 3 41

59  Moldova 1 1 1 0 0 0 1 0 0 0 2

60  Mongolia 1 1 1 1 3 1 1 1 1 1 3 7 5 0 0 0 0 3 0 15

61  Morocco 2 1 1 1 3 1 0 0 0 0 1 0 5

62  Mozambique 2 2 0 0 0 0 0 0 0 2

63  Myanmar 1 2 2 12 1 1 1 1 3 1 1 1 2 1 3 1 2 11 17 2 0 0 2 4 0 36

64  Namibia 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1

65  Nepal 1 2 2 6 1 2 5 2 3 1 3 2 2 1 1 2 1 1 1 1 2 5 14 17 0 0 1 7 8 0 47

66  New Zealand 1 0 0 0 0 1 0 0 0 1

67  Nicaragua 3 3 1 3 1 1 1 1 1 1 1 1 3 3 1 10 8 12 3 0 1 0 1 10 35

68  Niger 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1

69  Oman 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1

70  Palestine 1 0 0 0 0 0 1 0 0 1

71  Pakistan 1 4 1 13 3 5 3 3 1 3 2 2 1 1 4 1 3 2 4 2 6 37 10 0 0 0 3 15 0 65

72
 Papua New
 Guinea

2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 2 4 3 1 0 0 0 5 0 13

73  Paraguay 1 1 0 0 0 0 0 0 2 0 2

74  Peru 2 3 4 7 4 31 1 16 8 2 8 3 5 2 2 2 4 1 4 1 1 2 1 2 1 2 1 9 14 66 3 1 21 13 2 9 129

75  Philippines 6 6 4 7 6 1 15 9 1 8 5 4 3 1 3 3 1 2 1 1 1 1 1 3 1 1 2 1 2 46 33 3 0 1 12 5 0 100

76  Romania 1 1 1 1 1 1 5 1 1 1 1 3 1 8 0 1 4 2 2 0 18

77  Samoa 1 1 2 1 1 0 0 0 0 1 3 0 5

78  Saudi Arabia 1 1 1 1 1 1 2 2 0 0 0 0 2 0 6

79  Senegal 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1

80
 Solomon
 Islands

1 1 1 1 2 0 0 0 0 0 0 6 0 6

81  South Africa 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1

82  Sri Lanka 1 1 1 1 3 1 1 2 1 0 0 0 0 6 0 9

83  Sudan 1 1 1 0 0 0 1 0 0 0 2

84  Syria 1 1 2 1 1 2 3 3 0 0 0 0 2 0 8

85  Tanzania 1 1 0 0 0 0 0 0 0 1

86  Thailand 4 1 16 2 3 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 2 1 2 26 5 2 0 0 3 7 0 43

87  Tonga 2 1 2 3 1 2 1 0 0 0 0 6 0 9

88  Tunisia 1 1 1 1 0 0 0 0 0 2 0 3

89  Turkey 1 3 4 4 4 4 5 6 2 9 3 5 3 2 6 1 5 2 1 2 1 3 3 2 1 2 31 26 0 4 9 9 5 0 84

90  Turkmenistan 1 1 1 0 1 0 0 0 0 2 0 3

91  Uganda 1 2 1 1 1 1 3 1 0 0 0 2 1 0 7

92  Ukraina 1 1 0 0 0 1 0 0 1 0 2

93  Uzbekistan 1 2 1 1 1 3 1 0 0 0 2 0 0 6

94  Vanuatu 1 1 1 0 0 0 0 0 1 0 2

95  Venezuera 1 1 2 5 2 2 2 1 1 1 1 1 2 8 7 0 0 1 2 2 2 22

96  Vietnam 1 2 2 1 2 2 1 0 0 0 0 5 0 8

97  Yemen 2 1 1 1 1 1 4 0 0 0 0 2 1 0 7

98  Yugoslavia 1 3 1 1 1 1 3 2 2 5 0 1 3 2 0 0 13

99  Zambia 1 1 1 0 0 0 0 0 1 0 2

100  Zimbabwe 1 1 1 3 1 0 0 0 0 0 5 0 6

15 27 55 59 39 42 10 8 180 178 11 43 83 93 88 9 8 70 35 55 49 2 0 9 51 30 30 5 0 5 31 28 27 14 3 3 53 33 27 23 14 1 4 32 27 22 28 14 0 1 0 31 46 544 551 47 36 72 247 208 46 1,751Total



 

- 59 - 

３－３ 修士プログラム 
 

３－３－１ 通年コースへの修士プログラムの導入 

 

2005-06 年の地震学・地震工学コースから、現行の研修科目の一部が政策研究大学院大

学の修士課程の単位として認定され、研修修了時に修士号を与えられることとなった。

カリキュラムの充実、研修生の学習意欲及び研修効果の向上を目的として、研修期間を

利用した修士号の授与への道を長年模索していたが、2005 年度から多くの関係者の協力

によって実現できたもので、2006 年 9 月、政策研究大学院大学学長と建築研究所理事長

が認定する初の「修士号」学位を 19 名の修了生に授与した。 

この修士プログラムの導入は、研修活動の発展に大きく寄与するものである。 

なお、2006 年度に新設した津波防災コースも、地震学・地震工学コースと同様に修士プ

ログラムとして実施している。 

 

３－３－２ 修士プログラムの概要 
 

修士プログラムの概要は下記のとおりである。 

①修士号授与は、政策研究大学院大学、国際協力機構（JICA）と建築研究所の 3 者の

連携によるものである。政策研究大学院大学は、その修士プログラム『Earthquake 

Disaster Mitigation Program』（以下修士プログラム・2007 年 10 月からは『Disaster 

Management Policy Program』）の単位として、国際地震工学研修の講義科目の一部を

認定する。JICA は、従来通り、研修生の選考・招聘・滞在等ロジスティックスを担

当する。建築研究所は、従来通り地震工学研修の実施を担当する。 

②修士プログラムでは、１年の研修期間内の在学で修士号を取得することができる。 

③修士号の名称は、「修士（防災政策）」（英語名：2006 年 9 月は｢Master of Disaster 

Mitigation｣、2007 年 10 月から「Master of Disaster Management」） 

④研修生の選考は、修士プログラムの入学者選考を兼ねて行われ、選ばれた研修生は

全員が修士プログラムに入学する。 

⑤研修の分野は、地震学、地震工学、津波防災の３グループであり、共通講義として

防災政策関連分野がある。研修生は、応募時に地震学コースと地震工学コース（定

員は各々10 名）、津波防災コース（6 名）のいずれかに応募する。 

⑥修士プログラムでは、研修講義科目の一部を単位として認定する。修士プログラム

の単位として認定される研修講義科目は、主として建築研究所の研究員が担当する。 

⑦修士号の単位の対象となる講義は、必修科目（個人研修による修士レポート）、選択

必修科目（政策理論）と選択科目（政策基礎課題（地震学・地震工学のいずれかを

選択）、政策演習（見学・視察・コロキウム等））に大別され、合計 30 単位以上を修

得することが必要である。 

⑧修士号の単位の対象となる科目もそれ以外の科目も、これまでの地震学・地震工学
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コースで実施してきた講義科目とほぼ同じである。 

⑨修士号授与の合否判定は、建築研究所と政策研究大学院大学が共同して行う。 

 

なお、政策研究大学院大学は、1977 年に埼玉大学に新構想の大学院として創設され

た政策科学研究科から発展したものであり、我が国の政・産・官・学の優れた人材の

協力と国際的な知的協力に立脚して、高度の政策研究を推進し、国内的及び国際的諸

要請に応えるための機関として 1997 年 10 月に設立された新しい型の大学院大学であ

る。 

 

３－３－３ カリキュラムの内容 

 

研修の全ての講義科目は、下記の５つに大別される。 

A)政策理論（地震防災政策に密接に関係する講義。修士号の選択必修科目） 

B)政策基礎課題（地震学・地震工学の研修のための基礎的な講義、修士号の選択科目） 

C)政策演習（地震防災に関係のある見学、実習など。修士号の選択科目） 

D)特別研究（従来の個人研修。成果を、修士レポートとしてまとめる。修士号の必修科目） 

E）研修の科目（修士号の単位には直接関係はないが、研修に必要な科目） 

修士号の単位に係わりのある科目は、A)から D)の科目である。E）の科目は、従来から実施さ

れており地震工学研修にとって必要な科目であり、修士号の講義科目の理解を深めるためにも

重要なものとして位置づけられる。 

 

３－３－４ 修士プログラムの実績 

 
2005 年開講以降の修士プログラムの実績は以下の通りである。 

実施研修年度 人数(名) 

2005-2006 19 
2006-2007 25 
2007-2008 25 
2008-2009 22 
2009-2010 22 
2010-2011 20 
2011-2012 23 
2012-2013 21 
2013-2014 20 
2014-2015 23 
2015-2016 21 
合計 241 
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(2015-2016） 講義カリキュラムの内容 

                  ＜修士プログラム必要単位数：３０単位以上＞ 

 

A) 政策理論 選択必修（最低６単位を修得しなければならない） 

単位 科目 分野／内容 担当講師 内容 

共通 

2 防災・復興政

策 

防災政策: 地域・イン

フラ分野 

 

家田

(GRIPS) 

地震防災政策と地震リスクマ

ネージメントの実際を制度・法

体系を通じて学習する。 

2 災害リスク

マネージメ

ント 

防災政策: 都市・建築

分野 

 安藤

(GRIPS) 

防災政策の現況や実用的な防

災手法を学習する。 

2 防災・復興と

開発援助 

日本の ODA 政策と防

災・復興関連開発援助、

地震観測、振動実験、

振動同定論、セミナー、

見学 

横井 

（BRI） 

日本の開発援助の基本方針と、

地震防災分野での援助方針及

び開発援助の仕組みと開発援

助の新しい流れ、これに加えて

（地震）防災分野の新しい話題

としてのコミュニティ防災等

を理解する。 

「地震学・地震工学」専攻 

2 ハザード評

価 

地盤調査法、強震観測、

土質動力学、確率論的

地震ハザード解析、強

震動地震学、微動観測、

地震マイクロゾーネー

ション、構造物信頼性

理論、セミナー 

鹿嶋 

（BRI) 

地震ハザードの評価を行うた

めに必要な基礎知識と解析技

術を理解し、活用するための講

義等を行う。 

2 損失リスク

評価 

微動観測、地震動シミ

ュレーション、微動観

測、物理探査、地震マ

クロゾーネーション、

セミナー、演習、 

鹿嶋 

（BRI） 

地震リスクの評価と管理を行

うために必要な基礎知識と解

析技術を理解し、活用するため

の講義等を行う。 

「津波学」専攻 

2 津波ハザー

ド評価 

津波ハザードマップ、

津波ハザード評価、日

本の津波防災政策,危

機管理、シナリオ地震

断層設定法、津波防災

概論、津波被害調査、

津波浸水計算、津波防

災の啓蒙、国際津波警

報システム、津波避難

計画、地震・津波防災

芝崎 

（BRI） 

津波ハザード評価及び津波防

災政策を理解し、活用するため

の講義等を行う。 
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教育 

2 津波対策 津波対策施設、津波被

害・復興、津波観測、

津波早期警報システム

と情報伝達、津波波力

と耐津波構造、津波堆

積物実習、津波荷重・

津波避難ビル、演習 

藤井 

（BRI） 

津波対策施設及び津波早期警

報システム等の津波対策技術

を理解するための講義等を行

う。 

 

B) 政策基礎課題 選択（地震学、地震工学、津波学のいずれかを選択） 

単位 科目 分野／内容 担当講師 内容 

地震学と津波学 共通 

3 地震・震災に

係る情報技

術 

コンピューター、地震

波動理論、表面波、散

乱と減衰、セミナー 

林田 

（BRI） 

 

地震・地震防災に有効な情報処理技

術を理解し、活用する能力を習得す

るための講義と演習を行う。 

3 地震現象論 地震波動理論演習、近

地地震解析、遠地地震

検測、地震活動と統

計、地殻・上部マント

ル構造、地殻変動、地

震地質学、セミナー 

古川

（BRI） 

 

自然現象としての地震を定量的に理

解する能力を習得するための講義と

実習を行う。 

3 地震環境論 地震発生過程と予測、

地震数学、震源メカニ

ズム、地震発生過程と

予測、モーメントテン

ソル解析、地震とプレ

ートテクトニクス、震

源過程 

芝崎

（BRI) 

地震発生の準備過程を理解し、震源

で発生する地震波の特性を定量的に

理解評価する能力を習得するための

講義と実習を行う。 

地震学 

3 地震災害論 データプロセッシン

グ、地震モニタリング

見学、松代地震観測所

見学、広帯域モーメン

トマグニチュード決

定、表層地質の地震動

に及ぼす影響、地震ト

モグラフィー、地震波

動伝播シミュレーシ

ョン、セミナー 

原（BRI) 地震災害に直接大きな影響を与える

地震波動の伝播・増幅特性を定量的

に理解評価する能力を習得するため

の講義と実習を行う。 

地震工学 

3 構造物概論 構造解析、有限要素

法、土質力学、極限解

析、動的耐震設計、津

犬飼

（BRI) 

マトリクス法を用いた変位法や応力

法による構造解析の基礎理論及び有

限要素法の原理と定式化の方法を定



- 63 - 

波荷重・津波避難ビ

ル、セミナー 

量的に理解・評価する能力を習得す

るための講義と実習を行う。 

3 構造応答論 構造動力学、応答解

析、地盤調査法、表層

地質の地震動に及ぼ

す影響、動的相互作

用、セミナー 

小豆畑

（BRI) 

構造物の地震応答と振動特性を理解

評価する能力を習得するための講義

と実習を行う。 

3 耐震構造各

論 

RC 構造、鋼構造、PC

構造、組積造、基礎構

造、橋梁、港湾・津波

工学、地下構造物、ダ

ム、都市防災、構造実

験、セミナー 

犬飼 

（BRI) 

建築の主な構造である鉄筋コンクリ

ート構造、鋼構造および組積造の構

造特性および耐震設計法を定量的に

理解評価する能力を習得するための

講義と実習・実験を行う。 

3 耐震基準診

断補強論 

設計基準、耐震極限設

計法、耐震診断・補修

補強（建築）、免震構

造、制振構造、設計用

地震荷重、入力地震

動、橋の耐震設計と耐

震補強、セミナー 

小豆畑

（BRI) 

耐震基準、耐震診断、耐震補強、応

急危険度判定等に関する種々の考え

方と個別技術を定量的に理解評価す

る能力を習得するための講義と実習

を行う。 

津波学 

3 津波特論 津波シミュレーショ

ン、データプロセッシ

ング、津波マグニチュ

ードとカタログ、津波

数学、津波流体力学、

津波の発生と伝播、津

波波源、津波地質学、

演習 

藤井

（BRI) 

津波の伝播過程を理解し、定量的に

評価する能力を習得するための講義

と実習を行なう。 

 

C) 政策演習 選択 

単位 科目 分野／内容 担当講師 内容 

共通 地震津波防災政

策に関連する防

災システム、地

震津波被害、地

震津波観測など

に関して、現位

置調査や見学、

実習を行い、防

災 政 策 を 理 解

し、活用する能

力を習得する。 

1 地震防災・復興

実習(1) 

コロキウム、セ

ミナー、演習 

小豆畑 

（BRI） 

1 地震防災・復興

実習(2) 

コロキウム、セ

ミナー、演習 

林田 

（BRI） 

「地震学・地震工学」専攻 

1 地震防災・復興

実習(3) 

研修旅行（東北

・関西）、セミナ

ー、演習 

鹿嶋 （BRI) 

「津波学」専攻 

1 津波防災実習 リアルタイム震

源パラメータ決

定、広帯域モー

原 

（BRI) 
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メントマグニチ

ュード決定、見

学 

 

D) 特別研究 必修（合計 10単位履修） 

単位 科目 分野／内容 担当講師 

10 特別研究 応用研究、修士レポート作成  
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３－４ その他の研修事業関連活動 

３－４－１ 地震防災センタープロジェクト 

 

表－６ 世界各地の地震防災センタープロジェクト 

（いずれも建築研究所が関与したJICAによる技術協力） 

 

国  名 

 

名 称 (機関等略称) 

 

相手機関 

 

協力期間 

 

インドネシア 

 

〔第三国研修〕 人間居住研究所 (RIHS) 

 

公共事業省(PU) 

1980-1986 

〔1981-2003〕 

 

ペルー 

 

日本・ペルー地震防災センター (CISMID) 

 

ペルー国立工科大学 UNI 

1986-1991 

〔1989-2004〕 

 

チリ 

 

構造物群の地震災害軽減技術プロジェクト 

 

チリ・カトリカ大学 PUC 

1988-1991 

1995-1998 

 

メキシコ 

 

メキシコ地震防災プロジェクト（CENAPRED） 

 

国立自治大学 UNAM 

1990-1997 

〔1997-2001〕 

 

トルコ 

 

トルコ地震防災研究センタープロジェクト（ITU） 

 

イスタンブール工科大学 

 

1993-2000 

 

エジプト 

〔第三国研修〕 

地震学研究協力（NRIAG） 

 

国立天文地球物理研究所 

〔1992-1998〕 

1993-1996 

 

カザフスタン 

 

アルマティ地震防災リスク評価モニタリング 

 

国立地震研究所 ISMES 

 

2000-2003 

 

ルーマニア 

ルーマニア国地震災害軽減計画 

 (CNRRS/INCERC) 

 

地震災害軽減センター 

 

2002-2007 

 

エルサルバドル 

 

耐震住宅普及技術改善Taishinプロジェクト 

 

住宅都市開発庁 

2003-2008 

2010-2012 

研）は研究協力プロジェクト、カザフスタンはミニプロとして実施。 

また、協力期間の欄中の〔 - 〕は第三国研修の全体実施期間を示す。 

 
３－４－２ 第三国研修 

 

 わが国の技術協力の一環として国際協力機構は第三国研修を実施している。地震学及び地

震工学の分野においても開発途上国の研究者、技術者の知識の向上と各国の実状に応じた地

震被害の防止・軽減のため、第三国研修事業を実施することとなり、まずインドネシアが対

象国となった。1981 年に事前調査及び実施協議が当研究所のスタッフも参加してインドネシ

アで行われた。この結果、翌年 1982 年より第三国研修（地震工学）が開始された。1992 年

から 1999 年にかけてはエジプトにおいても第三国研修（地震学）が開始された。目的はアフ

リカ諸国の参加者に対し地震学分野における知識・技術の収得、研究能力向上のための機会

を与えることであり、エジプト側の実施機関は国立天文地球物理研究所であった。 

 

表－７ 第三国研修（インドネシア第１期）派遣者一覧 

対象国 期 間 講 師 

インドネシア 

 

 

1982年（昭和57年） 

3月13日～4月20日 

梅村 魁、大塚 道夫、岸田 英明、渡部 丹 

石山 祐二、窪田 敏行、Sosrowinarso、Zen 

Boen、Wiratman、Tular 
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1983年（昭和58年） 

1月15日～2月25日 

大崎 順彦、松島 豊、石山 祐二、水野 二十一 

1984年（昭和59年） 

1月14日～2月24日 

吉見 吉昭、南 忠夫、石山 祐二、須藤 研 

1985年（昭和60年） 

1月12日～2月26日 

横山 泉、尾池 和夫、平石 久廣、石見 利勝 

服部 定育、須藤 研 

1986年（昭和61年） 

1月11日～2月23日 

青山 博之、滝野 文雄、八巻 昭、許斐 信三 

石山 祐二 

1987年（昭和62年） 

1月10日～2月22日 

寺本 隆幸、浅野 美次、八巻 昭、岡田 健良 

中田 慎介 

1988年（昭和63年） 

1月10日～2月21日 

菅野 忠、梅野 岳、中田 慎介、西山 功 

1989年（平成元年） 

1月14日～2月25日 

赤城 俊充、阿部 勝征、小谷 俊介、寺本 隆幸中

田 慎介、西山 功 

1990年（平成2年） 

1月15日～3月9日 

阿部 勝征、西川 孝夫、武田 寿一、堀川 冽 

中田 慎介、山口 修由 

1991年（平成3年） 

1月4日～2月26日 

中田 慎介、六車 煕 

 

                                

表－８ 第三国研修（エジプト）派遣者一覧 

対象国 期 間 講 師 

エジプト 1992年（平成4年） 

2月1日～2月29日 

村田 一郎、阿部 勝征、緑川 光正、須藤 研 

1993年（平成5年） 

1月16日～2月11日 

北川 良和、南 忠夫、本多 了、井上 公 

1994年（平成6年） 

1月8日～2月3日 

石山 祐二、阿部 勝征、石橋 克彦 

勅使川原 正臣 

1995年（平成7年） 

3月4日～3月31日 

瀬野 徹三、古屋 和男、松島 豊、末次 大輔 

1995年（平成7年） 

11月11日～12月7日 

鹿嶋 俊英、吉岡 祥一 

1996年（平成8年） 

11月9日～12月17日 

源栄 正人、久家 慶子 

1997年（平成9年） 

11月9日～11月22日 

横井 俊明、平出 務 

1999年（平成11年） 

2月21日～3月11日 

瀬戸 憲彦 
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３－４－３ 国際協力プロジェクトの例 

 

表－９ 地震防災分野における技術協力 

プロジェクト方式技術協力： 
（技術協力プロジェクト） 

インドネシア (80-86、07-10) 
ペルー (86-91、00-01) 

 メキシコ (90-97) 
 トルコ (93-00) 
 ルーマニア (02-07)  
 エルサルバドル 

ニカラグア 
(03-08、10-12) 
(10-13) 

ミニプロ： カザフスタン (00-03) 
研究協力： チリ (88-91、95-98) 
 エジプト (93-96) 
国際緊急援助隊： トルコ、台湾 (99) 
 アルジェリア (03) 
JICA 集団研修： 地震工学セミナー (79-00) 
 地震･耐震工学 (72-89、90-99、00-04、04-) 
 グローバル地震観測 (85-) 
 中国耐震建築 (09-12） 
 中南米耐震建築 (14-) 
第三国研修： エジプト (92-98) 
 メキシコ (97-01) 
 インドネシア (81-90、93-97、99-03) 
 ペルー (89-98、00-04) 
開発調査： イラン (98-04) 
 トルコ (01-02) 
 ネパール (00) 
 フィリピン (01) 
 アルジェリア (04) 
 インドネシア (04) 
 スリランカ (04) 
 モルディブ (04) 
 カザフスタン (07-09) 
 ペルー (08) 
 アルメニア (10-(12)) 
科学技術研究員派遣（JICA-
日本学術振興会（JSPS）連携

事業） 

 
ニカラグア 

 
(10-11) 
 

JST-JICA 地球規模課題対

応国際科学技術協力事業 
ペルー (09-14) 

 インドネシア (09-12) 
 チリ (11-15) 
 ネパール (16-21) 

 

（１）エジプト・アラブ共和国との技術協力 

国際協力事業団(JICA、現 国際協力機構)による地震防災協力「エジプトのプレート境界に

おける地震活動の評価」がエジプト・アラブ共和国の国立天文地球物理研究所（NRIAG）と

の間で 1993 年に開始された。本プロジェクトは 3 年計画で、シナイ半島南端部周辺に「無線
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テレメーターによる集中記録方式の地震観測網」を設置し、地震観測・震源決定・発震機構解

析及び地殻変動観測を行うものである。長期派遣専門家として横山泉北海道大学名誉教授（当

時）（初年度）と村上寛史氏（2・3 年度）を、短期派遣専門家として古川信雄地震情報解析

室長（当時）と井上公応用地震学室長（当時）他を派遣した。また、プロジェクト終了後の

1996 年 8 月からはフォローアップのために長期派遣専門家として藤井陽一郎茨城大学名誉教

授（当時）を派遣した。なお、国立天文地球物理研究所は、現在 UNESCO・IPRED のメンバ

ー機関である。 

 

（２）科学技術振興調整費多国間型国際共同研究「アジア・太平洋地域に適した地震・津波災害軽減

技術の開発とその体系化に関する研究(EqTAP)」 

この研究は、アジア・太平洋経済協力（APEC）の関連活動として APEC 地域の地震・津波

災害の特性を踏まえて、その発生から被害、さらに社会の災害対応までを理工学及び社会科学

の視点から考究し対応技術の開発を行い、さらに災害軽減のマスタープラン構築を目的として

行われた。1 年間の準備研究期間の後、1999 年に前期 3 年・後期 2 年の 5 年計画で始まった。

建築研究所は、国際地震工学部を中心とした所内プロジェクトチームを作って、「建築物を主

たる対象とする地震災害調査法」の研究を前期 3 年間担当した。APEC 地域での建築研究所の

個別共同研究相手機関は、中国建築科学研究院工程抗震研究所（CABR-IEE）、メキシコ国立

地震防災センター（CENAPRED）、メキシコ国立自治大学工学研究所（UNAM-II）、インドネ

シア気象庁（BMG）、インドネシア居住・地域開発住宅総局人間居住技術研究所（RIHST）で

あった。 

国内全参加研究機関とその共同研究相手機関の担当者を一同に集めての国際ワークショップ

が毎年（1998・1999 年度神戸、2000 年度マニラ）開催された他、研究テーマ別にワークショッ

プが実施された。建研担当分としては、2000 年度中国（昆明市）及びインドネシア（ジャカル

タ市）でのワークショップを実施した。 

この研究の成果として、”Guideline for Damage Survey Methods of Earthquake Disaster Related 

with Buildings and Houses”を編集・製本し、関係機関に配布した他、国際地震工学部（2001 年に

国際地震工学センターに改称）の WEB サイト(IISEE-NET)で公開した。 

なお、CENAPRED と RIHST は、現在 UNESCO・IPRED のメンバー機関である。 

 

（３）カザフスタン共和国との技術協力 

アルマティ市における地震防災及び地震リスク評価に関するモニタリング向上として、カザ

フスタン科学高等教育部地震研究所が先進的手法による地震データ収集、分析を継続的、効率

的に行えるようになるため、a.強震観測、b.高感度地震観測、c.GPS 観測分野での専門家チーム

派遣、研修員受入並びに必要な機材の供与等を通して人材育成を図るプロジェクトを 1999 年か

ら 2002 年まで実施した。 

長期派遣専門家として小宮山英明氏と須藤研東京大学生産技術研究所教授を、短期派遣専門

家として横井俊明応用地震学室長（当時）と鹿嶋俊英主任研究員・他を派遣した。また、研修

員受入については、一般コースに計８名の若手技術者・研究者を、又カウンターパート研修で

指導者層４名を受け入れた。 

なお、カザフスタン科学高等教育部地震研究所は、現在 UNESCO・IPRED のメンバー機関で
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ある。 

 

（４）ルーマニア共和国との技術協力 

JICA のプロジェクト方式技術協力「ルーマニア地震災害軽減計画プロジェクト」が 2002 年

に５ヶ年計画で開始された。本プロジェクトでは、ルーマニアに耐震構造実験用機材と強震観

測機材、土質実験・地盤調査装置を供与し、大地震発生による大災害が危惧される首都ブカレ

スト市で倒壊が予想される建築物の補修・補強方法の開発とその適用を目的としている。短期

派遣専門家として、古川信雄上席研究員（当時）と鹿嶋俊英主任研究員・他を派遣した。2002

年 10 月より 2004 年 9 月まで古川信雄上席研究員を派遣し、2004 年 9 月からは上之薗隆志国土

交通省国土技術政策総合研究所部付を、2006 年 9 月からは加藤博人国土技術政策総合研究所部

付を長期派遣している。また、1998 年以降 2007 年まで、ブカレスト工科大学と国立建築研究

所から研修員を一般コース等に受け入れた。ブカレスト工科大学は UNESCO・IPRED のメンバ

ー機関である。 

 

（５）エルサルバドル共和国との技術協力 

JICA のプロジェクト方式技術協力「エルサルバドル共和国耐震普及住宅の耐震普及技術改善

プロジェクト」が 2003年 12月に５ヶ年計画で開始された。本プロジェクトでは、低所得者向

け普及住宅として、ブロックパネル造、改良アドベ造、ソイルセメントブロックを用いた枠組

み組積造、コンクリートブロック造の４工法を取り上げ、それぞれについて材料及び構造実験

を実施して普及用の施工マニュアルを作成すること、および普及のためのモデル住宅の建設を

通した施工指導を行うことを目的としている。また、この成果を踏まえ、耐震住宅の実験研究

からその建設促進へと展開させるため、建築行政の強化や制度整備を主な内容とした「低・中

所得者向け耐震住宅の建築技術・普及体制改善プロジェクト」が 2009年に３年計画で開始され

た。2004年以降、エルサルバドル国立大学および中米大学から 9名の研修員を一般コース等に

受け入れた。 

なお、エルサルバドル国立大学は、現在 UNESCO・IPRED のメンバー機関であり、また、私立

ホセ・シメオン・カニャス中米大学と共に、中南米地震工学研修の終盤 2週間の在外補完研修

を担当している。 

 

（６）ニカラグア共和国との技術協力 

JICA のプロジェクト方式技術協力であるニカラグア国「地震に強い住居建設技術改善プロジ

ェクト」が、2010年 10月から３ヵ年計画で、ニカラグア国立工科大学（UNI）を現地側実施機

関として実施された。本プロジェクトは、建築材料の実験・研究を行う設備と実施体制の整備、

実施機関研究者の建築材料の実験・研究能力の向上、ニカラグア国内における一般住宅の建築

材料・建築工法に関する理解の促進、を通じて、ニカラグア国内での耐震性のある一般住宅の

建築材料・建築工法の開発、を目的としている。2010 年以降、ニカラグア国立工科大学から研

修員を通年研修に 1名受け入れている。 

また、科学技術研究員派遣（JICA-日本学術振興会（JSPS）連携事業）である「マナグア湖南

部流域におけるマルチ・ハザード調査研究」（研究代表者：箕輪親宏、防災科学技術研究所）

が、2010年 3 月から 2ヵ年計画で、ニカラグア国立自治大学地質地球物理研究所地球科学研究
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センター(CIGEO-IGG-UNAN)を現地側実施機関として実施された。短期派遣専門家として、事業

期間中に横井俊明上席研究員（当時）を現地指導・セミナーの為に 2 回（2010 年 9 月、2011

年 12 月）派遣した。加えて、同事業のフォローアップの為、2014 年 4 月に横井俊明センター

長及び 5 月に林田拓巳研究員を派遣した。2009 年以降 2014 年までに、同センターから研修員

を通年研修に 4名受け入れた。 

 

（７）ペルー共和国との技術協力 

 日本とペルーとの国際共同研究プロジェクト「ペルーにおける地震・津波減災技術の向上」

（JST-JICA地球規模課題対応国際科学技術協力事業、研究代表者：山崎文雄、千葉大学教授）

が 2009 年から 5カ年計画で実施された。建築研究所は日本側の研究協力機関として、建築物の

耐震診断・補強技術について斉藤大樹上席研究員（当時）が、津波予測と津波被害軽減につい

て藤井雄士郎主任研究員がそれぞれ参画している。2011年 9月には、藤井主任研究員がペルー

国リマ市における現地調査及びグループ会議、ワークショップ・シンポジウムに参加した。2012

年 8月には斉藤大樹上席研究員（当時）を CISMID創立 25周年記念シンポジウム他の為に派遣

した。また、技術協力の一環として津波シミュレーション講義演習を実施した。カウンターパ

ートは、日本・ペルー地震防災センター（CISMID）で UNESCO・IPRED のメンバー機関である。

2009 年以降 2014 年までに、同センターから研修員を通年研修に 8 名、カウンターパート研修

等に 3名受け入れた。 

 

（８）中華人民共和国との技術協力 

 2008 年 5 月 12 日に中国四川省で発生した地震被害を受け、日本政府の復興支援の一環と

して、構造設計者の耐震技術の向上を目的とする「耐震建築人材育成プロジェクト」が、地震

から 1年後の 2009年 5月 12日に開始された。本プロジェクトでは、専門家派遣、本邦研修及

び中国国内研修（現地研修）などの組み合せにより、JICA の技術協力プロジェクトとして実施

され、国土交通省、建築研究所等の協力により、2013 年までの 4ヵ年の予定で実施された。建

築研究所・国際地震工学センターは、本邦研修のうち「耐震設計、診断および補強コース」（通

称：中国耐震建築コース）を 2009年度から担当し、2012年には 6月 5日～7月 31日に最後の

第Ⅳ期研修コースを開催した。参加した研修員の総数は 72名である。 

 

（９）インドネシア共和国との技術協力 

日本とインドネシアとの国際共同研究プロジェクト「インドネシアにおける地震火山の総合

防災策」（JST-JICA地球規模課題対応国際科学技術協力事業、研究代表者：佐竹健治、東京大

学教授）が、2009年度から 3カ年計画で実施された。建築研究所からは日本側の研究協力機関

として、津波予測シミュレーションと被害予測について藤井雄士郎主任研究員が参画した。 

 

（１０）チリ共和国との技術協力 

 日本とチリとの国際共同研究プロジェクト「津波に強い地域づくり技術の向上に関する研

究」（JST-JICA 地球規模課題対応国際科学技術協力事業、研究代表者：富田 孝史、独立行政

法人港湾空港技術研究所アジア・太平洋沿岸防災研究センター副センター長）が、2011年度か

ら 4カ年の実施期間中に、現地側プロジェクト参加機関から研修員を通年研修に 1名受け入れ
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た。2015 年度から「中南米防災人材育成拠点化支援プロジェクト」が、チリ国を中南 米地域

での防災人材育成の拠点とし、その効率的かつ効果的な能力強化支援を行 うことを目標として

5 年計画で開始された。建築研究所からは、その準備期間で ある 2015 年 1 月及び実施期間中

2015 年 10 月に小豆畑上席研究員を派遣した。カウンターパート機関は、チリ政府公共事業省

及びカトリカ大学(PUC)である。な お、カトリカ大学は UNESCO・IPREDのメンバー機関である。 

(１１) アルジェリア共和国との技術協力

従来より、元研修生が多く所属する国立地震工学センター(CGS)との協力関係は 続いて

いたが、2014 年から 2年計画で、構造物耐震性強化プログラム「ＣＧＳ地 震工学実験所アド

バイザー」が実施中であり、国際地震工学センターでも通年研修への研修生受け入れにより

協力している。なお、国立地震工学センターは、 2016 年から、UNESCO・IPRED のメンバー機

関となる予定である。 

３－４－４ 帰国後の研修生に関する現状把握 

研修を終えた研修生が帰国後どのような活動をしているかを把握し、その意見を聞いてこれ

からの研修内容に役立てることは非常に大切なことである。今までも例えば国際地震工学セン

ターのスタッフや関係者が海外に出張するような場合は、その機会を利用し、必ず現地でなる

べく多くの研修生と懇談する場を設け、彼らについての状況把握に意を注いでおり、さらに調

査団の派遣及びセミナー等を通じて彼らとの交流を図っている。最も有効な方法は、国際地震

工学センターのスタッフがこの目的をもって現地を視察し、卒業生や関係者に会って、直接に

国の事情を調査し、要望を聞きとることである。  

このように、帰国研修生の実際の意見・要望等は今後の研修改善に大変参考になるものであ

ることから、フォローアップが行われていない地域に対しても早急な実施が期待される。また、

インターネット等を利用し、現地における関係各分野研究開発の現状と研修内容への要望事項

を随時把握するよう努力している。各地で大規模な地震災害が発生すると、すぐさま帰国研修

生から情報が送られてくるネットワークもできている。毎月ネット配信している IISEE ニュー

スレターは、双方向コミュニケーションを目指しており、IISEE の情報を発信すると共に、元

研修生からの投稿を奨励している。これにより博士号取得や出版情報等研修生の「今」の活躍

を知ることができる。

３－４－５ 途上国支援としての研修効果の把握 

研修を継続して実施していく上で、研修効果を定量的に把握することは重要である。IISEE

では、研修修了時に受講者へのアンケートを毎回実施し、研修効果の定量的把握に努めている。

また、途上国支援としての研修効果を測る手法の一つとして、帰国研修生の動向調査を随時行

っている。 

具体的には、帰国研修生に対し、研修の有益性とその具体的理由を確認するため、２０１０

―２０１１年にアンケートを実施した。当時の帰国研修生の総数は１，５２５名（重複参加者



 

- 72 - 

を含む）で回答者は３３７名であり、全体の８１％（２７２名）が有益であったと答えている。

国際地震工学研修の根幹をなす地震・地震工学・津波防災の１年コース（１９４名）を抽出し

て検討してみると、その内９１％（１７６名）が特に仕事をする上で有益であったと回答して

いる。有益と回答した者の具体的な仕事の内容としては、「地震ハザード評価等の国のプロジ

ェクトに従事した」（１２％）や「耐震基準の策定・改訂に従事した」（７％）、「地震被害

調査に従事した」（９％）であり、具体的ではないが、「研究・仕事の基礎的知識として有益

である」（３０％）、「業務に適用している」（２３％）となっている。これらの結果から、

途上国の人材を育成し、当該国の地震・津波防災分野の発展に貢献するという本研修の目標は

確実に達成されつつあるといえる。 

 

上記のアンケートの結果を念頭に、２０１４年８月に再度帰国研修生に対するアンケートを

実施した。今回のアンケートでは、帰国研修生が、①研修経験を活かす機会が提供されている

か、②途上国のどの分野で活躍しているのか、③研修成果が仕事に役だっているか、また、④

将来も本研修に期待をしているかどうか、の４点を質問し、定量的に本研修の成果と将来の展

望を探ることを目的として実施した。具体的な問いとその結果を表―１０に掲載する。 

対象は１９６０年から２０１４年３月までの参加者１，６１８名である。アンケート送付者

は８６１名、回答者は３２７名であった。回答率は３８％である。 

①の回答から、９０％の研修生は、帰国後も研修で学んだ地震学・地震工学・津波防災の分

野の知識を活かした職業に携わっていることがわかり、同分野の人材育成という目的が達成さ

れていると言える。また、②の回答では、５０年を越える歴史を反映し、退職者や複数の職業

を歴任した者も多く、複数回答を可とした。国の機関に所属している者が回答者の約半数を占

めており、約半数の研修生が帰国後すぐに国の施策に貢献できる体制にあることがわかる。ま

た、２番目に多いのは、当該国で専門家育成に携わる大学の教官である。専門家の少ない途上

国において、大学は教育機関であるとともに専門家集団としての役割を果たしている場合が多

い。③は、研修で得た結果が帰国研修生にとってどのように意味を持つかを調査するもので、

回答は、非常に役にたっている（６５％）、役にたっている（３４％）の合計が９９％という

結果であった。これにより帰国研修生にとっては、１年という短い期間ではあるが、本研修で

得たものは、その後の職業人としての基盤となっていることが認められる。④の回答では、９

９％の帰国研修生が同僚等に本研修の受講を勧めている。本研修に参加した研修生が研修の有

効性を認め、今後も継続して本研修に当該国から参加者を送りたいという意向が確認できる。 

これらアンケートの結果、本研修が各国の専門家育成に大きく貢献してきたこと、そして将

来的にも本研修に対する期待が大きいことがわかった。 

 

国際地震工学センターは、上記のように研修の評価を定量的に把握する努力を行うとともに、

同時に、本研修の未来を描く必要がある。研修に求められていることは時代と共に、また、社

会環境の変化とともに変わっていく。必要な研修を必要なレベルで必要な人々に実施していく

ためには、各国のおかれている状況、要望等を随時聞き取って魅力ある研修に変えていく努力

が必要である。これらはアンケートではなかなか拾えない場合も多く、そのため、国際地震工

学センターのスタッフは、国際会議参加、調査団派遣、セミナー講師等あらゆる機会を利用し

て帰国研修生や各国地震・津波防災関係者と情報交換を行っている。国際地震工学センターは、
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途上国への貢献策として実施している研修の適正さをあらゆる角度から検証しつつ、本研修を

実施している。 

 

表－１０ 帰国研修生アンケート（途上国支援としての研修効果の定量的把握） 

 

・調査期間：２０１４年７月～８月 

・調査対象者：１９６０年～２０１４年３月までの帰国研修生１，６１８名（重複者を 

１人と数えると１,４８５名）のうち、故人及び mail address不明者を除 

いた８６１名。 

・調査方法：電子メール 

・回答数：３２７名。回答率は３８％。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〈質問〉 
① 地震学、地震工学、津波防災といった IISEE の研修分野に関連した業務に就いていますか（いましたか）？ 

a. はい b. いいえ c. どちらともいえない 
② どのような種類の組織に属していますか（いましたか）？ 

a. 国（中央政府）の機関 b. 地方政府 
c. 国際機関 d. 公的機関 
e. 大学 f. 民間会社 
g. NGO, NPO h. 自営業者 
i. その他  

③ IISEE の研修成果は業務に役にたっていますか？ 
a. 大変役にたっている b. 役にたっている 
c. 役にたっていない d. どちらとも言えない 

④ IISEE の研修事業を同僚や他の人々に勧めたいとおもいますか？ 
a. はい b. いいえ c. どちらともいえない 

 

 

 

 

項目 人数 

帰国研修生 1,618 

帰国研修生（重複参加者を 1人と数える） 1,485 

物故者 75 

mail address不明者 549 

mail 送付者 861 

回答者 327 
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①地震学、地震工学、津波防災といった IISEE の研修分野に関連した業務に就いています

か（いました）？ 
 

  

  

図１:① IISEE の研修分野に関連した業務に就いている者の割合 

 

 

 

②どのような種類の組織に属していますか（いましたか）？(複数回答可） 
  

 

図 2: ②所属組織の種類別割合 
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③IISEE の研修成果は業務に役にたっています

か？ 
  

④IISEE の研修事業を同僚や他の人々に勧めたいと思い

ますか？  

 

 

 

 

図 3: ③研修成果が業務上役にたっている割合 図 4: 研修を同僚や他の人々に推薦したい割合 
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, 2012

518-FrJ.Frechet,M.Meghr
aoui, M.Stucchi
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, 2016

518-Ku熊本日日新聞社 平成28年熊本地震　発生から二週間の記録 , 2016
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8: 言語

830-Gジーニアス英和・和英辞典 , 

9: 文学

94-EThe Overseas 
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Development 
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Technical Standards and Commentaries for Port and 
Harbour Facilities in Japan
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Abstract Journal in Earthquake Engineering [NISEE, EERC, Univ. of California at Berkeley] United States

Abstracts of the Institute of Earthquake Engineering and Engineering Seismology [Institute of 
Earthquake Engineering and Engineering Seismology, University "St. Cyril and Methodius"]

Macedonia

Ace Architecture and Civil Engineering [日本建設業連合会] Japan

ACI Structural Journal [American Concrete Institute] United States

Acta Geophysica Polonica [Institute of Geophysics, Polish Academy of Sciences] Poland

Acta Geophysica Sinica [Chinese Geophysical Society] China

Acta Seismologica Sinica [Seismological Society of China] China

Acta Seismologica Sinica: English edition [Seismological Society of China] China

AGSO Research Newsletter [Australian Geological Survey Organization] Australia

AIST　Today [独立行政法人　産業技術総合研究所] Japan

ALIA News [リビィングアメニティ協会] Japan

Annual Record [Department of Earth Sciences, Univ. of Cambridge] U. K.

Annual Report [Woods Hole Oceanographic Institution] United States

Annual Seismological Bulletin of the National Seismological Network [National Seismological 
Observatory Center, Republic of Yemen]

Yemen

AUS･GEO News [Australian Geological Survey Organisation] Australia

Australian Journal of Earth Sciences [Geological Society of Australia Inc.] Australia

Boletin Tecnico del IMME [Universidad Central de Venezuela, Facultad de Ingenieria, IMME] Venezuela

BRI Research Paper [Building Research Institute] Japan

Bulgarian Geophysical Journal [Bulgarian Academy of Sciences] Bulgaria

Bulletin des Laboratoires des Ponts et Chaussees [Laboratoire Central des Ponts et Chaussees] France

Bulletin of the Institute of Earth Sciences [Institute of Earth Sciences, Academia Sinica] Taiwan

Bulletin of the International Institute of Seismology and Earthquake Engineering [International 
Institute of Seismology and Earthquake Engineering, Building Research Institute]

Japan

Bulletin of the New Zealand National Society for Earthquake Engineering [New Zealand National 
Society for Earthquake Engineering]

New Zealand

Bulletin of the Seismological Society of America [Seismological Society of America] United States

Civil Engineering [ASCE] U.S.A.

Country report for group training course in earthquake engineering （地震工学セミナー）　 [Japan 
International Cooperation Agency]

Japan

Country report for group training course in global seismological observation （グローバル地震観測）　 
[Japan International Cooperation Agency]

Japan

Country report for group training course in seismology and earthquake engineering （地震・耐震工学）
　耐震工学コース [Japan International Cooperation Agency]

Japan

Country report for group training course in seismology and earthquake engineering （地震・耐震工学）
　地震コース [Japan International Cooperation Agency]

Japan

CRREL Report [U.S. Army Corps of Engineers Cold Regions Research & Engineering Laboratory] United States

Cruise Report [Geological Survey of Japan] Japan

DPRI Newsletter [京都大学防災研究所] Japan
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Earth, Planets and Space [Terra Scientific Publishing] Japan

Earthquake Engineering & Structural Dynamics [Wiley] United States

Earthquake Hazard Centre Newsletter [Earthquake Hazard Centre] New Zealand

Earthquake Spectra [Earthquake Engineering Research Institute] United States

EERC Report [Earthquake Engineering Research Center, Univ. of California at Berkeley] United States

EERG Report [Department of Civil Engineering, Tokyo Institute of Technology] Japnan

EOS [American Geophysical Union] United States

Explorations [Scrippts Inst. of Oceanography, Univ. of California San Diego] United States

Forefront [College of Engineering, Univ. of California at Berkeley] United States
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INLAND EARTHQUAKE　/　内陸地震NEILU DIZHEN [Seismological Bureau of Xinjiang Uygur 
Autonomous Region]

Xinjiang Uygur 
Autonomous Region

Izvestiya Russian Academy of Sciences [Russian Academy of Sciences] Russia

JICA's World [独立行政法人　国際協力機構] 日本

Journal of Composites for Construction [American Society of Civil Engineers  Materials Enginerring 
Division]

USA

Journal of Earth and Planetary Sciences, Nagoya University [名古屋大学理学部地球惑星科学科理学
研究科地球惑星理学専攻]

Japan

Journal of Earthquake Engineering [Imperial College Press] United Kingdom

Journal of Engineering Mechanics [American Society of Civil Engineers] United States

Journal of Geophysical Research ( Series B ) [American Geophysical Union] United States

Journal of Geotechnical and Geoenvironmental Engineering [American Society of Civil Engineers] United States

Journal of Physics of the Earth [Center for Academic Publications Japan] Japan

Journal of Research [Public Works Research Institute, Ministry of Construction] Japan

Journal of Seismology [Springer] U.S.A

Journal of Seismology and Earthquake Engineering [International Institute of Earthquake Engineering 
and Seismology, IIEES]

Iran

Journal of Structural Engineering [American Society of Civil Engineers] United States

- 79    -



誌名 [ 出版者 ]

Journal of the Geological Society of China [Geological Society of China and Institute of Earth 
Sciences, Academia Sinica]

Taiwan

JSSC: Japanese Society of Steel Construction [日本鉄鋼造協会] Japan

monthly Jica [jica] Japan

National Assembly Library Review [National Assembly Library, Republic of Korea] Korea

Natural Hazards Review [ASCE] United States

nature [Nature Japan] United States

NCEER Bulletin [National Center for Earthquake Engineering Research] United States

New Publications of the U.S. Geological Survey [U.S. Department of the Interior Geological Survey] United States

Newsletter [Earthquake Engineering Research Institute] United States

Oceanus [Woods Hole Oceanographic Institution] United States

PC Magazine United States

PEER Report [Pacific Earthquake Engineering Research Center, Univ. of California at Berkeley] United States
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国際地震工学研修のあゆみ [独立行政法人建築研究所　国際地震工学センター] Japan

国土交通政策研究 [国土交通省 国土交通政策研究所] JAPAN

国土地理院時報 [建設省国土地理院] Japan

五洋建設技術研究所年報 [五洋建設技術研究所] Japan

埼玉大学工学部建設系研究報告 [埼玉大学工学部] Japan

埼玉大学工学部地盤水理実験施設年報 [埼玉大学工学部地盤水理実験施設] Japan

GSJ 地質ニュース [国立研究開発法人産業技術総合研究所　] Japan

地震 [日本地震学会] Japan

地震・火山月報（カタログ編） [気象庁] Japan

地震ジャーナル [地震予知総合研究振興会] Japan

地震年報 [気象庁] Japan

地震本部ニュース [地震調査研究推進本部事務局] Japan

地震予知研究センター研究成果集 [京都大学防災研究所地震予知研究センター] Japan

Journal of Seismology [Springer] USA

震災予防 [震災予防協会] Japan

生産研究 [東京大学生産技術研究所] Japan

セメント・コンクリート [セメント協会] Japan

大成建設技術研究所報 [大成建設技術研究所] Japan

竹中技術研究報告 [竹中工務店] Japan

地磁気観測所要報 [気象庁地磁気観測所-柿岡] Japan

地質調査研究報告 [産業技術総合研究所地質調査総合センター] Japan

地質と調査 [土木春秋社] Japan

地質ニュース [通商産業省工業技術院地質調査所] Japan

中部大学工学部紀要 [中部大学工学部] Japan

東急建設技術研究所報 [東急建設] Japan

東京大学地震研究所彙報 別冊 [東京大学地震研究所] Japan

Bulletin of the Earthquake Research Institute, Univ. of Tokyo [東京大学地震研究所] Japan

東京大学地震研究所広報 [東京大学地震研究所] Japan
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東京大学地震研究所年報 [東京大学地震研究所] Japan

東京大学地震研究所要覧 [東京大学地震研究所] Japan

東京大学生産技術研究所報告 [東京大学生産技術研究所] Japan

長岡技術科学大学 言語・人文科学論集 [長岡技術科学大学] Japan

長岡技術科学大学研究レビュー [長岡技術科学大学] Japan

日経コンストラクション [日経BP社] Japan

日経Linux [日経BP社] Japan

日本建築学会環境系論文集 [日本建築学会] Japan

日本建築学会技術報告集 [日本建築学会] Japan

日本建築学会計画系論文集 [日本建築学会] Japan

日本建築学会構造系論文集 [日本建築学会] Japan

日本地震学会広報紙なゐふる [日本地震学会] Japan

日本地震学会ニュースレター [日本地震学会] Japan

防災科学技術研究所年報 [防災科学技術研究所] Japan

防災科学技術(研究所)研究資料 [防災科学技術研究所] Japan

保全技術研究所年報 [建築保全センター保全技術研究所] Japan

北海道大学地球物理学研究報告 [北海道大学理学部地球物理学教室] Japan

前田建設技術研究所報 [前田建設] Japan

松代群発地震資料報告 [松代地震センター] Japan

mundi [JICA] Japan

明星大学研究紀要　－理工学部 [明星大学] Japan

EDM (Earthquake Disaster Mitigation Research Center, RIKEN) Annual Report [理化学研究所　地震
防災フロンティア研究センター]

Japan

歴史地震 [歴史地震研究会] Japan

洋雑誌 94誌

和雑誌 87誌

国内発行洋雑誌 20誌

購入 50誌

寄贈 148誌

総数 201誌
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Algeria

Bulletin Sismologique (Centre de Recherches d'Astronomie, d'Astrophysique et de Geophysique)

Algerie

Activite Sismique (The Seismological Data Bank Office, Ministere de I'interieur Centre de Recherche en Astronomie 
Astrophysique et Geophysique, CRAAG)

Arab Republic of Egypt

Egyptian Seismological Bulletin (State Ministry of Scientific Research National Researach Institute of Astronomy and 
Geophysics (NRIAG),  Egyptian National Seismic Network (ENSN))

India

Bulletin (Government of India Bhabha Atomic Research Centre, Seismic Array Station)

Japan

FRONTIER RESEARCH ON EARTH EVOLUTION (Institute for Frontier Research on Earth Evolution (IFREE), Japan 
Marine Science and Technology Center)

Japan University Network Earthquake Catalog (Earthquake Research Inst., Univ. of Tokyo)

JARE Data Reports (National Inst. of Polar Research)

Seismological Bulletin of Abuyama Seismological Observatory (Abuyama Seismological Observatory, Kyoto University)

Strong-Motion Earthquake Records in Japan (National Research Institute for Earth Science and Disaster Prevention)

火山報告 (気象庁)

気象要覧 (気象庁)

強震観測報告 (気象庁)

地磁気観測所報告 (気象庁地磁気観測所-柿岡)

地震・火山月報(カタログ編) (気象庁)

地震・火山月報(防災編) (気象庁)

地震観測報告 (気象庁精密地震観測室)

地震機動観測実施報告 (気象庁地震火山部)

地震予知連絡会会報 (建設省国土地理院)

北海道地域火山機動観測実施報告 (札幌管区気象台)

New Zealand

New Zealand Seismological Report (Institute of Geological & Nuclear Sciences)

Saudi Arabia

Bulletin (King Saud University, Seismic Studies Center)

Sweden

Seismological Bulletin; Uppsala, Kiruna, Umea, Uddeholm, Delary, and Myrviken (Seismological Department, Uppsala 
University)

Taiwan

Seismological Bulletin; 地震季報 (Central Weather Bureau, Inst. of Earth Sciences, Academia Sinica)

United Kingdom

Bulletin of the International Seismological Centre (International Seismological Centre)

Regional Catalogue of Earthquakes (International Seismological Centre)

United States

Earthquake Data Report (U.S. Department of the Interior, Geological Survey)

Preliminary Determination of Epicenters (U.S. Department of the Interior, Geological Survey)

Preliminary Determination of Epicenters, Monthly Listing (U.S. Department of the Interior, Geological Survey)
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	試験は、地震学・地震工学・津波コースとも基礎的な10科目において行われる。このうち5科目以上の試験に合格し、かつ、個人研修レポートを提出した者には研修のDiplomaが与えられる。
	さらに、永年の懸案であった学習意欲及び研修効果の向上を目的とした通年研修修了生への修士号学位の授与について、政策研究大学院大学、JICA及び建築研究所との間での合意に基づき、2005-2006年の通年研修から修士プログラムを導入した。これにより、通年研修の研修生は所要の単位を修得して修士論文を提出し審査にとおれば、修士号(Master of Disaster Mitigation)を取得できるようになり、2006年9月、通年研修を受講した19名の研修修了生に初めての「修士号」学位を授与した。なお...

	25済：後藤 p38【図1】組織と職員
	Sheet3

	25済：後藤 p39【図2】国際地震工学研修会議・部会
	26済：横井p42-49【3-2-1】研修事業の歩み
	国際地震工学研修所の設立計画が始まったのは、地震災害の頻発する開発途上国から、地震学や地震工学を学びに日本を訪れる若い研究者や技術者が目立って増え出した1950年代終りの1959年である。1960年(昭和35年) 7月に東京で開催される第2回世界地震工学会議を契機として、これまで個々に来日していたこれらの若い研究者や技術者をまとめて研修する必要性と意義が、国内外の地震学・地震工学の指導的研究者の間で論ぜられるようになった。こうして、1960年3月に協力機関長ならびに土木・建築・地震学会長を委員と...
	日本が自主的に始めた研修事業は関係各国の反響を呼び、他の国からも研修生を参加させたいという多くの申し出がなされた。そこで、この研修事業を恒久的なものにする必要性が国内外の地震学・地震工学関係者の間で議論されるようになった。恒久化のため、科学技術、外務、文部、運輸、建設その他関係省庁間の会議が何回となく開かれ、この問題の具体策が検討された結果、建設省建築研究所(所長：竹山謙三郎)が担当となって、新しくこの研修のための組織 (国際地震工学部)を同研究所内（東京都新宿区百人町）に設けて、この事業に当た...
	1962年（昭和37年）1月には国際地震工学部が発足した。第2回目の研修の後半から国際地震工学部の施設を使って歩み始めることとなり、同年6月に設立された海外技術協力事業団が、以後これを支えて行くこととなった。1963年開始の第3回研修からは、毎年9月開催の一年間コースとなった。
	このように、1960年代初めには、開発途上国に対する地震学と地震工学関係の研修事業が国内で着実に足場を固めつつあった。一方、国際連合(国連)では、経済社会理事会の創立当初から、地震及びそれに伴う津波などによる人的・物的資源の大きな損失を防ぐために、地震学と地震工学分野での国際協力が必要であるとの認識を強めていた。この時期、イラン、モロッコ、チリなどで起こった大地震により被害が続出したことを契機として、1960年(昭和35年)7月の国連経済社会理事会は、震災防護のための国際的な協力を各国へ強く要請...
	この協定に基づく実行計画によると、5カ年間に、日本政府は海外技術協力事業団の奨学金によって78名、ユネスコは国連特別基金によって53名、計131名の研修生を招聘する。日本政府は研修所のための土地建物、研修実習機材、職員の俸給、外来講師の謝金、その他の運営費を負担する。ユネスコは外来講師14名の招聘、外国製の地震計その他の機械、外国図書等を供給する。負担額は5年間で日本側約3億8千万円、ユネスコ側約2億9千万円であった。
	こうして日本政府とユネスコによる共同事業が、1963年(昭和38年)9月から5カ年計画で始まり、上記建設省建築研究所国際地震工学部（国際地震工学研修所(International Institute of Seismology and Earthquake Engineering, 略称IISEE)）がその受け入れ機関となった。
	歴史的にいえば、東大生産技術研究所で始まり建設省建築研究所が引き継いだ我が国だけの自主的な研修事業の期間(1960年(昭和35年)7月～1963年(昭和38年)8月)を第一期、ユネスコとの共同事業の期間(1963年(昭和38年)9月～1968年(昭和43年)8月)を第二期とすることができよう（表-3）。
	３－２－２　第１次の共同事業　(1963年(昭和38年)9月～1968年(昭和43年)8月)
	この期間に、毎年2～3名ずつ計14名の専門家がユネスコから派遣されて研修事業に参画した(表-4A)。彼等は、それぞれの国における地震学と地震工学に関する豊富な学識と指導経験とを生かして日本側の数少ないスタッフとあらゆる面で協力し、すばらしい研修成果をあげた。これは誰もが初めからこの研修の意義について驚く程の認識を持っていたためで、その熱心さにはむしろ圧倒されるものがあった。そして彼等の存在は単に研修上のみでなく、IISEEのスタッフを始め、外部から講師として来られる日本の多くの研究者たちとの交流...
	国連と日本政府とのこの研修事業の実行計画の中に顧問会議の項がある。それによると「研修所の科学的及び技術的総合計画は、実施機関及び政府が任命するそれぞれ三人の上級顧問から構成する顧問会議により定期的に審査を受けなければならない。」とある。第1次5カ年計画で任命された顧問は、日本政府側では和達清夫博士、武藤清博士、那須信治博士、ユネスコ側からはDr. Stoneley（英） Dr. G.W.Housner (米) Dr. V.Y.Riznichenko (ソ連) であった。第1回目が1963年(昭和...

	実はこの勧告を待つことなく、1965年(昭和40年)末、引き続き援助する意志がユネスコ側から示されていた。この年、建築研究所を視察したユネスコ総長のRene Maheu氏は、この事業がユネスコがいろいろな国と共同で行っている事業の中ではもっとも成功しているものの1つであることを認め、もし日本政府が希望するならば、ユネスコは国連に対してこの計画の継続を申し入れることを事務当局に検討させたいとの見解を表明したのである。これを受けて日本側でも直ちに関係機関、関係省庁間の会議がもたれ、引き続き建設省建築...
	第Ⅱ期の終わりには、国際地震工学研修事業はその開始から40年近くが経ち、研修修了者は延べ1000人を超えた。国際協力事業団の10年毎の定期的事業見直しにおいて、通年研修について「当初の目的は既に達したのではないか?」と本研修事業の必要性が論ぜられるようになり、建設省建築研究所国際地震工学部でも本研修事業を継続するかどうかも含めて見直しを行なった。
	本研修事業を含めた日米等先進国からの長年の継続的な技術支援・資金援助にもかかわらず、依然として開発途上国で大きな地震災害は頻発しており、このため本研修事業に対する開発途上国からの期待とニーズは大きい、との統計資料やニーズ調査結果に基づく判断により本研修事業は継続することとなった。研修内容に関しては、最近の要望事項のうち最も多いものが、通年研修の地震防災に直結する分野の講義の増加であった。この分野は地震学及び地震工学両分野の境界に位置するため、従来のカリキュラムの枠内では、十分な時間をとるのが困難で...
	2001年1月より建設省は運輸省、北海道開発庁、国土庁等と統合され国土交通省として新たな組織へと生まれ変わり、建築研究所も国土交通省建築研究所となった。
	さらに、建築研究所は2001年4月より独立行政法人建築研究所となり、新たな一歩を踏みだした。国際地震工学部も名称を国際地震工学センターとし、再スタートを切った。
	2001年8月には、政府の行財政改革に伴い外務省が実施した研修事業の見直しにおいて、1980年から21年間続いてきたセミナーコースがやむなく廃止された。
	2002年（平成14年）で国際地震工学研修は40周年を迎えた。これを記念し2003年11月28日に東京都永田町の星陵会館に176名の参加者をえて、国際地震工学研修四十周年記念講演会を開催した。本講演会においては、国際地震工学研修事業四十年の歴史と研修効果を振り返り、また開発途上国の地震防災技術における課題やニーズを踏まえ、今後の開発途上国に対する技術協力や研修効果を更に高めるための方策を探ることを目的として、途上国における地震防災の現状と課題、地震防災に関連する国際協力活動と今後の方向と題して、講...
	地震・耐震工学コース研修の第Ⅲ期の最終年である2003年（平成15年）には、国際協力事業団（JICA）による研修事業の5年毎の見直しを受け、地震防災政策に関する講義を追加した新たな「地震・耐震・防災工学」コースとして継続することとなった。新しいコースでは、地震学や地震工学に関する高度な技術を修得し、これを活用・普及していける地震防災行政能力を併せ持つことにより、技術の企画・指導・普及ができる高度な人材の養成を目的としている。そのため、防災政策マネジメント、地域・都市防災計画、防災関連プロジェクト...
	さらに、永年の懸案であった通年研修修了生への修士号学位の授与について、政策研究大学院大学、JICA及び建築研究所との間で、漸く合意に達し、2005-2006年の通年研修から修士プログラムを導入することになった。これにより、通年研修の研修生は所要の単位を修得すれば、1年間の研修で修士号(Master of Disaster Mitigation)を取得できるようになり、2006年（平成18年）9月、19名の通年研修了生に初めての「修士号」学位を授与した。
	2004年（平成16年）スマトラ沖地震により発生した甚大な津波被害に鑑み、津波災害の被害を軽減するため、2006-2007年（平成18年～19年）の研修から、「津波防災コース」を新たに修士プログラムに加えて実施することとなった。こなお、この年の通年研修から修士号の名称がMaster of Disaster Managementに変更された。
	このように、当センターの研修事業は、通年研修の修士プログラムとの連携継続、グローバル地震観測コース及び中南米地震工学コースの継続と、着実な歩みを続けている。
	当センターは、これからも社会的・国際的なニーズに対して、最新の知見と技術を確実に取り入れることにより、さらなる研修内容の充実と効率化を進めて行く、また、研修事業・国際技術協力プロジェクト・開発途上国を舞台とした調査研究の3者を通じて培われる世界的な専門人材ネットワークと集積されていく情報を建築研究所のみならず、日本さらには世界中から有効利用して貰える、加えて国内外の機関・研究者・技術者の支援を集められる、そういうハブ機関としての機能を充実させていくことで、開発途上国の地震・津波災害軽減に必要な活動...
	最後に、本研修事業に対し、惜しみないご協力とご支援を頂いている研究所内外の皆様にこの場を借りて御礼申し上げる。

	26済：後藤 p40【表-1】 国際地震工学研修・普及会議委員
	委員名簿_編集中

	26済：後藤 p41【表-2】カリキュラム部会委員
	H28カリキュラム部会委員名簿

	27済：横井p50-51【表-3】 国地震工学研修の歩み（年表）_vol.41
	vol.41_印刷用

	28済：藤沼 佐藤（変更無→）p52-53【表-4】ユネスコから派遣された専門家
	29済：難波 p54【表-5】研修生地図
	30済：難波 p55【表-5】(1)
	201609

	31済：難波 p56-57【表-5】(2)研修修了生の数
	研修修了生の数_201609


	名称未設定

	32済：山下分のみp58-59【3-3】修士プログラム
	33済：横井p58-61【3-3】修士プログラム 講義カリキュラムの内容_小豆畑修正
	34済：横井p62-72【3-4】その他の研修事業関連活動
	（２）科学技術振興調整費多国間型国際共同研究「アジア・太平洋地域に適した地震・津波災害軽減技術の開発とその体系化に関する研究(EqTAP)」
	この研究は、アジア・太平洋経済協力（APEC）の関連活動としてAPEC地域の地震・津波災害の特性を踏まえて、その発生から被害、さらに社会の災害対応までを理工学及び社会科学の視点から考究し対応技術の開発を行い、さらに災害軽減のマスタープラン構築を目的として行われた。1年間の準備研究期間の後、1999年に前期3年・後期2年の5年計画で始まった。建築研究所は、国際地震工学部を中心とした所内プロジェクトチームを作って、「建築物を主たる対象とする地震災害調査法」の研究を前期3年間担当した。APEC地域での建...
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	この研究の成果として、”Guideline for Damage Survey Methods of Earthquake Disaster Related with Buildings and Houses”を編集・製本し、関係機関に配布した他、国際地震工学部（2001年に国際地震工学センターに改称）のWEBサイト(IISEE-NET)で公開した。
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	国際地震工学研修所の設立計画が始まったのは、地震災害の頻発する開発途上国から、地震学や地震工学を学びに日本を訪れる若い研究者や技術者が目立って増え出した1950年代終りの1959年である。1960年(昭和35年) 7月に東京で開催される第2回世界地震工学会議を契機として、これまで個々に来日していたこれらの若い研究者や技術者をまとめて研修する必要性と意義が、国内外の地震学・地震工学の指導的研究者の間で論ぜられるようになった。こうして、1960年3月に協力機関長ならびに土木・建築・地震学会長を委員と...
	日本が自主的に始めた研修事業は関係各国の反響を呼び、他の国からも研修生を参加させたいという多くの申し出がなされた。そこで、この研修事業を恒久的なものにする必要性が国内外の地震学・地震工学関係者の間で議論されるようになった。恒久化のため、科学技術、外務、文部、運輸、建設その他関係省庁間の会議が何回となく開かれ、この問題の具体策が検討された結果、建設省建築研究所(所長：竹山謙三郎)が担当となって、新しくこの研修のための組織 (国際地震工学部)を同研究所内（東京都新宿区百人町）に設けて、この事業に当た...
	1962年（昭和37年）1月には国際地震工学部が発足した。第2回目の研修の後半から国際地震工学部の施設を使って歩み始めることとなり、同年6月に設立された海外技術協力事業団が、以後これを支えて行くこととなった。1963年開始の第3回研修からは、毎年9月開催の一年間コースとなった。
	このように、1960年代初めには、開発途上国に対する地震学と地震工学関係の研修事業が国内で着実に足場を固めつつあった。一方、国際連合(国連)では、経済社会理事会の創立当初から、地震及びそれに伴う津波などによる人的・物的資源の大きな損失を防ぐために、地震学と地震工学分野での国際協力が必要であるとの認識を強めていた。この時期、イラン、モロッコ、チリなどで起こった大地震により被害が続出したことを契機として、1960年(昭和35年)7月の国連経済社会理事会は、震災防護のための国際的な協力を各国へ強く要請...
	この協定に基づく実行計画によると、5カ年間に、日本政府は海外技術協力事業団の奨学金によって78名、ユネスコは国連特別基金によって53名、計131名の研修生を招聘する。日本政府は研修所のための土地建物、研修実習機材、職員の俸給、外来講師の謝金、その他の運営費を負担する。ユネスコは外来講師14名の招聘、外国製の地震計その他の機械、外国図書等を供給する。負担額は5年間で日本側約3億8千万円、ユネスコ側約2億9千万円であった。
	こうして日本政府とユネスコによる共同事業が、1963年(昭和38年)9月から5カ年計画で始まり、上記建設省建築研究所国際地震工学部（国際地震工学研修所(International Institute of Seismology and Earthquake Engineering, 略称IISEE)）がその受け入れ機関となった。
	歴史的にいえば、東大生産技術研究所で始まり建設省建築研究所が引き継いだ我が国だけの自主的な研修事業の期間(1960年(昭和35年)7月～1963年(昭和38年)8月)を第一期、ユネスコとの共同事業の期間(1963年(昭和38年)9月～1968年(昭和43年)8月)を第二期とすることができよう（表-3）。
	３－２－２　第１次の共同事業　(1963年(昭和38年)9月～1968年(昭和43年)8月)
	この期間に、毎年2～3名ずつ計14名の専門家がユネスコから派遣されて研修事業に参画した(表-4A)。彼等は、それぞれの国における地震学と地震工学に関する豊富な学識と指導経験とを生かして日本側の数少ないスタッフとあらゆる面で協力し、すばらしい研修成果をあげた。これは誰もが初めからこの研修の意義について驚く程の認識を持っていたためで、その熱心さにはむしろ圧倒されるものがあった。そして彼等の存在は単に研修上のみでなく、IISEEのスタッフを始め、外部から講師として来られる日本の多くの研究者たちとの交流...
	国連と日本政府とのこの研修事業の実行計画の中に顧問会議の項がある。それによると「研修所の科学的及び技術的総合計画は、実施機関及び政府が任命するそれぞれ三人の上級顧問から構成する顧問会議により定期的に審査を受けなければならない。」とある。第1次5カ年計画で任命された顧問は、日本政府側では和達清夫博士、武藤清博士、那須信治博士、ユネスコ側からはDr. Stoneley（英） Dr. G.W.Housner (米) Dr. V.Y.Riznichenko (ソ連) であった。第1回目が1963年(昭和...

	実はこの勧告を待つことなく、1965年(昭和40年)末、引き続き援助する意志がユネスコ側から示されていた。この年、建築研究所を視察したユネスコ総長のRene Maheu氏は、この事業がユネスコがいろいろな国と共同で行っている事業の中ではもっとも成功しているものの1つであることを認め、もし日本政府が希望するならば、ユネスコは国連に対してこの計画の継続を申し入れることを事務当局に検討させたいとの見解を表明したのである。これを受けて日本側でも直ちに関係機関、関係省庁間の会議がもたれ、引き続き建設省建築...
	第Ⅱ期の終わりには、国際地震工学研修事業はその開始から40年近くが経ち、研修修了者は延べ1000人を超えた。国際協力事業団の10年毎の定期的事業見直しにおいて、通年研修について「当初の目的は既に達したのではないか?」と本研修事業の必要性が論ぜられるようになり、建設省建築研究所国際地震工学部でも本研修事業を継続するかどうかも含めて見直しを行なった。
	本研修事業を含めた日米等先進国からの長年の継続的な技術支援・資金援助にもかかわらず、依然として開発途上国で大きな地震災害は頻発しており、このため本研修事業に対する開発途上国からの期待とニーズは大きい、との統計資料やニーズ調査結果に基づく判断により本研修事業は継続することとなった。研修内容に関しては、最近の要望事項のうち最も多いものが、通年研修の地震防災に直結する分野の講義の増加であった。この分野は地震学及び地震工学両分野の境界に位置するため、従来のカリキュラムの枠内では、十分な時間をとるのが困難で...
	2001年1月より建設省は運輸省、北海道開発庁、国土庁等と統合され国土交通省として新たな組織へと生まれ変わり、建築研究所も国土交通省建築研究所となった。
	さらに、建築研究所は2001年4月より独立行政法人建築研究所となり、新たな一歩を踏みだした。国際地震工学部も名称を国際地震工学センターとし、再スタートを切った。
	2001年8月には、政府の行財政改革に伴い外務省が実施した研修事業の見直しにおいて、1980年から21年間続いてきたセミナーコースがやむなく廃止された。
	2002年（平成14年）で国際地震工学研修は40周年を迎えた。これを記念し2003年11月28日に東京都永田町の星陵会館に176名の参加者をえて、国際地震工学研修四十周年記念講演会を開催した。本講演会においては、国際地震工学研修事業四十年の歴史と研修効果を振り返り、また開発途上国の地震防災技術における課題やニーズを踏まえ、今後の開発途上国に対する技術協力や研修効果を更に高めるための方策を探ることを目的として、途上国における地震防災の現状と課題、地震防災に関連する国際協力活動と今後の方向と題して、講...
	地震・耐震工学コース研修の第Ⅲ期の最終年である2003年（平成15年）には、国際協力事業団（JICA）による研修事業の5年毎の見直しを受け、地震防災政策に関する講義を追加した新たな「地震・耐震・防災工学」コースとして継続することとなった。新しいコースでは、地震学や地震工学に関する高度な技術を修得し、これを活用・普及していける地震防災行政能力を併せ持つことにより、技術の企画・指導・普及ができる高度な人材の養成を目的としている。そのため、防災政策マネジメント、地域・都市防災計画、防災関連プロジェクト...
	さらに、永年の懸案であった通年研修修了生への修士号学位の授与について、政策研究大学院大学、JICA及び建築研究所との間で、漸く合意に達し、2005-2006年の通年研修から修士プログラムを導入することになった。これにより、通年研修の研修生は所要の単位を修得すれば、1年間の研修で修士号(Master of Disaster Mitigation)を取得できるようになり、2006年（平成18年）9月、19名の通年研修了生に初めての「修士号」学位を授与した。
	2004年（平成16年）スマトラ沖地震により発生した甚大な津波被害に鑑み、津波災害の被害を軽減するため、2006-2007年（平成18年～19年）の研修から、「津波防災コース」を新たに修士プログラムに加えて実施することとなった。こなお、この年の通年研修から修士号の名称がMaster of Disaster Managementに変更された。
	このように、当センターの研修事業は、通年研修の修士プログラムとの連携継続、グローバル地震観測コース及び中南米地震工学コースの継続と、着実な歩みを続けている。
	当センターは、これからも社会的・国際的なニーズに対して、最新の知見と技術を確実に取り入れることにより、さらなる研修内容の充実と効率化を進めて行く、また、研修事業・国際技術協力プロジェクト・開発途上国を舞台とした調査研究の3者を通じて培われる世界的な専門人材ネットワークと集積されていく情報を建築研究所のみならず、日本さらには世界中から有効利用して貰える、加えて国内外の機関・研究者・技術者の支援を集められる、そういうハブ機関としての機能を充実させていくことで、開発途上国の地震・津波災害軽減に必要な活動...
	最後に、本研修事業に対し、惜しみないご協力とご支援を頂いている研究所内外の皆様にこの場を借りて御礼申し上げる。
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	試験は、地震学・地震工学・津波コースとも基礎的な10科目において行われる。このうち5科目以上の試験に合格し、かつ、個人研修レポートを提出した者には研修のDiplomaが与えられる。
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